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環境活動の展開

　九州電力グループは、事業活動に伴い環境負荷を発生している企業グループとして、環境保全に真摯に取り組んでいく責務
があると認識しています。
　このため、環境保全を経営の重点課題として位置付け、事業活動全般にわたって、事業活動と環境を両立する「環境経営」を
推進しており、取組みの指針として、環境活動の心構えや方向性を示した「九州電力グループ環境憲章」を制定しています。

1．九州電力グループ環境憲章

　「九州電力グループ環境憲章」のもと、環境
経営を着実に推進していくための活動計画と
して、毎年度、「九州電力における取組み」及び
「グループ会社における取組み」から成る「九
州電力グループ環境アクションプラン」を策
定しています。
　また、PDCAサイクルに基づく環境活動の
分析・評価・見直し等により、取組内容の改善・
充実に継続的に取り組んでいます。

2．九州電力グループ環境アクションプラン

～環境にやさしい企業活動を目指して～
九州電力グループ環境憲章

九州電力グループは、持続可能な社会の実現を目指して、グローバルな視点で地球環境の保全と
地域環境との共生に向けた取組みを展開します。

１　地球環境問題への適切な対応と資源の有効活用に努め、未来につなげる事業活動を展開します。
２　社会と協調し、豊かな地域環境の実現を目指した環境活動に取り組みます。
３　環境保全意識の高揚を図り、お客さまから信頼される企業グループを目指します。
４　環境情報を積極的に公開し、社会とのコミュニケーションを推進します。 2008年4月制定
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3．推進体制

グループ環境経営推進部会に
関する詳細はP40参照  ）（

　経営層と直結した推進体制を構築するとともに、社外有識者による評価機関を設けています。

環境活動方針 
　各環境活動に取り組むにあたっての中長期的な基本方針であり、5つの柱で構成しています。本方針に基づき、生物多様
性に十分配慮しつつ、各環境活動の展開を通して、持続可能な社会の実現に貢献しています。

　持続可能な社会の実現に貢献し続けていくために、事
業活動と環境を両立する「環境経営」を九州電力グループ
一体となって推進しています。

① 地球環境問題への取組み 11
② 循環型社会形成への取組み 23
③ 地域環境の保全 25
④ 社会との協調 32
⑤ 環境管理の推進 37

・ 電気の供給面・使用面の両面からの温室効果ガスの排出抑制
・ 地球温暖化対策・施策への適切な対応
・ 国際的な温暖化対策への貢献（途上国等への技術協力など）
・ 規制対象フロンの回収徹底（オゾン層の保護）

・ 廃棄物のゼロエミッション活動の展開（3Rの徹底）
・ グリーン調達の推進

・ 環境に配慮した設備形成 ・ 発電所、変電所等の環境保全

・ 地域における環境活動の
積極的な展開・支援

・ PDCAサイクルに基づく環境管理の徹底
・ 社員の環境意識高揚
・ 環境会計の活用などによる環境管理レベルの向上
・ 環境負荷低減に資する研究・開発の推進

・ 九州電力グループ一体と
 なった環境経営の推進

循環型社会形成への
取組み

地球環境問題への
取組み

地域環境の保全

社会との協調

環境管理の推進
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取組項目

九州電力 グループ会社

・ 環境マネジメントシステム（EMS）の自立運用
・ 環境データの確実な把握と目標管理の推進
・ 環境教育の実施及び環境情報の共有化

・ 廃棄物のゼロエミッション活動の展開
・ グリーン調達の推進

・ 温室効果ガス排出抑制への着実な取組み
・ オゾン層の保護

・ 環境保全の推進

・ 環境コミュニケーションの推進
・ 地域における環境活動の推進

4

5

・ 環境コミュニケーションの推進
・ 次世代層へのエネルギー・環境教育の展開

環境活動計画
　環境活動方針のもとで、年度ごとの具体的な環境活動計画を立て、目標達成に向けて取り組んでいます。
（注）「環境活動計画に基づく取組実績（2015年度）」:九州電力はP11～39、グループ会社はP42～48を参照。

環境目標
　CO2などの温室効果ガスの排出抑制や廃棄物の発生抑制等、環境負荷低減に向けた目標を設定しています。
（注）「環境目標と実績（2015年度）」:九州電力はP9～10、グループ会社はP41を参照。

　九州電力及び九州電力グループにおける環境アクションプランは、それぞれ「環境活動方針」、「環境目標」及び具体的な
「環境活動計画」で構成しています。

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 九州電力グループ環境アクションプランWEB

・環境経営　・持続可能な社会　・地球環境問題　・循環型社会　・PDCAサイクル

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 生物多様性への取組みWEB
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２　社会と協調し、豊かな地域環境の実現を目指した環境活動に取り組みます。
３　環境保全意識の高揚を図り、お客さまから信頼される企業グループを目指します。
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取組項目

九州電力 グループ会社

・ 環境マネジメントシステム（EMS）の自立運用
・ 環境データの確実な把握と目標管理の推進
・ 環境教育の実施及び環境情報の共有化

・ 廃棄物のゼロエミッション活動の展開
・ グリーン調達の推進

・ 温室効果ガス排出抑制への着実な取組み
・ オゾン層の保護

・ 環境保全の推進

・ 環境コミュニケーションの推進
・ 地域における環境活動の推進
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・ 環境コミュニケーションの推進
・ 次世代層へのエネルギー・環境教育の展開

環境活動計画
　環境活動方針のもとで、年度ごとの具体的な環境活動計画を立て、目標達成に向けて取り組んでいます。
（注）「環境活動計画に基づく取組実績（2015年度）」:九州電力はP11～39、グループ会社はP42～48を参照。

環境目標
　CO2などの温室効果ガスの排出抑制や廃棄物の発生抑制等、環境負荷低減に向けた目標を設定しています。
（注）「環境目標と実績（2015年度）」:九州電力はP9～10、グループ会社はP41を参照。

　九州電力及び九州電力グループにおける環境アクションプランは、それぞれ「環境活動方針」、「環境目標」及び具体的な
「環境活動計画」で構成しています。

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 九州電力グループ環境アクションプランWEB

・環境経営　・持続可能な社会　・地球環境問題　・循環型社会　・PDCAサイクル

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 生物多様性への取組みWEB
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>> LNG（液化天然ガス）
>> バイオマス
>> 木質（バイオマス）
>> 下水汚泥（バイオマス）
>> 原子燃料
>> ウラン
>> プルトニウム

>> アンモニア
>> 石灰石
>> 所内電力（量）
>> 再生可能エネルギー
>> 揚水（発電）
>> 熱効率
>> 送配電ロス（率）

>> SF6（六フッ化硫黄）
>> 低公害車
>> 電気自動車
>> プラグインハイブリッド車
>> 低燃費車
>> SOx（硫黄酸化物）
>> 脱硫処理

>> 低硫黄燃料
>> NOx（窒素酸化物）
>> 脱硝処理
>> 産業廃棄物
>> リサイクル率
>> 低レベル放射性廃棄物
>> 中水
>> 温室効果ガス

用語集をご覧ください 用語集をご覧ください

【想定低減量の算出方法】
CO２排出抑制量
・発電・電力購入による低減量：再生可能エネルギー（水力は揚水除く）に
よる電力量を全電源で賄ったと仮定した場合をベースラインとして、2015
年度の当社販売電力量あたりのCO2排出量（実排出係数）を用いて算出。

・設備の効率向上：2013年度の熱効率や送配電ロス率をベースラインと
して算出（2020年以降の国の温室効果ガス削減目標にあわせ、基準年
度を1990年度から2013年度へ変更）。

SF６回収量
点検・撤去時に機器に充填されているSF６の回収を行わなかった場合をベー
スラインとして算出。
省エネ設備対策によるCO２排出抑制量
事業所において、省エネ設備対策を行わなかった場合をベースラインとして
算出。
社用車への低公害車導入によるCO２排出抑制量
電気自動車（プラグインハイブリッド車を含む）、ハイブリッド車及び低燃費車
の導入を行わなかった場合をベースラインとして算出。
SOx低減量
発電所において、脱硫処理や低硫黄燃料の使用を行わなかった場合をベー
スラインとして算出。
NOx低減量
発電所において、脱硝処理を行わなかった場合をベースラインとして算出。

消費〈従業員数 13,132人〉〔13,148人〕

86億kWh

原子力発電

48億kWh

水力発電

※7：

※8：

※9：

※10：

※11：

※12：

発生した低レベル放射性廃棄物を焼却や圧縮等の処理
により減らした容積を、200ℓドラム缶の本数に換算し
た値。

各フロンのオゾン層破壊係数を用いて、CFC-11重量
相当に換算した値。

火力（内燃力含む）発電所ごとに「総排ガス量×排ガス
中の濃度」を重量換算した値の合計値。

火力（地熱含む）・原子力発電所の排水処理装置で処
理した排水に含まれる水質汚濁物質ごとに、濃度と排
水量を用いて負荷量を算出し、それらに当社独自の重み
付け係数を乗じてCOD（化学的酸素要求量）重量相当
に換算したものの合計値。

火力（地熱含む）・原子力発電所において、排水処理装
置で処理した排水に含まれるCOD（化学的酸素要求量）
の合計値。

実際に発生した量から減容した量（※5）を差し引い
た正味の発生量を、200ℓドラム缶の本数に換算した
値。

発電関連

その他オフィス等での活動

※2：冷却水に用いる海水は含まない。

（注）〔　〕内は2014年度の実績値。

（注）〔　〕内は2014年度の実績値。

（注）〔　〕内は2014年度の実績値。電力量については、四捨五入のため合計値が合わないことがある。

（200ℓドラム缶相当）

（有効利用分の石炭灰を除く）

石炭
重油
原油
LNG
軽油

バイオマス〈木　質〉
バイオマス〈下水汚泥〉

原子燃料

アンモニア
石灰石

ガソリン・軽油

コピー用紙購入量
水使用量

569
115
40
381
1.9
0.5
768

19

605

0.8
12.5

0.2

511
31.6

万トン
万kℓ
万kℓ
万トン
万kℓ
万トン
トン

トン

万トン

万トン
万トン

万kℓ

トン
万トン

火力発電用燃料

原子力発電用燃料※1

発電用水※2

　
資材

車両用燃料

消耗品等

資源投入量

発電関連想定低減量※5

実低減量

その他オフィス等での活動

CO2

SF6
N2O
HFC

4,180

3.5
5.3
0.18

〔4,860 万トン-CO２〕

〔3.4 万トン-CO２〕
〔5.9 万トン-CO２〕
〔0.50 万トン-CO２〕

万トン-CO２

万トン-CO２
万トン-CO２
万トン-CO２

環境負荷量

事業活動

発電所所内電力量 ▲24億kWh〔▲25億kWh〕

車両走行距離 22百万km〔22百万km〕

揚水動力用電力量 ▲7億kWh〔▲2億kWh〕

自家消費電力量 ▲1.17億kWh〔▲0.96億kWh〕

13億kWh

その他
（地熱、風力、太陽光）

送配電ロス
▲38億kWh
変電所所内電力量
▲1億kWhを含む

電力輸送（送配電）

購入等※4

他社からの
購入電力量
239億kWh

90億kWh
うち再生可能
エネルギー〈 〉〈ウラン、プルトニウム重量〉

オゾン層破壊物質排出量※8

温室効果ガス排出量

0.06 ODPトン 〔0.08 ODPトン〕

〔739万トン-CO２〕

〔20万トン-CO２〕

〔1,523トン-CO２〕

〔564トン-CO２〕

〔7.4万トン〕

〔2.6万トン〕

〔88.6万トン〕
〔リサイクル率約100%〕

〔リサイクル率約100%〕

〔3,466本〕

〔931トン〕

〔4.2万トン〕

大気汚染物質排出量※9 2.0
2.7

万トン
万トン

〔2.8 万トン〕
〔3.2 万トン〕

排水負荷量※10
COD排出量※11

※6

※6

127
6
トン
トン

〔83 トン〕
〔7 トン〕

産業廃棄物埋立処分量 0.4 万トン 〔0.3 万トン〕

低レベル放射性廃棄物発生量※12 1,968 本

万トン-CO２
トン
万トン

〔3,126 本〕

車両CO２排出量
古紙処分量
上水使用量

0
27.7

〔0.5 万トン-CO２〕
〔0 トン〕

〔27.3 万トン〕

SOx
NOx

〈     　　　　　　　　　 　  　     〉販売電力量のうち、オフィス使用電力や
建設工事用電力などの当社使用分

（内燃力発電を含む）

環境負荷低減量

CO２排出抑制量

SF６回収量

省エネ設備対策による
CO２排出抑制量

社用車への低公害車導入による
CO２排出抑制量

SOx低減量

NOx低減量

産業廃棄物リサイクル量

低レベル放射性廃棄物減容量※7
（200ℓドラム缶相当）

古紙リサイクル量
（コピー用紙のほか、新聞、雑誌、
ダンボール、機密文書を含む）

中水・雨水活用量

万トン-CO２

万トン-CO２

トン-CO２

トン-CO２

万トン

万トン

万トン

本

トン

万トン

1,350

28

1,345

875
6.1
2.4

84.7

3,447

1,136

3.9

リサイクル率約100%

リサイクル率100%

（原子力発電・再生可能エネルギー・火力発電所の熱効率向上などによる）

販売電力量
792億kWh

お客さま

〈 〉

生産（発電）※3

※5：事業活動において、環境負荷低減対策を実施しない場合等の環
境負荷レベルをベースラインと想定し、実際の環境負荷レベルと
の差により算出した値。

※3：自社設備による発電電力量。電力の小売営業に関する指針に基づく販売電力量の　　　　電源構成については、別途、九州電力ホームページに掲載。
※4：FIT購入電力、他社との融通電力の受電・送電差引分を含む。

※6：「2015年度の当社販売電力量あたりのCO2排出量（調整後）」を
使用し算出した値。

4．事業活動と環境負荷の状況（2015年度）

〔615 万トン〕
〔190 万kℓ〕
〔70 万kℓ〕

〔472 万トン〕
〔1.3 万kℓ〕
〔1.5万トン〕
〔738トン〕

〔0トン〕

〔624 万トン〕

〔1.0 万トン〕
〔13.1 万トン〕

 
〔0.2 万kℓ〕

〔471 トン〕
〔31.5万トン〕

（注）〔　〕内は2014年度の実績値。

0.5

475億kWh

火力発電
〈内燃力発電を含む〉

〈　　　　　     〉うちバイオマス発電
0.09億kWh〔0.28億kWh〕

>> 自家消費電力
>> 温室効果ガス
>> N2O（一酸化二窒素）
>> HFC（ハイドロフルオロカーボン）
>> オゾン層破壊物質

>> 大気汚染物質
>> COD（化学的酸素要求量）
>> 石炭灰
>> 上水
>> フロン

>> オゾン層破壊係数
>> CFC-11
　 （トリクロロフルオロメタン）
>>水質汚濁

〔0kWh〕 〔590億kWh〕 〔41億kWh〕 〔13億kWh〕

〔235億kWh〕

〔▲41億kWh〕

〔813億kWh〕

〔68億kWh〕※1：ウラン・プルトニウム所要量〈発生熱量から換算した値〉。

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 当社の電源構成・CO2排出係数WEB

（・うち、自家消費電力量分6.2万トン※4含む）  ・他社購入電力量分を含む
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州
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力
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環
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>> LNG（液化天然ガス）
>> バイオマス
>> 木質（バイオマス）
>> 下水汚泥（バイオマス）
>> 原子燃料
>> ウラン
>> プルトニウム

>> アンモニア
>> 石灰石
>> 所内電力（量）
>> 再生可能エネルギー
>> 揚水（発電）
>> 熱効率
>> 送配電ロス（率）

>> SF6（六フッ化硫黄）
>> 低公害車
>> 電気自動車
>> プラグインハイブリッド車
>> 低燃費車
>> SOx（硫黄酸化物）
>> 脱硫処理

>> 低硫黄燃料
>> NOx（窒素酸化物）
>> 脱硝処理
>> 産業廃棄物
>> リサイクル率
>> 低レベル放射性廃棄物
>> 中水
>> 温室効果ガス

用語集をご覧ください 用語集をご覧ください

【想定低減量の算出方法】
CO２排出抑制量
・発電・電力購入による低減量：再生可能エネルギー（水力は揚水除く）に
よる電力量を全電源で賄ったと仮定した場合をベースラインとして、2015
年度の当社販売電力量あたりのCO2排出量（実排出係数）を用いて算出。

・設備の効率向上：2013年度の熱効率や送配電ロス率をベースラインと
して算出（2020年以降の国の温室効果ガス削減目標にあわせ、基準年
度を1990年度から2013年度へ変更）。

SF６回収量
点検・撤去時に機器に充填されているSF６の回収を行わなかった場合をベー
スラインとして算出。
省エネ設備対策によるCO２排出抑制量
事業所において、省エネ設備対策を行わなかった場合をベースラインとして
算出。
社用車への低公害車導入によるCO２排出抑制量
電気自動車（プラグインハイブリッド車を含む）、ハイブリッド車及び低燃費車
の導入を行わなかった場合をベースラインとして算出。
SOx低減量
発電所において、脱硫処理や低硫黄燃料の使用を行わなかった場合をベー
スラインとして算出。
NOx低減量
発電所において、脱硝処理を行わなかった場合をベースラインとして算出。

消費〈従業員数 13,132人〉〔13,148人〕

86億kWh

原子力発電

48億kWh

水力発電

※7：

※8：

※9：

※10：

※11：

※12：

発生した低レベル放射性廃棄物を焼却や圧縮等の処理
により減らした容積を、200ℓドラム缶の本数に換算し
た値。

各フロンのオゾン層破壊係数を用いて、CFC-11重量
相当に換算した値。

火力（内燃力含む）発電所ごとに「総排ガス量×排ガス
中の濃度」を重量換算した値の合計値。

火力（地熱含む）・原子力発電所の排水処理装置で処
理した排水に含まれる水質汚濁物質ごとに、濃度と排
水量を用いて負荷量を算出し、それらに当社独自の重み
付け係数を乗じてCOD（化学的酸素要求量）重量相当
に換算したものの合計値。

火力（地熱含む）・原子力発電所において、排水処理装
置で処理した排水に含まれるCOD（化学的酸素要求量）
の合計値。

実際に発生した量から減容した量（※5）を差し引い
た正味の発生量を、200ℓドラム缶の本数に換算した
値。

発電関連

その他オフィス等での活動

※2：冷却水に用いる海水は含まない。

（注）〔　〕内は2014年度の実績値。

（注）〔　〕内は2014年度の実績値。

（注）〔　〕内は2014年度の実績値。電力量については、四捨五入のため合計値が合わないことがある。

（200ℓドラム缶相当）

（有効利用分の石炭灰を除く）

石炭
重油
原油
LNG
軽油

バイオマス〈木　質〉
バイオマス〈下水汚泥〉

原子燃料

アンモニア
石灰石

ガソリン・軽油

コピー用紙購入量
水使用量

569
115
40
381
1.9
0.5
768

19

605

0.8
12.5

0.2

511
31.6

万トン
万kℓ
万kℓ
万トン
万kℓ
万トン
トン

トン

万トン

万トン
万トン

万kℓ

トン
万トン

火力発電用燃料

原子力発電用燃料※1

発電用水※2

　
資材

車両用燃料

消耗品等

資源投入量

発電関連想定低減量※5

実低減量

その他オフィス等での活動

CO2

SF6
N2O
HFC

4,180

3.5
5.3
0.18

〔4,860 万トン-CO２〕

〔3.4 万トン-CO２〕
〔5.9 万トン-CO２〕
〔0.50 万トン-CO２〕

万トン-CO２

万トン-CO２
万トン-CO２
万トン-CO２

環境負荷量

事業活動

発電所所内電力量 ▲24億kWh〔▲25億kWh〕

車両走行距離 22百万km〔22百万km〕

揚水動力用電力量 ▲7億kWh〔▲2億kWh〕

自家消費電力量 ▲1.17億kWh〔▲0.96億kWh〕

13億kWh

その他
（地熱、風力、太陽光）

送配電ロス
▲38億kWh
変電所所内電力量
▲1億kWhを含む

電力輸送（送配電）

購入等※4

他社からの
購入電力量
239億kWh

90億kWh
うち再生可能
エネルギー〈 〉〈ウラン、プルトニウム重量〉

オゾン層破壊物質排出量※8

温室効果ガス排出量

0.06 ODPトン 〔0.08 ODPトン〕

〔739万トン-CO２〕

〔20万トン-CO２〕

〔1,523トン-CO２〕

〔564トン-CO２〕

〔7.4万トン〕

〔2.6万トン〕

〔88.6万トン〕
〔リサイクル率約100%〕

〔リサイクル率約100%〕

〔3,466本〕

〔931トン〕

〔4.2万トン〕

大気汚染物質排出量※9 2.0
2.7

万トン
万トン

〔2.8 万トン〕
〔3.2 万トン〕

排水負荷量※10
COD排出量※11

※6

※6

127
6
トン
トン

〔83 トン〕
〔7 トン〕

産業廃棄物埋立処分量 0.4 万トン 〔0.3 万トン〕

低レベル放射性廃棄物発生量※12 1,968 本

万トン-CO２
トン
万トン

〔3,126 本〕

車両CO２排出量
古紙処分量
上水使用量

0
27.7

〔0.5 万トン-CO２〕
〔0 トン〕

〔27.3 万トン〕

SOx
NOx

〈     　　　　　　　　　 　  　     〉販売電力量のうち、オフィス使用電力や
建設工事用電力などの当社使用分

（内燃力発電を含む）

環境負荷低減量

CO２排出抑制量

SF６回収量

省エネ設備対策による
CO２排出抑制量

社用車への低公害車導入による
CO２排出抑制量

SOx低減量

NOx低減量

産業廃棄物リサイクル量

低レベル放射性廃棄物減容量※7
（200ℓドラム缶相当）

古紙リサイクル量
（コピー用紙のほか、新聞、雑誌、
ダンボール、機密文書を含む）

中水・雨水活用量

万トン-CO２

万トン-CO２

トン-CO２

トン-CO２

万トン

万トン

万トン

本

トン

万トン

1,350

28

1,345

875
6.1
2.4

84.7

3,447

1,136

3.9

リサイクル率約100%

リサイクル率100%

（原子力発電・再生可能エネルギー・火力発電所の熱効率向上などによる）

販売電力量
792億kWh

お客さま

〈 〉

生産（発電）※3

※5：事業活動において、環境負荷低減対策を実施しない場合等の環
境負荷レベルをベースラインと想定し、実際の環境負荷レベルと
の差により算出した値。

※3：自社設備による発電電力量。電力の小売営業に関する指針に基づく販売電力量の　　　　電源構成については、別途、九州電力ホームページに掲載。
※4：FIT購入電力、他社との融通電力の受電・送電差引分を含む。

※6：「2015年度の当社販売電力量あたりのCO2排出量（調整後）」を
使用し算出した値。

4．事業活動と環境負荷の状況（2015年度）

〔615 万トン〕
〔190 万kℓ〕
〔70 万kℓ〕

〔472 万トン〕
〔1.3 万kℓ〕
〔1.5万トン〕
〔738トン〕

〔0トン〕

〔624 万トン〕

〔1.0 万トン〕
〔13.1 万トン〕

 
〔0.2 万kℓ〕

〔471 トン〕
〔31.5万トン〕

（注）〔　〕内は2014年度の実績値。

0.5

475億kWh

火力発電
〈内燃力発電を含む〉

〈　　　　　     〉うちバイオマス発電
0.09億kWh〔0.28億kWh〕

>> 自家消費電力
>> 温室効果ガス
>> N2O（一酸化二窒素）
>> HFC（ハイドロフルオロカーボン）
>> オゾン層破壊物質

>> 大気汚染物質
>> COD（化学的酸素要求量）
>> 石炭灰
>> 上水
>> フロン

>> オゾン層破壊係数
>> CFC-11
　 （トリクロロフルオロメタン）
>>水質汚濁

〔0kWh〕 〔590億kWh〕 〔41億kWh〕 〔13億kWh〕

〔235億kWh〕

〔▲41億kWh〕

〔813億kWh〕

〔68億kWh〕※1：ウラン・プルトニウム所要量〈発生熱量から換算した値〉。

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 当社の電源構成・CO2排出係数WEB

（・うち、自家消費電力量分6.2万トン※4含む）  ・他社購入電力量分を含む

九
州
電
力
の
環
境
経
営

Ⅰ

http://www.kyuden.co.jp/rate_adj_power_composition_co2.html


09 / 54 10 / 54

←目次へ

　 主要な環境活動について目標値を定め、環境負荷の継続的な低減に努めています。

※1：2015年度目標値に対する2015年度の達成状況を、｢　：達成｣、｢　：概ね達成（達成率80％以上）｣、｢　：未達成（達成率80％未満）｣の3段階で評価。なお、2015年度の目標値を持たない項目については、2014年度実
績との比較で評価（ （　）書きで記載）。

※2：下線部は目標を見直した箇所（「Ⅳ 2015年度実績を踏まえた今後の取組み（P53）」でも紹介）。
※3：CO2排出クレジット、再生可能エネルギーの固定価格買取制度（FIT）に伴う調整等。
※4：原子力発電所の見通しが不透明な状況にあるため設定を見送り。　
※5：安全を大前提とした原子力発電の活用、再生可能エネルギーの活用、火力発電の更なる高効率化と適切な維持・管理及び低炭素社会に資する省エネ・省CO2サービスの提供等により、電気事業全体の目標（2030年度に

排出係数0.37kg-CO2/KWh程度（使用端））の達成に向けて最大限努力する。

※6：自社開発及び電力購入による設備導入量（離島含む）。
※7：2030年までに、九電グループとして、地熱や水力を中心に、国内外で400万kW（現状＋250万kW）

の再生可能エネルギー電源の開発を目指すことを新たな目標として設定。
※8：総合エネルギー統計の換算係数等を用いて換算。
※9：省エネの徹底を図る観点から、過年度実績を深掘り。
※10：全社の上水使用量を当社在職者数（当該年度末）で除した値。
※11：プラグインハイブリッド車を含む。
※12：電気自動車（EV）は除外。

※13：修繕工事の規模・頻度等により大きく増減するため、目標は設定しない。
※14：汎用品（事務用品、雑貨等）のうち、社会的に認知された基準に適合した製品の購買割合を参考値

として記載。
※15：活動がほぼ定着していること等を踏まえ、定性目標とする。
※16：火力（内燃力除く）発電所ごとの排出量の合計値。
※17：石油火力発電所の利用率により大きく増減するため、定性目標とする。

項　目

販売電力量あたりのCO2排出量（調整後）※3
　[　]は実排出係数
CO２排出量（調整後）※3
　 [　]は実排出量

SF６
回
収
率

地
球
環
境
問
題
へ
の
取
組
み

販売電力量

再生可能エネルギー（太陽光・風力）
設備導入量（累計）※6

オフィス電力使用量

電気自動車導入台数（累計）※11

一般車両燃料消費率※12

コピー用紙購入量

上水使用量※10

機器点検時

機器撤去時

送電端火力総合熱効率（高位発熱量ベース）
［　］は低位発熱量ベース換算値※8

送配電ロス率

原子力利用率

循
環
型
社
会
形
成
へ
の
取
組
み

機器点検時の規制対象フロン回収実施率　

産業廃棄物リサイクル率

石炭灰リサイクル率

石炭灰以外リサイクル率

産業廃棄物社外埋立処分量

古紙リサイクル率

グリーン調達率※14

地
域
環
境
の
保
全

火力発電電力量あたりのSOx排出量※16

火力発電電力量あたりのNOx排出量※16

原子力発電所周辺公衆の
線量評価値（1年あたり）

単　位

kg-CO２/kWh

万トン-CO２

億kWh

万kW

百万kWh

台

km/ℓ

トン

m3/人

％

％

％

％

％

％

トン

％

％

g/kWh

g/kWh

ミリシーベルト

％

％

％

2013年度

[0.509]

実　績

0.528

4,180
[4,030]

792

648

54

167

12.7

511

25

99

99

100

約100

100

97

44

100

99

0.29

0.24

0.001未満

2014年度

844

58

179

12.4

438

23

99

99

100

約100

100

97

1,704

100

約100

0.37

0.26

0.001未満

39.6
［42.3］

4.584.8

20.7

2015年度

0

39.4
［42.1］

0.617
［0.613］
5,210

［5,180］

813

55

169

12.7

471

25

99

99

100

約100

100

98

27

100

98

0.36

0.26

0.001未満

4.7

0

39.5
［42.2］

2015年度
目標値

2020年度末までに
1,000程度

　-※4

　-※13

　-※4

　-※7　315 　516

　-※4

　-※4

55以下

12.0以上

470以下

24以下

98以上

99以上

100

99以上

100

98以上

100

0.001未満

極力調達※15

極力抑制※17

極力抑制※17

-

（     ）

（     ）

（     ）

（     ）

（     ）

（     ）

（     ）

東日本大震災の発生以降、玄海及び川内原子力発電所の停止により、代替する火力発電の電力量が大幅に増加したこと
から、震災前（2010年度）と比較すると、CO2排出量は大幅に増加しています。2015年度のCO2排出量は、川内原子力発
電所1、2号機が再稼働したことなどに伴い、2014年度実績から約700万トンの減少となりました。今後とも安全を大前
提とした原子力発電の活用、再生可能エネルギーの開発・導入、火力発電の更なる高効率化と適切な維持管理及び低炭
素社会に資する省エネ・省CO2サービスの提供等により、CO2の排出抑制に最大限努力していきます。

電子文書の活用によるペーパーレス化の推進や、ミスコピーの防止、及び古紙の裏面利用の徹底に努めたものの、原子
力発電所の再稼働に向けた対応等により購入量が増加したことから、目標未達となりました。

2015年度末までに累計で、風力48万kW、太陽光600万kW、合計648万kWが導入されています。今後とも、電力の安定供給
を前提として、グループ一体となって、再生可能エネルギーの開発・導入に最大限取り組んでいきます。

空調の適正管理や照明・エレベーターの間引きなど、徹底した節電・省エネに継続的に取り組んだことにより、目標を
達成しました。

川内原子力発電所1．2号機が2015年9月、11月にそれぞれ通常運転に復帰したことにより、利用率は20.7％に上昇しました。

川内原子力発電所の再稼働に伴い、熱効率の低い石油火力発電所の稼働率が低下したことなどから、2014年度を若干上
回る39.6％となりました。
販売電力量の減少に伴い、送配電設備に流れる電力量が減少しており、損失量についても昨年度より減少していることから、送
配電ロス率が2014年度より若干低減しました。

節水活動の徹底に努めたものの、中水供給量の減少分を上水で賄ったことなどにより上水使用量が増加したことから、
若干の目標未達となりました。

点検時・撤去時における真空型SF６ガス回収装置の使用徹底等を図り、目標を達成しました。

極力調達に努めた結果、2014年度実績を若干上回りました。

適正な設備運用や放射性廃棄物の管理により、目標を達成しました。

川内原子力発電所の再稼働などにより、石油火力発電所の発電電力量が減少したことから、ＳＯｘ・ＮＯｘともに2014年
度実績を下回りましたが、東日本大震災前の実績（2010年度：ＳＯｘ 0.27 ＮＯｘ 0.21）と比べると、いずれも高めの
値となっています。今後とも、地域との環境保全協定の遵守を前提に、熱効率の維持・向上に努めることで、排出量の低減
を図っていきます。

石炭灰の特性を活かしたセメント原料や、コンクリート混和材等への石炭灰の100％有効活用に加え、全社共同回収によ
る産業廃棄物の確実な回収・リサイクルなど、3Rの着実な実践に努めた結果、一部を除き目標を達成しました。今後とも、
循環型社会の形成に向け、3Rを着実に実践していくことにより、目標達成を図っていきます。

車両燃費管理やエコドライブの実施など、運用管理の徹底や低燃費車への計画的な切替えにより、目標を達成しました。

電気自動車の経年化に伴う廃車により、2015年度末までの累計導入台数は167台となりました。収支状況等を踏まえつ
つ、中長期的な温暖化対策の観点から、社用車への電気自動車の導入拡大を図っていきます。

法令基準レベル（撤去時における法定圧力）までの規制対象フロン回収の確実な実施を図り、目標を達成しました。

古紙100％リサイクル活動の継続的な取組みにより、目標を達成しました。

評　価※1 関連
ページ

12
〜
17

11
〜
12

20

21

11

27

31

18

23
〜
24

>> 地球環境問題
>> CO2排出クレジット
>> 利用率
>> 再生可能エネルギー
>> 熱効率
>> 発熱量

>> 送配電ロス（率）
>> 上水
>> 電気自動車
>> SF6（六フッ化硫黄）
>> 規制対象フロン
>> 循環型社会

>> 産業廃棄物
>> リサイクル率
>> 石炭灰
>> グリーン調達
>> SOx（硫黄酸化物）
>> NOx（窒素酸化物）

>> 線量評価値
>> シーベルト
>> 固定価格買取制度（FIT）
>> 低炭素社会用語集をご覧ください

>> エコドライブ
>> 低燃費車
>> 3R

>> 環境保全協定
>> 放射性廃棄物
>> プラグインハイブリッド車

用語集をご覧ください

（     ）

（     ）

2016年度
  目標値※2

54以下※9

12.0以上

470以下

24以下

98以上

99以上

100

99以上

100

98以上

-※13

100

極力調達※15

極力抑制※17

極力抑制※17

0.001未満

　-※4

　-※4

　-※7

　-※4

2020年度末までに
1,000程度

5．環境目標と実績

0.598
［0.584］
4,860

［4,750］ 極力抑制※5 九
州
電
力
の
環
境
経
営
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←目次へ

　 主要な環境活動について目標値を定め、環境負荷の継続的な低減に努めています。

※1：2015年度目標値に対する2015年度の達成状況を、｢　：達成｣、｢　：概ね達成（達成率80％以上）｣、｢　：未達成（達成率80％未満）｣の3段階で評価。なお、2015年度の目標値を持たない項目については、2014年度実
績との比較で評価（ （　）書きで記載）。

※2：下線部は目標を見直した箇所（「Ⅳ 2015年度実績を踏まえた今後の取組み（P53）」でも紹介）。
※3：CO2排出クレジット、再生可能エネルギーの固定価格買取制度（FIT）に伴う調整等。
※4：原子力発電所の見通しが不透明な状況にあるため設定を見送り。　
※5：安全を大前提とした原子力発電の活用、再生可能エネルギーの活用、火力発電の更なる高効率化と適切な維持・管理及び低炭素社会に資する省エネ・省CO2サービスの提供等により、電気事業全体の目標（2030年度に

排出係数0.37kg-CO2/KWh程度（使用端））の達成に向けて最大限努力する。

※6：自社開発及び電力購入による設備導入量（離島含む）。
※7：2030年までに、九電グループとして、地熱や水力を中心に、国内外で400万kW（現状＋250万kW）

の再生可能エネルギー電源の開発を目指すことを新たな目標として設定。
※8：総合エネルギー統計の換算係数等を用いて換算。
※9：省エネの徹底を図る観点から、過年度実績を深掘り。
※10：全社の上水使用量を当社在職者数（当該年度末）で除した値。
※11：プラグインハイブリッド車を含む。
※12：電気自動車（EV）は除外。

※13：修繕工事の規模・頻度等により大きく増減するため、目標は設定しない。
※14：汎用品（事務用品、雑貨等）のうち、社会的に認知された基準に適合した製品の購買割合を参考値

として記載。
※15：活動がほぼ定着していること等を踏まえ、定性目標とする。
※16：火力（内燃力除く）発電所ごとの排出量の合計値。
※17：石油火力発電所の利用率により大きく増減するため、定性目標とする。

項　目

販売電力量あたりのCO2排出量（調整後）※3
　[　]は実排出係数
CO２排出量（調整後）※3
　 [　]は実排出量

SF６
回
収
率

地
球
環
境
問
題
へ
の
取
組
み

販売電力量

再生可能エネルギー（太陽光・風力）
設備導入量（累計）※6

オフィス電力使用量

電気自動車導入台数（累計）※11

一般車両燃料消費率※12

コピー用紙購入量

上水使用量※10

機器点検時

機器撤去時

送電端火力総合熱効率（高位発熱量ベース）
［　］は低位発熱量ベース換算値※8

送配電ロス率

原子力利用率

循
環
型
社
会
形
成
へ
の
取
組
み

機器点検時の規制対象フロン回収実施率　

産業廃棄物リサイクル率

石炭灰リサイクル率

石炭灰以外リサイクル率

産業廃棄物社外埋立処分量

古紙リサイクル率

グリーン調達率※14

地
域
環
境
の
保
全

火力発電電力量あたりのSOx排出量※16

火力発電電力量あたりのNOx排出量※16

原子力発電所周辺公衆の
線量評価値（1年あたり）

単　位

kg-CO２/kWh

万トン-CO２

億kWh

万kW

百万kWh

台

km/ℓ

トン

m3/人

％

％

％

％

％

％

トン

％

％

g/kWh

g/kWh

ミリシーベルト

％

％

％

2013年度

[0.509]

実　績

0.528

4,180
[4,030]

792

648

54

167

12.7

511

25

99

99

100

約100

100

97

44

100

99

0.29

0.24

0.001未満

2014年度

844

58

179

12.4

438

23

99

99

100

約100

100

97

1,704

100

約100

0.37

0.26

0.001未満

39.6
［42.3］

4.584.8

20.7

2015年度

0

39.4
［42.1］

0.617
［0.613］
5,210

［5,180］

813

55

169

12.7

471

25

99

99

100

約100

100

98

27

100

98

0.36

0.26

0.001未満

4.7

0

39.5
［42.2］

2015年度
目標値

2020年度末までに
1,000程度

　-※4

　-※13

　-※4

　-※7　315 　516

　-※4

　-※4

55以下

12.0以上

470以下

24以下

98以上

99以上

100

99以上

100

98以上

100

0.001未満

極力調達※15

極力抑制※17

極力抑制※17

-

（     ）

（     ）

（     ）

（     ）

（     ）

（     ）

（     ）

東日本大震災の発生以降、玄海及び川内原子力発電所の停止により、代替する火力発電の電力量が大幅に増加したこと
から、震災前（2010年度）と比較すると、CO2排出量は大幅に増加しています。2015年度のCO2排出量は、川内原子力発
電所1、2号機が再稼働したことなどに伴い、2014年度実績から約700万トンの減少となりました。今後とも安全を大前
提とした原子力発電の活用、再生可能エネルギーの開発・導入、火力発電の更なる高効率化と適切な維持管理及び低炭
素社会に資する省エネ・省CO2サービスの提供等により、CO2の排出抑制に最大限努力していきます。

電子文書の活用によるペーパーレス化の推進や、ミスコピーの防止、及び古紙の裏面利用の徹底に努めたものの、原子
力発電所の再稼働に向けた対応等により購入量が増加したことから、目標未達となりました。

2015年度末までに累計で、風力48万kW、太陽光600万kW、合計648万kWが導入されています。今後とも、電力の安定供給
を前提として、グループ一体となって、再生可能エネルギーの開発・導入に最大限取り組んでいきます。

空調の適正管理や照明・エレベーターの間引きなど、徹底した節電・省エネに継続的に取り組んだことにより、目標を
達成しました。

川内原子力発電所1．2号機が2015年9月、11月にそれぞれ通常運転に復帰したことにより、利用率は20.7％に上昇しました。

川内原子力発電所の再稼働に伴い、熱効率の低い石油火力発電所の稼働率が低下したことなどから、2014年度を若干上
回る39.6％となりました。
販売電力量の減少に伴い、送配電設備に流れる電力量が減少しており、損失量についても昨年度より減少していることから、送
配電ロス率が2014年度より若干低減しました。

節水活動の徹底に努めたものの、中水供給量の減少分を上水で賄ったことなどにより上水使用量が増加したことから、
若干の目標未達となりました。

点検時・撤去時における真空型SF６ガス回収装置の使用徹底等を図り、目標を達成しました。

極力調達に努めた結果、2014年度実績を若干上回りました。

適正な設備運用や放射性廃棄物の管理により、目標を達成しました。

川内原子力発電所の再稼働などにより、石油火力発電所の発電電力量が減少したことから、ＳＯｘ・ＮＯｘともに2014年
度実績を下回りましたが、東日本大震災前の実績（2010年度：ＳＯｘ 0.27 ＮＯｘ 0.21）と比べると、いずれも高めの
値となっています。今後とも、地域との環境保全協定の遵守を前提に、熱効率の維持・向上に努めることで、排出量の低減
を図っていきます。

石炭灰の特性を活かしたセメント原料や、コンクリート混和材等への石炭灰の100％有効活用に加え、全社共同回収によ
る産業廃棄物の確実な回収・リサイクルなど、3Rの着実な実践に努めた結果、一部を除き目標を達成しました。今後とも、
循環型社会の形成に向け、3Rを着実に実践していくことにより、目標達成を図っていきます。

車両燃費管理やエコドライブの実施など、運用管理の徹底や低燃費車への計画的な切替えにより、目標を達成しました。

電気自動車の経年化に伴う廃車により、2015年度末までの累計導入台数は167台となりました。収支状況等を踏まえつ
つ、中長期的な温暖化対策の観点から、社用車への電気自動車の導入拡大を図っていきます。

法令基準レベル（撤去時における法定圧力）までの規制対象フロン回収の確実な実施を図り、目標を達成しました。

古紙100％リサイクル活動の継続的な取組みにより、目標を達成しました。
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1

【参考】ＦＩＴによる再エネの導入拡大とCO2排出抑制効果
　2012年７月に開始した固定価格買取制度（FIT）は、国が
電気料金とあわせて全国のお客さまから一律で徴収した賦
課金により、再エネの導入促進を図る制度です。九州地域は
自然条件に恵まれていることから、全国的に見ても導入が
進んでおり、本制度による再エネ設備の導入量は、全国の約
2割を占めています。
　FITで導入された再エネは、発電の際にCO２を発生しない
ため、FIT以外の電源で同量の電気を発電した場合のCO２排
出量を抑制したと考えることができます。この抑制量を
2015年度で試算※すると、全国で約2,400万トンとなります。
これは、2014年度の電気事業連合会関係12社の温室効果ガ
ス排出量（4億5,700万トン）の約5.3％に相当する量です。

※：「FITによる買取電力量(全国総量)及び全国平均係数」　
　 （経産省HP）を用いて算出

社外ステークホルダーのご意見

ＣＯ２排出量の削減は、日本だけでなく、
地球規模で取り組むべきテーマである。

P11 ＣＯ２排出実績

　低炭素社会の実現に向け、安全の確保を大前提とした原子力発電の活用、再生可能エネルギーの積極的な開発・導入、火
力発電所の熱効率向上などに取り組んでいます。

安全の確保を大前提とした原子力発電の活用
　東日本大震災前（2010年度）と比較すると、CO２排出量
は大幅に増加していますが、2015年度は、川内原子力発
電所1、2号機の通常運転復帰に伴う、火力による発電電力
量構成比の低下などが大きく影響し、2014年度から約
700万トンのCO２排出量を抑制することができました。
　原子力発電は、再生可能エネルギーと同様に、発電時に
CO2を排出しないことから、地球温暖化対策として優れ
ているとともに、エネルギーセキュリティの観点からも
引き続き重要性は変わらないものと考えています。

2．電気の供給面での取組み

電力購入については、九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 電力の購入についてWEB

電力受給契約件数実績については、九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 電力受給契約件数実績WEB

再生可能エネルギーの積極的な開発・導入
　国産エネルギーの有効活用、並びに地球温暖化対策面
で優れた電源であることから、再生可能エネルギーの開
発・導入にグループ一体となって取り組んでいます。
2030年までに、九州電力グループとして、地熱や水力を
中心に、国内外で400万kW（現状＋250万kW）の開発を
目指し、再生可能エネルギー事業を展開していきます。
　2014年9月、太陽光の接続申込みの急増を踏まえ、接
続申込みへの回答を保留させていただきました。その後、
国により九州本土の接続可能量が検証され、2014年12
月に太陽光の指定電気事業者に指定されました。また、
2015年1月には、固定価格買取制度（FIT）の運用見直し
にかかる省令の改正が公布、施行されました。このような
状況を踏まえ、新たなルールのもと、再生可能エネルギー
を最大限受け入れられるよう取り組んでいます。
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1．2015年度の温室効果ガス排出実績
CO2排出実績
　東日本大震災の発生以降、玄海及び川内原子力発電所の
停止により、代替する火力発電の電力量が大幅に増加した
ことから、震災前（2010年度）と比較すると、CO２排出量は
大幅に増加しています。
　2015年度のCO２排出量は4,180万トン、販売電力量あた
りのCO２排出量（CO２排出係数）は0.528kg-CO２/kWh※1と
なり、2014年度実績からCO２排出量は約14％、CO２排出係
数は約12％減少しました。これは、川内原子力発電所1、2号
機の通常運転復帰（2015年9月、11月）に伴う火力発電の電
力量割合の減少をはじめ、再生可能エネルギーの電力量の
増加や販売電力量の減少などによるものです。　
　なお、定期検査を除き、年間を通じて川内原子力発電所
１、２号機が運転を行う予定の2016年度については、CO２
排出量の更なる抑制が期待できます。

※：他社からの受入電力のうち、燃料種別が特定できないものを除く。なお、本構成比は、販売電力
　  量における電源構成比とは異なる。

※2：CO2排出クレジット、再生可能エネルギーの固定価格買取制度（FIT）に伴う調整等。

九州電力のCO2排出状況
販売電力量あたりのCO2排出量（調整後※2、kg-CO2/kWh）

［　］内は実排出量及び排出係数の値
CO2排出量（調整後※2、万トン-CO2）販売電力量（億kWh）

（注1）国が定めた「事業者排出係数の算定方法」により算出。
（注2）FITの調整によるCO2排出量の増加分が、CO2排出クレジット取得による削減分を上回

ったため、前年度と同様に、調整後排出係数が実排出係数を上回りました。

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　  オゾン層の保護WEB

■ 一酸化二窒素（N2O）
　主に火力発電所での燃料の燃焼に伴い発生するため、発電
所の利用率により発生量が変動しますが、火力総合熱効率の
向上等に取り組むことにより、排出抑制に努めています。

■ ハイドロフルオロカーボン（HFC）
　空調機器の冷媒等として使用していますが、機器の設
置・修理時の漏洩防止、回収・再利用を徹底しています。フ
ロン類（規制対象フロン含む）を使用している業務用冷媒
機器等については、2015年４月に施行されたフロン排出
抑制法に基づき、対象機器の点検を徹底し、機器新設時や
取替時には、規制対象フロン不使用機器の導入を進めて
います。

■ その他の温室効果ガス
　火力発電所での燃料の未燃焼分としてメタン（CH4）が
排出されますが、排ガス中の濃度が大気中の濃度以下で
あることから、実質的な排出はありません。また、一部の
変圧器では、冷媒及び絶縁体としてパーフルオロカーボ
ン（PFC）が使用されている例がありますが、当社での使
用はありません。

CO2以外の温室効果ガス排出実績
■ 六フッ化硫黄（SF6）
　優れた絶縁性を持つことから、電力機器の一部に使用
しています。機器の点検・撤去にあたっては、大気中への
排出を極力抑制しています。

関連・詳細情報（P2参照）　 固定価格買取制度(FIT)の調整により
九州電力のCO2排出量が増加する理由

WEB
詳細は九州電力ホームページ

CO2排出量再生可能エネルギー 火力 原子力

10%

72%

2015

日本の電源種別ライフサイクルCO2の比較については、九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 日本の電源種別ライフサイクルCO2の比較についてWEB
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>>私の環境アクション

　私は、全国的に見ても高い晴天率
と長い日照時間により、太陽光発電
の申込みが多い宮崎県で再生可能エネルギーの受入審査を
担当しています。
　天候による出力変動が大きい太陽光発電の連系が拡大す
ると、電圧の不安定化などにより、電力の安定供給に支障を
きたす恐れがあります。電圧の品質を維持するためには、電
線の張替えや電圧調整器の設置などの設備対策が必要にな
りますが、その検討には多くの知識と経験が必要です。私は
まだ経験が浅く、業務で苦労することもありますが、職場の
仲間と議論しながら最適な対策を導く過程は、活気があり
とても勉強になります。今後も持続可能な社会の実現のた
め、少しでも多くの再生可能エネルギーを連系できるよう
努めていきます。

再生可能エネルギーを
積極的に受け入れています
宮崎配電センター 宮崎配電事業所
設備管理グループ

井 上 耕 介
いのう え    こ う す け

http://www.kyuden.co.jp/environment_booklet_action-report16_fit.html
http://www.kyuden.co.jp/environment_booklet_action-report16_ozone_layer.html


11 / 54 12 / 54

←目次へ

地球環境問題への取組み

>> 固定価格買取制度（FIT）
>> SF6（六フッ化硫黄）
>> N2O（一酸化二窒素）
>> 熱効率
>> 利用率
>> 温暖化係数

>> HFC（ハイドロフルオロカーボン）
>> オゾン層
>> フロン
>> 規制対象フロン
>> フロン排出抑制法
>> CH4（メタン）

>> PFC（パーフルオロカーボン）
>> 低炭素社会
>> エネルギーセキュリティ
>> 再生可能エネルギー
>> 持続可能な社会
>> 地球温暖化

>> 指定電気事業者
>> 温室効果ガス
>> CO2排出クレジット>> ライフサイクル用語集をご覧ください

1

【参考】ＦＩＴによる再エネの導入拡大とCO2排出抑制効果
　2012年７月に開始した固定価格買取制度（FIT）は、国が
電気料金とあわせて全国のお客さまから一律で徴収した賦
課金により、再エネの導入促進を図る制度です。九州地域は
自然条件に恵まれていることから、全国的に見ても導入が
進んでおり、本制度による再エネ設備の導入量は、全国の約
2割を占めています。
　FITで導入された再エネは、発電の際にCO２を発生しない
ため、FIT以外の電源で同量の電気を発電した場合のCO２排
出量を抑制したと考えることができます。この抑制量を
2015年度で試算※すると、全国で約2,400万トンとなります。
これは、2014年度の電気事業連合会関係12社の温室効果ガ
ス排出量（4億5,700万トン）の約5.3％に相当する量です。

※：「FITによる買取電力量(全国総量)及び全国平均係数」　
　 （経産省HP）を用いて算出

社外ステークホルダーのご意見

ＣＯ２排出量の削減は、日本だけでなく、
地球規模で取り組むべきテーマである。

P11 ＣＯ２排出実績

　低炭素社会の実現に向け、安全の確保を大前提とした原子力発電の活用、再生可能エネルギーの積極的な開発・導入、火
力発電所の熱効率向上などに取り組んでいます。

安全の確保を大前提とした原子力発電の活用
　東日本大震災前（2010年度）と比較すると、CO２排出量
は大幅に増加していますが、2015年度は、川内原子力発
電所1、2号機の通常運転復帰に伴う、火力による発電電力
量構成比の低下などが大きく影響し、2014年度から約
700万トンのCO２排出量を抑制することができました。
　原子力発電は、再生可能エネルギーと同様に、発電時に
CO2を排出しないことから、地球温暖化対策として優れ
ているとともに、エネルギーセキュリティの観点からも
引き続き重要性は変わらないものと考えています。

2．電気の供給面での取組み

電力購入については、九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 電力の購入についてWEB

電力受給契約件数実績については、九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 電力受給契約件数実績WEB

再生可能エネルギーの積極的な開発・導入
　国産エネルギーの有効活用、並びに地球温暖化対策面
で優れた電源であることから、再生可能エネルギーの開
発・導入にグループ一体となって取り組んでいます。
2030年までに、九州電力グループとして、地熱や水力を
中心に、国内外で400万kW（現状＋250万kW）の開発を
目指し、再生可能エネルギー事業を展開していきます。
　2014年9月、太陽光の接続申込みの急増を踏まえ、接
続申込みへの回答を保留させていただきました。その後、
国により九州本土の接続可能量が検証され、2014年12
月に太陽光の指定電気事業者に指定されました。また、
2015年1月には、固定価格買取制度（FIT）の運用見直し
にかかる省令の改正が公布、施行されました。このような
状況を踏まえ、新たなルールのもと、再生可能エネルギー
を最大限受け入れられるよう取り組んでいます。
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1．2015年度の温室効果ガス排出実績
CO2排出実績
　東日本大震災の発生以降、玄海及び川内原子力発電所の
停止により、代替する火力発電の電力量が大幅に増加した
ことから、震災前（2010年度）と比較すると、CO２排出量は
大幅に増加しています。
　2015年度のCO２排出量は4,180万トン、販売電力量あた
りのCO２排出量（CO２排出係数）は0.528kg-CO２/kWh※1と
なり、2014年度実績からCO２排出量は約14％、CO２排出係
数は約12％減少しました。これは、川内原子力発電所1、2号
機の通常運転復帰（2015年9月、11月）に伴う火力発電の電
力量割合の減少をはじめ、再生可能エネルギーの電力量の
増加や販売電力量の減少などによるものです。　
　なお、定期検査を除き、年間を通じて川内原子力発電所
１、２号機が運転を行う予定の2016年度については、CO２
排出量の更なる抑制が期待できます。

※：他社からの受入電力のうち、燃料種別が特定できないものを除く。なお、本構成比は、販売電力
　  量における電源構成比とは異なる。

※2：CO2排出クレジット、再生可能エネルギーの固定価格買取制度（FIT）に伴う調整等。

九州電力のCO2排出状況
販売電力量あたりのCO2排出量（調整後※2、kg-CO2/kWh）

［　］内は実排出量及び排出係数の値
CO2排出量（調整後※2、万トン-CO2）販売電力量（億kWh）

（注1）国が定めた「事業者排出係数の算定方法」により算出。
（注2）FITの調整によるCO2排出量の増加分が、CO2排出クレジット取得による削減分を上回

ったため、前年度と同様に、調整後排出係数が実排出係数を上回りました。

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　  オゾン層の保護WEB

■ 一酸化二窒素（N2O）
　主に火力発電所での燃料の燃焼に伴い発生するため、発電
所の利用率により発生量が変動しますが、火力総合熱効率の
向上等に取り組むことにより、排出抑制に努めています。

■ ハイドロフルオロカーボン（HFC）
　空調機器の冷媒等として使用していますが、機器の設
置・修理時の漏洩防止、回収・再利用を徹底しています。フ
ロン類（規制対象フロン含む）を使用している業務用冷媒
機器等については、2015年４月に施行されたフロン排出
抑制法に基づき、対象機器の点検を徹底し、機器新設時や
取替時には、規制対象フロン不使用機器の導入を進めて
います。

■ その他の温室効果ガス
　火力発電所での燃料の未燃焼分としてメタン（CH4）が
排出されますが、排ガス中の濃度が大気中の濃度以下で
あることから、実質的な排出はありません。また、一部の
変圧器では、冷媒及び絶縁体としてパーフルオロカーボ
ン（PFC）が使用されている例がありますが、当社での使
用はありません。

CO2以外の温室効果ガス排出実績
■ 六フッ化硫黄（SF6）
　優れた絶縁性を持つことから、電力機器の一部に使用
しています。機器の点検・撤去にあたっては、大気中への
排出を極力抑制しています。

関連・詳細情報（P2参照）　 固定価格買取制度(FIT)の調整により
九州電力のCO2排出量が増加する理由

WEB
詳細は九州電力ホームページ

CO2排出量再生可能エネルギー 火力 原子力

10%

72%

2015

日本の電源種別ライフサイクルCO2の比較については、九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 日本の電源種別ライフサイクルCO2の比較についてWEB
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発電電力量構成比※とCO２排出量の推移
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単位：万トン-CO2※HFC排出量

※： HFCガス重量をHFCの温暖化係数（12～14,800（2014年度までは140～11,700））を用いて、
CO2の重量に換算。
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※： N２Oガス重量をN２Oの温暖化係数（298（2014年度までは310））を用いて、CO２の重量に換算。
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※：SF６ガス重量をSF６の温暖化係数（22,800（2014年度までは23,400））を用いて、CO２の重量に
換算。
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>>私の環境アクション

　私は、全国的に見ても高い晴天率
と長い日照時間により、太陽光発電
の申込みが多い宮崎県で再生可能エネルギーの受入審査を
担当しています。
　天候による出力変動が大きい太陽光発電の連系が拡大す
ると、電圧の不安定化などにより、電力の安定供給に支障を
きたす恐れがあります。電圧の品質を維持するためには、電
線の張替えや電圧調整器の設置などの設備対策が必要にな
りますが、その検討には多くの知識と経験が必要です。私は
まだ経験が浅く、業務で苦労することもありますが、職場の
仲間と議論しながら最適な対策を導く過程は、活気があり
とても勉強になります。今後も持続可能な社会の実現のた
め、少しでも多くの再生可能エネルギーを連系できるよう
努めていきます。

再生可能エネルギーを
積極的に受け入れています
宮崎配電センター 宮崎配電事業所
設備管理グループ

井 上 耕 介
いのう え    こ う す け

http://www.kyuden.co.jp/environment_booklet_action-report16_lifecycle.html
http://www.kyuden.co.jp/rate_purchase_index.html
http://www.kyuden.co.jp/environment_booklet_action-report16_contract.html
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>> 再生可能エネルギー
>> バイナリー用語集をご覧ください

>> 維持流量
>> 風況
>> 揚水（発電）

>> 環境アセスメント
　（環境影響評価）
>> 生態系

用語集をご覧ください

新名音川発電所

水力発電設備※4とCO2排出抑制量（2015年度） 単位：kW

八丁原発電所

計 画（2,000）既 設（約213,000）

※1:2015年度の販売電力量あたりのCO2排出量（調整後）を使用して試算。　※2:定格出力変更（2014年12月:変更前30,000kW）。
※3:グループ会社による開発。　※4:+2,000kWは、大岳発電所の発電設備更新に伴う出力増分。

（2016年5月末現在）

地熱発電設備とCO2排出抑制量（2015年度）
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CO2排出抑制効果※1

発電所 八丁原バイナリー
（大分県）

単位：kW

　経済性、立地環境などを総合的に勘案し、地域との共生
を図りながら、グループ会社を含めて開発に取り組んで
います。また、河川の維持用水を放水するダムでの維持流
量※1発電やかんがい水路を利用した発電など、小規模水
力の開発にも取り組んでいます。
　2015年6月に鹿児島県

あい
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ら

良市の
りゅう
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滝発電所※２

（150kW）が営業運転を開始し、2015年度末時点におけ
る発電所数は140か所、出力は約128万kWとなり、2015
年度のCO２排出抑制効果は約252万トン※３となりました。
　また、2016年4月から佐賀県

かし
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島市の中
なか
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発
電所（370kW）が営業運転を開始しました（2016年6月末
時点の発電所数：142か所）。両発電所の運転開始に伴い、
年間約1,700トン※３のCO２排出抑制につながると試算し
ています。さらに、新たな水力開発への取組みとして、熊
本県山

やま

都
と

町の鴨
かも

猪
しし

地点で着工に向けた準備を進めていま
す。

■ 地域との共生を図りながらの水力発電の推進

※1：ダム下流の生態系の保護など河川環境の維持のために放流する必要流量。
※2：グループ会社による開発。　
※3：2015年度の販売電力量あたりのCO2排出量（調整後）を使用して試算。
※4：グループ会社開発分を含む（揚水を除く）。
※5：既設甲佐発電所の廃止分。

■ 九州の豊富な地熱資源を活用した地熱発電の推進

社外ステークホルダーのご意見

再生可能エネルギーへの取組みは、
環境問題や資源利用の面からも重要である。

P12～17 再生可能エネルギーの積極的な開発・導入

■ 周辺環境との調和を考慮した風力発電の推進
　開発に向けた風況調査等を行い、長期安定的かつ経済的
な発電が可能な有望地点において、周辺環境との調和も考
慮した上で、グループ会社とともに開発を推進しています。
　宮崎県

くし

串 
ま

間市に設立した串間ウインドヒル（株）では、風
力発電事業（宮崎県串間市、出力64,800kW、2020年度運
転開始予定）の環境影響評価を完了し、2016年度から建設
工事を開始します。これにより、年間約57,000トン※1のCO2
排出抑制につながると試算しています。
　また、九電みらいエナジー（株）が、佐賀県

から

唐 つ津・ちん鎮 ぜい西地区
における風力発電事業の開始に向けた調査を開始しました。

わし

鷲 
お

尾 
だけ

岳風力発電所（グループ会社の鷲尾岳風力発電（株））

（鹿児島県）

出　力

発電所

（2016年5月末現在）

※1：2015年度の販売電力量あたりのCO2排出量（調整後）を使用して試算。
※2：グループ会社による開発。
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（宮崎県）

64,8001,990 12,000
2015年度

CO2排出抑制効果※1 100トン 900トン 実証試験設備 32,800トン 1,300トン 4,800トン

風力発電設備とCO2排出抑制量（2015年度） 単位：kW
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既　設（約68,000） 計　画（約92,800）
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（2016年6月末現在）

約1,280,490 7,200
（▲3,900）※5 1,990

2015年度
CO2排出抑制効果※3 2,521,500トン

既　設 計　画（約9,190（▲3,900））

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 リアルタイムデータ（長島風力発電所）

WEB
風力発電については、風力発電の概要とあわせて、長島風力発電所
（グループ会社の長島ウインドヒル（株））の発電状況をリアルタイムで公開。

　地熱は、風力や太陽光と違って天候に左右されない安
定的な再生可能エネルギーです。
　日本最大規模の

はっちょうばる

八丁原発電所を含め、全国の約4割の設
備量を保有するなど、長年にわたり積極的な地熱発電の
開発を推進しています。九州はもとより、国内外におい
て、資源賦存面から有望と見込まれる地域の調査を行い、
技術面、経済性、立地環境などを総合的に勘案し、地域と
の共生を図りながら、グループ会社を含めて開発に取り
組んでいます。
　2015年6月、大分県
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重町において、新たな地熱発電
所（
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菅 わら原バイナリー発電所：5,000kW）が営業運転を開始
しました。グループ会社の九電みらいエナジー（株）が、九
重町から提供さ
れる地熱資源（蒸
気・熱水）を使用
して発電するも
ので、国内で初め
て自治体と民間
企業が協働で実施する地熱発電事業です。この取組みに
より、2015年度は約14,100トン※1のCO2排出量を抑制

しました。
　また、現在、国内初の事業用地熱発電所である

おおたけ

大岳発電
所（大分県九重町、出力12,500kW、1967年運転開始）の
老朽化を踏まえ、発電設備の更新を計画しています
（2020年12月更新完了予定）。この更新に伴い、出力を
2,000kW増加させることとしており、年間6,700トン※1

のCO2排出抑制につながると試算しています。
　新たな地熱開発への取組みとして、
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井の掘削を実施しています。また、熊本県
みなみあそむら

南阿蘇村では、
三菱商事（株）と共同で地熱資源調査を実施しており、調査
井の掘削を計画中です。さらに、鹿児島県

いぶすき

指宿市において
は、指宿市、（株）セイカスポーツセンターと共同で同市所有
地内での地熱資源開発の検討を進めています。加えて、九州
域外では、北海道

そうべつ

壮瞥町において、北海道電力（株）と共同
で、壮瞥町が実施する地熱資源調査に協力し、地熱開発の検
討を進める予定です。
　なお、地熱発電の開発・運用にあたっては、定期的に周辺
温泉の湧水量や泉温のモニタリングを行い、当社事業の影響
がないことを確認しています。

しん

新　
こう

甲　
さ

佐
（熊本県）

142か所 　鴨　猪※2

（熊本県）

　地熱発電は、天候に左右されない安定した再生可能エネル
ギーとして注目を浴びています。私が所属する地熱センター 地熱調査の様子

では、これまで培ってきた地熱開発に係るノウハウを活かして、九
州域内に限定せず、国内外において地熱調査・開発に取り組んでい
ます。
　九州域外初の取組みとして、2016年度からは、北海道有珠郡壮
瞥町が実施する地熱資源調査に北海道電力㈱と共同で技術支援を
行うこととしています。
　今後、調査を通じて地熱資源の存在や資
源量を確認していくことになりますが、九
州域外初の地熱開発となるよう、全力でこ
のプロジェクトに取り組んでいきたいと思
います。

九州域外での地熱開発に
取り組んでいます

地熱センター 統括グループ

濱浦　純一
はま うら じゅんいち

>>私の環境アクション

う　す

九
州
電
力
の
環
境
経
営

Ⅰ
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>> 再生可能エネルギー
>> バイナリー用語集をご覧ください

>> 維持流量
>> 風況
>> 揚水（発電）

>> 環境アセスメント
　（環境影響評価）
>> 生態系

用語集をご覧ください

新名音川発電所

水力発電設備※4とCO2排出抑制量（2015年度） 単位：kW

八丁原発電所

計 画（2,000）既 設（約213,000）

※1:2015年度の販売電力量あたりのCO2排出量（調整後）を使用して試算。　※2:定格出力変更（2014年12月:変更前30,000kW）。
※3:グループ会社による開発。　※4:+2,000kWは、大岳発電所の発電設備更新に伴う出力増分。

（2016年5月末現在）

地熱発電設備とCO2排出抑制量（2015年度）

2,00027,50030,00025,960110,00012,500

たき
滝  

がみ
上

（大分県）

    おお
大　

ぎり
霧

（鹿児島県）
山  川※2

（鹿児島県）
八丁原
（大分県）

大岳
（大分県）

＋2,000

大  岳※4

（大分県）
5,000

菅原バイナリー※3

（大分県）
出  力

3,500トン 14,100トン114,800トン103,100トン35,100トン332,500トン41,800トン2015年度
CO2排出抑制効果※1

発電所 八丁原バイナリー
（大分県）

単位：kW

　経済性、立地環境などを総合的に勘案し、地域との共生
を図りながら、グループ会社を含めて開発に取り組んで
います。また、河川の維持用水を放水するダムでの維持流
量※1発電やかんがい水路を利用した発電など、小規模水
力の開発にも取り組んでいます。
　2015年6月に鹿児島県

あい

姶 
ら

良市の
りゅう

龍 
もん

門 
だき

滝発電所※２

（150kW）が営業運転を開始し、2015年度末時点におけ
る発電所数は140か所、出力は約128万kWとなり、2015
年度のCO２排出抑制効果は約252万トン※３となりました。
　また、2016年4月から佐賀県

かし

鹿 
ま

島市の中
なか

木
こ

庭
ば

発電所※２

（196kW）、6月から鹿児島県大
おお

島
しま

郡大
やま

和
と

村の新
しん

名
な

音
おん

川
がわ

発
電所（370kW）が営業運転を開始しました（2016年6月末
時点の発電所数：142か所）。両発電所の運転開始に伴い、
年間約1,700トン※３のCO２排出抑制につながると試算し
ています。さらに、新たな水力開発への取組みとして、熊
本県山

やま

都
と

町の鴨
かも

猪
しし

地点で着工に向けた準備を進めていま
す。

■ 地域との共生を図りながらの水力発電の推進

※1：ダム下流の生態系の保護など河川環境の維持のために放流する必要流量。
※2：グループ会社による開発。　
※3：2015年度の販売電力量あたりのCO2排出量（調整後）を使用して試算。
※4：グループ会社開発分を含む（揚水を除く）。
※5：既設甲佐発電所の廃止分。

■ 九州の豊富な地熱資源を活用した地熱発電の推進

社外ステークホルダーのご意見

再生可能エネルギーへの取組みは、
環境問題や資源利用の面からも重要である。

P12～17 再生可能エネルギーの積極的な開発・導入

■ 周辺環境との調和を考慮した風力発電の推進
　開発に向けた風況調査等を行い、長期安定的かつ経済的
な発電が可能な有望地点において、周辺環境との調和も考
慮した上で、グループ会社とともに開発を推進しています。
　宮崎県

くし

串 
ま

間市に設立した串間ウインドヒル（株）では、風
力発電事業（宮崎県串間市、出力64,800kW、2020年度運
転開始予定）の環境影響評価を完了し、2016年度から建設
工事を開始します。これにより、年間約57,000トン※1のCO2
排出抑制につながると試算しています。
　また、九電みらいエナジー（株）が、佐賀県

から

唐 つ津・ちん鎮 ぜい西地区
における風力発電事業の開始に向けた調査を開始しました。

わし

鷲 
お

尾 
だけ

岳風力発電所（グループ会社の鷲尾岳風力発電（株））

（鹿児島県）

出　力

発電所

（2016年5月末現在）

※1：2015年度の販売電力量あたりのCO2排出量（調整後）を使用して試算。
※2：グループ会社による開発。

（鹿児島県） （鹿児島県） （鹿児島県） （鹿児島県） （長崎県）

こしき

甑　
じま

島
くろ

黒　
しま

島
の

野　
ま

間　
みさき

岬
なが

長　
しま

島※2
あま

奄　
み

美　
おお

大　
しま

島※2

250 3,000 10 50,400

（宮崎県）

64,8001,990 12,000
2015年度

CO2排出抑制効果※1 100トン 900トン 実証試験設備 32,800トン 1,300トン 4,800トン

風力発電設備とCO2排出抑制量（2015年度） 単位：kW

串　間※2

（佐賀県）

最大28,000

唐津・鎮西※2わし

鷲　
お

尾　
だけ

岳※2

既　設（約68,000） 計　画（約92,800）

出　力

発電所

（2016年6月末現在）

約1,280,490 7,200
（▲3,900）※5 1,990

2015年度
CO2排出抑制効果※3 2,521,500トン

既　設 計　画（約9,190（▲3,900））

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 リアルタイムデータ（長島風力発電所）

WEB
風力発電については、風力発電の概要とあわせて、長島風力発電所
（グループ会社の長島ウインドヒル（株））の発電状況をリアルタイムで公開。

　地熱は、風力や太陽光と違って天候に左右されない安
定的な再生可能エネルギーです。
　日本最大規模の

はっちょうばる

八丁原発電所を含め、全国の約4割の設
備量を保有するなど、長年にわたり積極的な地熱発電の
開発を推進しています。九州はもとより、国内外におい
て、資源賦存面から有望と見込まれる地域の調査を行い、
技術面、経済性、立地環境などを総合的に勘案し、地域と
の共生を図りながら、グループ会社を含めて開発に取り
組んでいます。
　2015年6月、大分県

ここ

九 
のえ

重町において、新たな地熱発電
所（

すが

菅 わら原バイナリー発電所：5,000kW）が営業運転を開始
しました。グループ会社の九電みらいエナジー（株）が、九
重町から提供さ
れる地熱資源（蒸
気・熱水）を使用
して発電するも
ので、国内で初め
て自治体と民間
企業が協働で実施する地熱発電事業です。この取組みに
より、2015年度は約14,100トン※1のCO2排出量を抑制

しました。
　また、現在、国内初の事業用地熱発電所である

おおたけ

大岳発電
所（大分県九重町、出力12,500kW、1967年運転開始）の
老朽化を踏まえ、発電設備の更新を計画しています
（2020年12月更新完了予定）。この更新に伴い、出力を
2,000kW増加させることとしており、年間6,700トン※1

のCO2排出抑制につながると試算しています。
　新たな地熱開発への取組みとして、

ひい じ だけ

平治岳北部地点（大
分県

たけた

竹田市、
ゆ　ふ

由布市、九重町）での地熱資源確認に向けた調
査
せい

井の掘削を実施しています。また、熊本県
みなみあそむら

南阿蘇村では、
三菱商事（株）と共同で地熱資源調査を実施しており、調査
井の掘削を計画中です。さらに、鹿児島県

いぶすき

指宿市において
は、指宿市、（株）セイカスポーツセンターと共同で同市所有
地内での地熱資源開発の検討を進めています。加えて、九州
域外では、北海道

そうべつ

壮瞥町において、北海道電力（株）と共同
で、壮瞥町が実施する地熱資源調査に協力し、地熱開発の検
討を進める予定です。
　なお、地熱発電の開発・運用にあたっては、定期的に周辺
温泉の湧水量や泉温のモニタリングを行い、当社事業の影響
がないことを確認しています。

しん

新　
こう

甲　
さ

佐
（熊本県）

142か所 　鴨　猪※2

（熊本県）

　地熱発電は、天候に左右されない安定した再生可能エネル
ギーとして注目を浴びています。私が所属する地熱センター 地熱調査の様子

では、これまで培ってきた地熱開発に係るノウハウを活かして、九
州域内に限定せず、国内外において地熱調査・開発に取り組んでい
ます。
　九州域外初の取組みとして、2016年度からは、北海道有珠郡壮
瞥町が実施する地熱資源調査に北海道電力㈱と共同で技術支援を
行うこととしています。
　今後、調査を通じて地熱資源の存在や資
源量を確認していくことになりますが、九
州域外初の地熱開発となるよう、全力でこ
のプロジェクトに取り組んでいきたいと思
います。

九州域外での地熱開発に
取り組んでいます

地熱センター 統括グループ

濱浦　純一
はま うら じゅんいち

>>私の環境アクション

う　す
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苅田メガソーラー発電所（グループ会社の九電みらいエナジー（株））

太陽光発電設備とCO2排出抑制量（2015年）

3,000 15,490 約13,200出力

既　設（約44,000） 計画（約46,500）
メガソーラー
大牟田

（福岡県）

その他
メガ

ソーラー※2

10,000

佐世保
メガソーラー※2

（長崎県）

大村
メガソーラー※2

（長崎県）
約46,500※3

その他
メガ

ソーラー※2

※1：2015年度の販売電力量あたりのCO²排出量（調整後）を使用して試算。
※2：グループ会社（九電みらいエナジー（株）、宗像アスティ太陽光発電（株））による開発。
※3：共同開発（レナトス相馬ソーラーパーク：43,500kW）を含む。

（2016年5月末現在）

単位：kW

約2,700

1,800トン 11,200トン 8,600トン2015年度
CO２排出抑制効果※1 6,600トン -

事業所
等への
設置

発電所

原子力発電

CO2排出抑制効果 約320万トン-CO2 約60万トン-CO2
→原子力発電の約1/5

約120万トン-CO2
→原子力発電の約1/3

敷地面積 0.6k㎡
→福岡ヤフオクドーム約9個分

約58k㎡
→原子力発電の約97倍   
→福岡ヤフオクドーム約830個分

約214k㎡
→原子力発電の約350倍  
→福岡ヤフオクドーム約3,060個分

太陽光発電 風力発電

おおむた

おおむら さぜぼ

■ 発電所の跡地等を活用した太陽光発電の推進
　当社発電所跡地等を活用したグループ会社によるメガ
ソーラー開発に取り組んでいます。2015年8月には、九
電みらいエナジー（株）による出力1,000kWの

か ん だ
苅田メガ

ソーラー発電所（福岡県
みやこ
京都郡苅田町）が運転を開始しま

した。この発電所は、当社送電線下の用地等を活用してお
り、運転による年間のCO２排出抑制量は約500トン※1に
相当します。

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 リアルタイムデータ（メガソーラー大牟田発電所）

WEB
太陽光発電については、太陽光発電の概要とあわせて、
メガソーラー大牟田発電所の発電状況をリアルタイムで公開。

　太陽光・風力発電（100万kW）あたりのCO２排出抑制効果量は、当社の全電源平均と比較した場合で試算する
と、１年あたり、太陽光発電では約60万トン-CO２（設備利用率12％の場合）、風力発電では約120万トン-CO２
（設備利用率25％の場合）です。
　これに対して、原子力発電（100万kW）のCO２排出抑制効果量は、１年あたり、約320万トン-CO２（設備利用
率70％の場合）となります。
　また、太陽光や風力発電はエネルギー密度が低いため、大量導入には広大な敷地面積が必要となります。

＜原子力・太陽光・風力発電によるCO2排出抑制効果と敷地面積の比較（100万kW相当）＞

出典：敷地面積については、電気事業における環境行動計画2015年度版より抜粋。

【参考】 100万kWあたりの太陽光・風力発電によるCO２排出抑制効果について

社外ステークホルダーのご意見

再生可能エネルギーを十分活用できるよう、
受入れを拡大してほしい。

Ｐ16～17 再生可能エネルギー受入れへの対応

バイオマス発電・廃棄物発電設備とCO2排出抑制量（2015年度）単位：kW

（700トン/年 程度）

バイオマス
（下水汚泥）

松浦※6

（70万kW）
（長崎県）

（重量比で最大1％混焼）

バイオマス
（木質チップ）

苓北※6

（140万kW）
（熊本県）

29,200

一般廃棄物

福岡クリーン
エナジー※5

（福岡県）

11,350出力

1,200トン6,200トン43,200トン33,600トン
2015年度
CO2排出
抑制効果

バイオマス
（鶏糞）燃料

発電所
みやざき
バイオマス
リサイクル※5

（宮崎県）

（2016年5月末現在）

■ 廃棄物削減にも寄与するバイオマス発電の推進

※１：国の補助事業「平成21年度林地残材バイオマス石炭混焼発電実証事業」。
※２：木質バイオマス混焼量に、石炭1kgあたりのＣＯ2排出量と、石炭と木質バイオマスの

カロリー比を乗じて試算。
※3：下水汚泥と石炭のカロリー比から試算した石炭削減量に、石炭1kgあたりのCO2排

出量を乗じて試算。
※4：2015年度の販売電力量あたりのCO2排出量（調整後）を使用して試算。
※5：グループ会社による開発。
※6：既設石炭火力発電所における混焼。

　バイオマス発電については、経済性や燃料の安定調達面等を
勘案し、石炭火力発電所におけるバイオマス混焼に取り組んで
います。また、グループ会社のみやざきバイオマスリサイクル（株）
によるバイオマス（

けいふん

鶏糞）発電の実施や、バイオマス発電・廃棄物
発電事業者からの電力購入を通じて普及促進に努めています。
　

れい

苓 
ほく

北発電所（熊本県苓北町）では、国内の未利用森林資源
（林地残材等）を利用した木質バイオマス混焼発電実証事業※１

を2010～2014年度にかけて実施し、2015年度以降も運用
を継続しています。この取組みにより、2015年度は約6,200ト
ン※2のCO2排出量を抑制しました。 
　また、電源開発（株）他と共同で、熊本市が公募した「下水
汚泥固形燃料化事業」に参画しています。2013年4月から
燃料製造を開始し、製造した燃料化物は当社

まつうら

松浦発電所と
電源開発（株）松浦火力発電所（ともに長崎県松浦市）で、石
炭と混焼しています。この事業により、2015年度は約1,200
トン※3のCO2排出量を抑制しました。

松浦発電所の下水汚泥バイオマス混焼

苓北発電所の木質バイオマス混焼

>> バイオマス
>>木質（バイオマス）
>> 一般廃棄物

>> 下水汚泥（バイオマス）
>> メガソーラー
>> 利用率

>> 再生可能エネルギー
>> スマートグリッド
>> 蓄電池

>> 系統
用語集をご覧ください

　再生可能エネルギーが大量に普及した場合においても、
高品質、高信頼度かつ効率的な電力供給の維持が可能とな
るスマートグリッドの構築を目指し、佐賀県玄 海町、鹿児島
県薩 摩 川 内市において、電力需給面の課題の抽出と技術的
な検証を目的とした実証試験を実施しています（2013年10
月～2017年3月（予定））。

佐賀県玄海町の実証試験設備
＜太陽光発電設備(屋根設置)＞

再生可能エネルギー受入れへの対応
　電力の安定供給を前提として、各種再生可能エネルギーの特徴を活かしながら、再生可能エネルギーをバランスよく最大限
受け入れていきます。
　このため、天候によって大きく変動する再生可能エネルギーの出力に対応した需給運用方策の検討、実施に取り組んでいます。

設 置 設 備

実 施 場 所

実 証 期 間

実証試験の概要

・佐賀県 玄海町　　・鹿児島県 薩摩川内市

・2013年10月～ 2017年3月（予定）

・太陽光発電設備  ・蓄電池  ・模擬配電設備
・お客さまの電力使用量の表示端末 など

＜需給面＞
・太陽光発電の出力予測手法の検証
・系統用蓄電池の最適な制御手法の検証

＜電圧面＞
・模擬配電設備を用いた電圧制御方式の最適化の検証
・配電線単位の太陽光出力の把握と予測手法の確立

＜お客さま面＞
・電力使用抑制効果の検証（一般家庭のモニター実証）
　・電力使用量の計測、収集
　・電力使用量等の「見える化」

試 験 内 容

■ 佐賀県
げん

玄 
かい

海町と鹿児島県
さつ

薩 
ま

摩 
せん

川 
だい

内市におけるスマートグリッド実証試験※4 ※4
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苅田メガソーラー発電所（グループ会社の九電みらいエナジー（株））

太陽光発電設備とCO2排出抑制量（2015年）

3,000 15,490 約13,200出力

既　設（約44,000） 計画（約46,500）
メガソーラー
大牟田

（福岡県）

その他
メガ

ソーラー※2

10,000

佐世保
メガソーラー※2

（長崎県）

大村
メガソーラー※2

（長崎県）
約46,500※3

その他
メガ

ソーラー※2

※1：2015年度の販売電力量あたりのCO²排出量（調整後）を使用して試算。
※2：グループ会社（九電みらいエナジー（株）、宗像アスティ太陽光発電（株））による開発。
※3：共同開発（レナトス相馬ソーラーパーク：43,500kW）を含む。

（2016年5月末現在）

単位：kW

約2,700

1,800トン 11,200トン 8,600トン2015年度
CO２排出抑制効果※1 6,600トン -

事業所
等への
設置

発電所

原子力発電

CO2排出抑制効果 約320万トン-CO2 約60万トン-CO2
→原子力発電の約1/5

約120万トン-CO2
→原子力発電の約1/3

敷地面積 0.6k㎡
→福岡ヤフオクドーム約9個分

約58k㎡
→原子力発電の約97倍   
→福岡ヤフオクドーム約830個分

約214k㎡
→原子力発電の約350倍  
→福岡ヤフオクドーム約3,060個分

太陽光発電 風力発電

おおむた

おおむら さぜぼ

■ 発電所の跡地等を活用した太陽光発電の推進
　当社発電所跡地等を活用したグループ会社によるメガ
ソーラー開発に取り組んでいます。2015年8月には、九
電みらいエナジー（株）による出力1,000kWの

か ん だ
苅田メガ

ソーラー発電所（福岡県
みやこ
京都郡苅田町）が運転を開始しま

した。この発電所は、当社送電線下の用地等を活用してお
り、運転による年間のCO２排出抑制量は約500トン※1に
相当します。

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 リアルタイムデータ（メガソーラー大牟田発電所）

WEB
太陽光発電については、太陽光発電の概要とあわせて、
メガソーラー大牟田発電所の発電状況をリアルタイムで公開。

　太陽光・風力発電（100万kW）あたりのCO２排出抑制効果量は、当社の全電源平均と比較した場合で試算する
と、１年あたり、太陽光発電では約60万トン-CO２（設備利用率12％の場合）、風力発電では約120万トン-CO２
（設備利用率25％の場合）です。
　これに対して、原子力発電（100万kW）のCO２排出抑制効果量は、１年あたり、約320万トン-CO２（設備利用
率70％の場合）となります。
　また、太陽光や風力発電はエネルギー密度が低いため、大量導入には広大な敷地面積が必要となります。

＜原子力・太陽光・風力発電によるCO2排出抑制効果と敷地面積の比較（100万kW相当）＞

出典：敷地面積については、電気事業における環境行動計画2015年度版より抜粋。

【参考】 100万kWあたりの太陽光・風力発電によるCO２排出抑制効果について

社外ステークホルダーのご意見

再生可能エネルギーを十分活用できるよう、
受入れを拡大してほしい。

Ｐ16～17 再生可能エネルギー受入れへの対応

バイオマス発電・廃棄物発電設備とCO2排出抑制量（2015年度）単位：kW

（700トン/年 程度）

バイオマス
（下水汚泥）

松浦※6

（70万kW）
（長崎県）

（重量比で最大1％混焼）

バイオマス
（木質チップ）

苓北※6

（140万kW）
（熊本県）

29,200

一般廃棄物

福岡クリーン
エナジー※5

（福岡県）

11,350出力

1,200トン6,200トン43,200トン33,600トン
2015年度
CO2排出
抑制効果

バイオマス
（鶏糞）燃料

発電所
みやざき
バイオマス
リサイクル※5

（宮崎県）

（2016年5月末現在）

■ 廃棄物削減にも寄与するバイオマス発電の推進

※１：国の補助事業「平成21年度林地残材バイオマス石炭混焼発電実証事業」。
※２：木質バイオマス混焼量に、石炭1kgあたりのＣＯ2排出量と、石炭と木質バイオマスの

カロリー比を乗じて試算。
※3：下水汚泥と石炭のカロリー比から試算した石炭削減量に、石炭1kgあたりのCO2排

出量を乗じて試算。
※4：2015年度の販売電力量あたりのCO2排出量（調整後）を使用して試算。
※5：グループ会社による開発。
※6：既設石炭火力発電所における混焼。

　バイオマス発電については、経済性や燃料の安定調達面等を
勘案し、石炭火力発電所におけるバイオマス混焼に取り組んで
います。また、グループ会社のみやざきバイオマスリサイクル（株）
によるバイオマス（

けいふん

鶏糞）発電の実施や、バイオマス発電・廃棄物
発電事業者からの電力購入を通じて普及促進に努めています。
　

れい

苓 
ほく

北発電所（熊本県苓北町）では、国内の未利用森林資源
（林地残材等）を利用した木質バイオマス混焼発電実証事業※１

を2010～2014年度にかけて実施し、2015年度以降も運用
を継続しています。この取組みにより、2015年度は約6,200ト
ン※2のCO2排出量を抑制しました。 
　また、電源開発（株）他と共同で、熊本市が公募した「下水
汚泥固形燃料化事業」に参画しています。2013年4月から
燃料製造を開始し、製造した燃料化物は当社

まつうら

松浦発電所と
電源開発（株）松浦火力発電所（ともに長崎県松浦市）で、石
炭と混焼しています。この事業により、2015年度は約1,200
トン※3のCO2排出量を抑制しました。

松浦発電所の下水汚泥バイオマス混焼

苓北発電所の木質バイオマス混焼

>> バイオマス
>>木質（バイオマス）
>> 一般廃棄物

>> 下水汚泥（バイオマス）
>> メガソーラー
>> 利用率

>> 再生可能エネルギー
>> スマートグリッド
>> 蓄電池

>> 系統
用語集をご覧ください

　再生可能エネルギーが大量に普及した場合においても、
高品質、高信頼度かつ効率的な電力供給の維持が可能とな
るスマートグリッドの構築を目指し、佐賀県玄 海町、鹿児島
県薩 摩 川 内市において、電力需給面の課題の抽出と技術的
な検証を目的とした実証試験を実施しています（2013年10
月～2017年3月（予定））。

佐賀県玄海町の実証試験設備
＜太陽光発電設備(屋根設置)＞

再生可能エネルギー受入れへの対応
　電力の安定供給を前提として、各種再生可能エネルギーの特徴を活かしながら、再生可能エネルギーをバランスよく最大限
受け入れていきます。
　このため、天候によって大きく変動する再生可能エネルギーの出力に対応した需給運用方策の検討、実施に取り組んでいます。

設 置 設 備

実 施 場 所

実 証 期 間

実証試験の概要

・佐賀県 玄海町　　・鹿児島県 薩摩川内市

・2013年10月～ 2017年3月（予定）

・太陽光発電設備  ・蓄電池  ・模擬配電設備
・お客さまの電力使用量の表示端末 など

＜需給面＞
・太陽光発電の出力予測手法の検証
・系統用蓄電池の最適な制御手法の検証

＜電圧面＞
・模擬配電設備を用いた電圧制御方式の最適化の検証
・配電線単位の太陽光出力の把握と予測手法の確立

＜お客さま面＞
・電力使用抑制効果の検証（一般家庭のモニター実証）
　・電力使用量の計測、収集
　・電力使用量等の「見える化」

試 験 内 容

■ 佐賀県
げん

玄 
かい

海町と鹿児島県
さつ

薩 
ま

摩 
せん

川 
だい

内市におけるスマートグリッド実証試験※4 ※4
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　私は、松浦発電所２号機の増設工事に
おける土木建築設備を担当しています。
　発電設備を地震等の自然災害から守り、電力の安定供給を
確保するため、品質の高い建物や基礎の構築を関係箇所及び
協力会社と一体となり、安全最優先で進めています。

高効率石炭火力発電所の実現に向けた増設工事を行っています

松浦発電所建設所 土木建築グループ

有島　晃太
ありしま   こ う た

>>私の環境アクション

建設工事の様子

　環境面では、建設工事で発生する掘削土砂を発電所構内
で有効利用するとともに、工事中の建設機械等からの騒音・
振動や工事排水の水質(水素イオン濃度[pH]、濁度)のモニ
タリングを行い、常に環境基準を遵守していることを確認

しています。
　今後も将来の発電所建
設に役立つ技術力の習得
に努めながら、運転開始
まで安全第一を心がけ、
環境に優しい増設工事を
全力でやり遂げます。

〈送配電事業者〉 〈発電事業者〉

>> 再生可能エネルギー
>> 熱効率

>> 蓄電池
>> 発熱量

>> 系統
>> LNG（液化天然ガス）

>> 指定電気事業者
>> コンバインド（サイクル）用語集をご覧ください

対馬の実証設備（長崎県）

実証試験の概要
対象離島 蓄電池容量（kW） 実証期間

壱　　岐（長 崎 県）
対　　馬（長 崎 県）
種 子 島（鹿児島県）
奄美大島（鹿児島県）

4,000
3,500
3,000
2,000

2012～2014年度

2013～2016年度（予定）

（注）経済産業省(壱岐)及び環境省(対馬、種子島、奄美大島)の補助金を受け設置。

つ しま

たね が しま

あま み おお しま

■ 離島における蓄電池制御実証試験
　離島では、系統規模が九州本土と比べて小さいため、出力
変動が大きい太陽光・風力発電が連系されると、系統周波数
など電力品質に与える影響が大きいという特徴があります。
　太陽光・風力の導入拡大を図りつつ、電力の安定供給を維
持するため、以下の離島において太陽光・風力による周波数
変動を抑制する実証試験に取り組んでいます。なお、2014
年度まで長崎県の

 い　き 
壱岐で実施した蓄電池制御実証試験で得

た知見なども活用しています。

■ 公平で効率的な再生可能エネルギーの出力制御に向けた実証事業
　再生可能エネルギーの大量導入に伴い、軽負荷期昼間帯
等の発電電力量が需要を上回ることが想定される場合、発
電事業者には、当社からの要請に応じて、再生可能エネル
ギーの出力制御を行っていただく必要があります。
　特に太陽光は、出力制御の対象（件数、容量）が多く、また、
指定ルール※1や旧ルール※2など出力制御の条件が異なる事
業者が混在する中、公平で効率的な出力制御が求められま
す。
　そこで、きめ細やかな出力制御を行うシステムを構築す
ることにより、電力の安定供給を前提として、再生可能エネ
ルギーの円滑な接続に向けた対応を進めるため、実フィー
ルドでの実証事業（次世代双方向通信出力制御緊急実証事
業）を実施しました（実施期間：2015年度）。

受電設備収納建屋 蓄電池収納建屋

>> 送配電ロス（率）
>> 超々臨界圧（USC）

>> 算定・報告・公表制度
用語集をご覧ください

社外ステークホルダーのご意見

熱効率の向上、送配電ロスの低減については、
更なる向上を期待する。

Ｐ17～18 火力発電の高効率化・送配電ロスの低減

※１　指定ルール：指定電気事業者制度に基づき、年間360時間を超えた無補償での出
力制御に応じていただくことで接続が可能。施行規則の改正省令施行
（2015.1.26）以降に、接続可能量を超えて連系承諾を行う太陽光発電事業者が
対象。

※２　旧ルール：年間30日までの無補償での出力制御に応じていただく。改正省令施行
（2015.1.26）以前に、既に承諾済、接続済の契約電力500kW以上の太陽光発
電事業者が対象。

（注）［　］内は、総合エネルギー統計の換算係数等を用いた低位発熱量ベース換算値。

30

40

50

火力総合熱効率（高位発熱量ベース）
熱効率（発電端） 熱効率（送電端）火力機の熱効率最高値（設計値）

（年度）

単位：％

'90 '00 '13 '14 '15

コンバインドサイクル
方式の導入

（1991年6月）

40.4
［43.3］

38.7
［41.6］36.4

［38.6］

38.2
［40.5］ 39.4

［42.1］

40.8
［43.6］

39.5
［42.2］

40.9
［43.7］

41.0
［43.8］

39.6
［42.3］

火力発電の高効率化
■ 火力発電所の熱効率の維持・向上
火力発電については、長期にわたり安定的に燃料を確保す

るため、ＬＮＧ（液化天然ガス）や石炭など、燃料の多様化を
行うとともに、燃料使用量及びＣＯ２排出抑制の観点から、総
合熱効率の維持・向上に取り組んでいます。
2015年度は、

せんだい
川内原子力発電所の再稼働に伴い、熱効率

の低い石油火力発電所の稼働率が低下したことなどから、
2014年度実績を若干上回る39.6％（送電端）となりました。
今後とも、最新鋭のガスコンバインドサイクル発電設備の

開発など、火力発電の更なる高効率化に向けて取組みを進め
ていきます。

■ 新大分発電所への世界最高水準の高効率発電設備の導入
　新大分発電所において、2013年度から取り組んでいた世
界最高水準の高効率LNGコンバインドサイクル発電設備の
開発が完了し、2016年6月から営業運転を開始しました。こ
れにより、既設火力発電所の燃料使用量が抑制できるため、
年間40万トン程度※1のＣＯ２排出抑制につながると試算して
います。

新大分発電所3号系列第4軸の概要
48万kW※２

高効率コンバインドサイクル発電

液化天然ガス（LNG）

出　　力

発電方式

使用燃料

※1：燃料種ごとのCO2排出係数については、「算定・報告・公表制度における算定方法・
排出係数一覧」(環境省)に掲載の値を用いて試算。

※２：運転開始時の出力：45.94万kW（他社先行同型機の蒸気タービン不具合に対す
る暫定対策実施後）。

■ 松浦発電所ヘの最新鋭発電方式の採用
　2016年1月、

まつうら
松浦発電所では、2004年から中断していた

松浦発電所２号機の増設工事を再開しました（2019年１2
月営業運転開始予定）。
　松浦発電所２号機は、発電方式に最新鋭技術の『超々臨
界圧（ＵＳＣ）微粉炭火力』を採用し、高効率化や燃料消費量
及び環境負荷の低減を図ることとしています。

松浦発電所２号機開発の概要

送配電ロスの低減
　送電線や配電線で失われる電気（送配電ロス）の低減へ
の取組みは、効率良く電気をお客さまにお届けするために必
要なことであるとともに、火力発電所の燃料使用量削減や
CO２排出量抑制にもつながります。
　これまでに送電電圧の高電圧化や低損失型変圧器の導
入などの対策を実施してきた結果、当社の2015年度の送
配電ロス率は4.58％となっており、国際的にも低い水準を
維持しています。 出典：電気事業便覧（平成27年版）より作成。

送配電ロス率の各国比較 単位：％

4.58
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100万kW

超々臨界圧 微粉炭火力

石　炭

45％以上
（低位発熱量基準）

出　力

発電方式

使用燃料

熱 効 率
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　私は、松浦発電所２号機の増設工事に
おける土木建築設備を担当しています。
　発電設備を地震等の自然災害から守り、電力の安定供給を
確保するため、品質の高い建物や基礎の構築を関係箇所及び
協力会社と一体となり、安全最優先で進めています。

高効率石炭火力発電所の実現に向けた増設工事を行っています

松浦発電所建設所 土木建築グループ

有島　晃太
ありしま   こ う た

>>私の環境アクション

建設工事の様子

　環境面では、建設工事で発生する掘削土砂を発電所構内
で有効利用するとともに、工事中の建設機械等からの騒音・
振動や工事排水の水質(水素イオン濃度[pH]、濁度)のモニ
タリングを行い、常に環境基準を遵守していることを確認

しています。
　今後も将来の発電所建
設に役立つ技術力の習得
に努めながら、運転開始
まで安全第一を心がけ、
環境に優しい増設工事を
全力でやり遂げます。

〈送配電事業者〉 〈発電事業者〉

>> 再生可能エネルギー
>> 熱効率

>> 蓄電池
>> 発熱量

>> 系統
>> LNG（液化天然ガス）

>> 指定電気事業者
>> コンバインド（サイクル）用語集をご覧ください

対馬の実証設備（長崎県）

実証試験の概要
対象離島 蓄電池容量（kW） 実証期間

壱　　岐（長 崎 県）
対　　馬（長 崎 県）
種 子 島（鹿児島県）
奄美大島（鹿児島県）

4,000
3,500
3,000
2,000

2012～2014年度

2013～2016年度（予定）

（注）経済産業省(壱岐)及び環境省(対馬、種子島、奄美大島)の補助金を受け設置。

つ しま

たね が しま

あま み おお しま

■ 離島における蓄電池制御実証試験
　離島では、系統規模が九州本土と比べて小さいため、出力
変動が大きい太陽光・風力発電が連系されると、系統周波数
など電力品質に与える影響が大きいという特徴があります。
　太陽光・風力の導入拡大を図りつつ、電力の安定供給を維
持するため、以下の離島において太陽光・風力による周波数
変動を抑制する実証試験に取り組んでいます。なお、2014
年度まで長崎県の

 い　き 
壱岐で実施した蓄電池制御実証試験で得

た知見なども活用しています。

■ 公平で効率的な再生可能エネルギーの出力制御に向けた実証事業
　再生可能エネルギーの大量導入に伴い、軽負荷期昼間帯
等の発電電力量が需要を上回ることが想定される場合、発
電事業者には、当社からの要請に応じて、再生可能エネル
ギーの出力制御を行っていただく必要があります。
　特に太陽光は、出力制御の対象（件数、容量）が多く、また、
指定ルール※1や旧ルール※2など出力制御の条件が異なる事
業者が混在する中、公平で効率的な出力制御が求められま
す。
　そこで、きめ細やかな出力制御を行うシステムを構築す
ることにより、電力の安定供給を前提として、再生可能エネ
ルギーの円滑な接続に向けた対応を進めるため、実フィー
ルドでの実証事業（次世代双方向通信出力制御緊急実証事
業）を実施しました（実施期間：2015年度）。

受電設備収納建屋 蓄電池収納建屋

>> 送配電ロス（率）
>> 超々臨界圧（USC）

>> 算定・報告・公表制度
用語集をご覧ください

社外ステークホルダーのご意見

熱効率の向上、送配電ロスの低減については、
更なる向上を期待する。

Ｐ17～18 火力発電の高効率化・送配電ロスの低減

※１　指定ルール：指定電気事業者制度に基づき、年間360時間を超えた無補償での出
力制御に応じていただくことで接続が可能。施行規則の改正省令施行
（2015.1.26）以降に、接続可能量を超えて連系承諾を行う太陽光発電事業者が
対象。

※２　旧ルール：年間30日までの無補償での出力制御に応じていただく。改正省令施行
（2015.1.26）以前に、既に承諾済、接続済の契約電力500kW以上の太陽光発
電事業者が対象。

（注）［　］内は、総合エネルギー統計の換算係数等を用いた低位発熱量ベース換算値。

30

40

50

火力総合熱効率（高位発熱量ベース）
熱効率（発電端） 熱効率（送電端）火力機の熱効率最高値（設計値）

（年度）

単位：％

'90 '00 '13 '14 '15

コンバインドサイクル
方式の導入

（1991年6月）

40.4
［43.3］

38.7
［41.6］36.4

［38.6］

38.2
［40.5］ 39.4

［42.1］

40.8
［43.6］

39.5
［42.2］

40.9
［43.7］

41.0
［43.8］

39.6
［42.3］

火力発電の高効率化
■ 火力発電所の熱効率の維持・向上
火力発電については、長期にわたり安定的に燃料を確保す

るため、ＬＮＧ（液化天然ガス）や石炭など、燃料の多様化を
行うとともに、燃料使用量及びＣＯ２排出抑制の観点から、総
合熱効率の維持・向上に取り組んでいます。
2015年度は、

せんだい
川内原子力発電所の再稼働に伴い、熱効率

の低い石油火力発電所の稼働率が低下したことなどから、
2014年度実績を若干上回る39.6％（送電端）となりました。
今後とも、最新鋭のガスコンバインドサイクル発電設備の

開発など、火力発電の更なる高効率化に向けて取組みを進め
ていきます。

■ 新大分発電所への世界最高水準の高効率発電設備の導入
　新大分発電所において、2013年度から取り組んでいた世
界最高水準の高効率LNGコンバインドサイクル発電設備の
開発が完了し、2016年6月から営業運転を開始しました。こ
れにより、既設火力発電所の燃料使用量が抑制できるため、
年間40万トン程度※1のＣＯ２排出抑制につながると試算して
います。

新大分発電所3号系列第4軸の概要
48万kW※２

高効率コンバインドサイクル発電

液化天然ガス（LNG）

出　　力

発電方式

使用燃料

※1：燃料種ごとのCO2排出係数については、「算定・報告・公表制度における算定方法・
排出係数一覧」(環境省)に掲載の値を用いて試算。

※２：運転開始時の出力：45.94万kW（他社先行同型機の蒸気タービン不具合に対す
る暫定対策実施後）。

■ 松浦発電所ヘの最新鋭発電方式の採用
　2016年1月、

まつうら
松浦発電所では、2004年から中断していた

松浦発電所２号機の増設工事を再開しました（2019年１2
月営業運転開始予定）。
　松浦発電所２号機は、発電方式に最新鋭技術の『超々臨
界圧（ＵＳＣ）微粉炭火力』を採用し、高効率化や燃料消費量
及び環境負荷の低減を図ることとしています。

松浦発電所２号機開発の概要

送配電ロスの低減
　送電線や配電線で失われる電気（送配電ロス）の低減へ
の取組みは、効率良く電気をお客さまにお届けするために必
要なことであるとともに、火力発電所の燃料使用量削減や
CO２排出量抑制にもつながります。
　これまでに送電電圧の高電圧化や低損失型変圧器の導
入などの対策を実施してきた結果、当社の2015年度の送
配電ロス率は4.58％となっており、国際的にも低い水準を
維持しています。 出典：電気事業便覧（平成27年版）より作成。

送配電ロス率の各国比較 単位：％
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>> ビル・エネルギー管理
　 システム（BEMS）

>> 環境家計簿

※1：外気温31℃の時、エアコン（2.2W）の設定温度を27℃から28℃にした場合
　　（運転期間：3.6か月（6月2日～ 9月21日）、使用時間：9時間／日）。
※2：外気温6℃の時、エアコン（2.2kW)の設定温度を21℃から20℃にした場合
　　（運転期間：5.5か月（10月28日～ 4月14日）、使用時間：9時間／日）。
※3：54Wの白熱電球から12Wの電球型蛍光ランプに交換した場合。
※4：12Wの蛍光ランプ1灯の点灯時間を1日1時間短縮した場合。
※5：周囲の温度が22℃で、設定温度を「強」から「中」にした場合。
【出典】・省エネルギーセンター「家庭の省エネ大辞典」の省エネ試算値をもとに当社データで算出。
　　　・2014年度の販売電力量あたりのCO2排出量（調整後）を使用して試算。
　　　・杉の木換算（年間吸収量）「40年生前後のスギの炭素蓄積量・呼吸量の求め方（林野庁HP）」より算出。

当社事務所における省エネの推進
～オフィス電力使用量の削減～

　東日本大震災以降の厳しい電力需給等を踏まえ、2011
年の夏から継続して、それまでより更に踏み込んだ節電
にグループ一体となって取り組んできました。
　2015年度のオフィス電力使用量は54百万kWhとな
り、2010年度比で約33％削減（▲27百万kWh）しまし
た。
　2016年度についても、省エネ・省資源活動の観点から、
昨年度と同様の取組みを実施することとしています。

省エネへの取組状況

・ 室内温度28℃の徹底
・ クールビズの拡大（襟付きポロシャツ、チノパン等）  
・ 原則就業時間内の運転（昼休みの運転停止（食堂除く）、終業後の原則運転停止）

・ 事務室、共用スペース（廊下等）の間引き（50%以上）
・ 残業時の使用箇所のみの点灯　　     　
・ パソコンの省エネモードの活用及びディスプレイ照度調整の徹底　　   　　
・ 日中（晴天時）の可能な限りの消灯
・ テレビ、充電器等の不使用時のプラグ抜きの徹底

今夏（2016年度）の主な実施内容

空　　調 ・ 室内温度の目安：28℃
・ クールビズの励行　など

照明・
コンセント

・ 事務室の昼休みの消灯
  及び会議室、トイレ等の
  使用時のみの点灯
・ OA機器の効率的利用
  （退社時の電源切）　など

・ エレベーターの間引き運転（始業前、昼休みを除く）［（例）本店：8台中3台を間引き］
・ 原則上下５階は階段利用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・ 給湯器、冷水機、温水洗浄便座（ヒーター）、エアタオルの停止
・ 原則ノー残業（残業時はエリア限定の点灯）

そ　の　他
・ 近隣階（1～3階程度）への
  エレベーター利用の自粛
・ 給湯器の省エネモードの
  活用　など

従来の夏季省エネにおける
主な取組み項　　目

■ ビル・エネルギー管理システム（ＢＥＭＳ）の活用
　事業所におけるエネルギー使用実態（時間帯別・用途別の電力使用量等）を見える化し、エネルギー使用の最適化を図る
ため、ビル・エネルギー管理システム（ＢＥＭＳ）を14事業所（3支社・11営業所、2016年3月末現在）に導入しており、着実
かつ効率的な省エネへの取組みを進めています。

5.96.0

8.3

6.0
5.8

6.2

7.0

5.8
6.1

6.7

7.9

8.9

4.24.24.2
4.04.1

4.6

5.2

5.8

5.2

4.4
4.14.0

▲31.3％▲31.3％
▲32.6％▲32.6％

▲34.2％▲34.2％

▲34.8％▲34.8％

▲34.9％▲34.9％
▲37.7％▲37.7％

▲34.7％▲34.7％

▲31.0％▲31.0％ ▲30.5％▲30.5％
▲32.7％▲32.7％ ▲30.3％▲30.3％

▲28.6％▲28.6％

（注）発電所や研究所など、オフィスのみの電力量が把握できない事業所を除く。

削減率は、対2010年度同月比

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

全社オフィス電力使用量削減実績 単位：百万kWh

2010 2015

［ 年度合計 ］

▲33％
81

2015年度
2010年度
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用語集をご覧ください

社外ステークホルダーのご意見

地球環境のためには、エネルギーを利用する側の
省エネへの取組みが重要だと思う。

Ｐ19 お客さまとともに進める省エネ活動

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 よくわかる電気の省エネWEB

お客さまとともに進める省エネ活動
～ 一般お客さまに対する取組み ～
■ 省エネのPR
　省エネ・省CO2活動に取り組んでいた
だく際に役立つ情報を、わかりやすく紹
介したパンフレット（よくわかる電気の省
エネ）をお客さまに配布するとともに、ホームページなどで
も省エネのＰＲを行っています。また、各営業所のホームア
ドバイザーが、上手な電気の使い方などを紹介する講座を
開いています。

＜省エネによるCO２削減効果を「杉の木」が1年間の成長で
吸収するCO2量と比較＞

「みらいくんと知ろう!地球温暖化」はこちら。

3. 電気の使用面での取組み

■ ご家庭における省エネ方法の例

　お客さまの省エネにつながる取組みを進めるとともに、当
社自らや社員の家庭においても一層の省エネ活動に取り組
んでいます。

省エネ関連情報・節電対策のご紹介
技術開発における取組み

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 WEB

～ 法人お客さまに対する取組み ～
　設備の運用改善や、ヒート
ポンプをはじめとする高効率
機器への更新等による省エ
ネ提案など、エネルギーの効
率的利用に資する活動を展
開しています。

当社ホームページにおける省エネ関連情報
パンフレット

パンフレット

>> 地球温暖化
>> ホームアドバイザー

>> ヒートポンプ
用語集をご覧ください

・冷房の温度を1℃上げると
 ･･･1年間で18kg※1
・暖房の温度を1℃下げると
 ･･･1年間で32kg※２

  約6本分の削減効果

・白熱電球から電球型蛍光ランプへ交換すると
 ･･･1年間で50kg※3
・1日1時間点灯時間を減らすと
 ･･･1年間で3kg※4

  約6本分の削減効果

・物を詰め込まないで半分程度にすると
 ･･･1年間で26kg
・設定温度を「強」から「中」にすると
 ･･･1年間で37kg※5

  約7本分の削減効果

エアコン

照明器具

冷蔵庫

　次世代層向けの環境教育資料
「みらいくんと知ろう！地球温暖化」
にも詳しく掲載しています。

当社ホームページ
｢みらいくんの環境家計簿｣

「みらいくんの環境家計簿」は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 みらいくんの環境家計簿WEB

■ 環境家計簿の活用
　消費したエネルギーから排出さ
れるCO2の量を「見える化」する当
社の「みらいくんの環境家計簿」を
活用し、電気のみならず、ガス、水
道、ガソリン等についても使用量
削減に努めています。

■ 夏の節電アクションの展開
　夏季の厳しい需給状況を踏まえ、2012年度から社員と
その家族が自宅における節電の必要性を再認識し、家族
一体となって節電に取り組む「きゅうでん家族で取り組
む『夏の節電アクション』」を展開しており、2015年度も
各家庭での節電に取り組みました。

社員の家庭における取組み
　お客さまに省エネへのご協力をお願いするにあたっては、当社自らがより一層の省エネに取り組む必要があると強く認
識しています。
　このため、社員は職場だけではなく、各家庭においても、エアコン温度設定の調節やこまめな消灯などの省エネに取り組
んでいます。

講座の様子

　私たち九電ホームアドバイザーは、主婦層のお客さまを
対象とする講座を開催しており、新しい電気料金のＰＲを
はじめ、地球温暖化などの環境問題に関する講話や、料理教
室等を通じた省エネにつながる電気の上手な使い方をお伝
えしています。
　講座では、「お客さまと共に楽しく！」をモットーに、クイ
ズを織り込んだり、指編みによる“エコたわし”や保冷剤を原
料にした“消臭剤”等の「エコグッズ」を製作するなど、お客さ
まとの距離を縮め、印象に残るように工夫しています。
　講座に参加されたお客さまからは、「省エネの取組みを早
速やってみる」、「とても楽しかった」、「またお願いね」などの

お声をいただき、やりがいと
達成感を感じています。
今後も、お客さまにとって身
近で、頼りになる存在になれ
るよう、様々な所に足を運
び、顔の見える営業活動に取
り組んでいきます。

お客さまにとって
身近で頼りになる
存在を目指します
福岡営業センター 福間営業所
九電ホームアドバイザー

原田　千穂（写真左） 萱田　香（写真右）
は ら だ 　 ち ほ 　 　 　 　 か や た か お る

>>私の環境アクション
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http://www.kyuden.co.jp/company_school_index.html
http://www.kyuden.co.jp/life_saving_index.html
http://www.kyuden.co.jp/service_esco.html
http://www.kyuden.co.jp/service_esco_save-electricity_economy.html
http://www.kyuden.co.jp/environment_booklet_action-report16_technology.html
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>> ビル・エネルギー管理
　 システム（BEMS）

>> 環境家計簿

※1：外気温31℃の時、エアコン（2.2W）の設定温度を27℃から28℃にした場合
　　（運転期間：3.6か月（6月2日～ 9月21日）、使用時間：9時間／日）。
※2：外気温6℃の時、エアコン（2.2kW)の設定温度を21℃から20℃にした場合
　　（運転期間：5.5か月（10月28日～ 4月14日）、使用時間：9時間／日）。
※3：54Wの白熱電球から12Wの電球型蛍光ランプに交換した場合。
※4：12Wの蛍光ランプ1灯の点灯時間を1日1時間短縮した場合。
※5：周囲の温度が22℃で、設定温度を「強」から「中」にした場合。
【出典】・省エネルギーセンター「家庭の省エネ大辞典」の省エネ試算値をもとに当社データで算出。
　　　・2014年度の販売電力量あたりのCO2排出量（調整後）を使用して試算。
　　　・杉の木換算（年間吸収量）「40年生前後のスギの炭素蓄積量・呼吸量の求め方（林野庁HP）」より算出。

当社事務所における省エネの推進
～オフィス電力使用量の削減～

　東日本大震災以降の厳しい電力需給等を踏まえ、2011
年の夏から継続して、それまでより更に踏み込んだ節電
にグループ一体となって取り組んできました。
　2015年度のオフィス電力使用量は54百万kWhとな
り、2010年度比で約33％削減（▲27百万kWh）しまし
た。
　2016年度についても、省エネ・省資源活動の観点から、
昨年度と同様の取組みを実施することとしています。

省エネへの取組状況

・ 室内温度28℃の徹底
・ クールビズの拡大（襟付きポロシャツ、チノパン等）  
・ 原則就業時間内の運転（昼休みの運転停止（食堂除く）、終業後の原則運転停止）

・ 事務室、共用スペース（廊下等）の間引き（50%以上）
・ 残業時の使用箇所のみの点灯　　     　
・ パソコンの省エネモードの活用及びディスプレイ照度調整の徹底　　   　　
・ 日中（晴天時）の可能な限りの消灯
・ テレビ、充電器等の不使用時のプラグ抜きの徹底

今夏（2016年度）の主な実施内容

空　　調 ・ 室内温度の目安：28℃
・ クールビズの励行　など

照明・
コンセント

・ 事務室の昼休みの消灯
  及び会議室、トイレ等の
  使用時のみの点灯
・ OA機器の効率的利用
  （退社時の電源切）　など

・ エレベーターの間引き運転（始業前、昼休みを除く）［（例）本店：8台中3台を間引き］
・ 原則上下５階は階段利用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・ 給湯器、冷水機、温水洗浄便座（ヒーター）、エアタオルの停止
・ 原則ノー残業（残業時はエリア限定の点灯）

そ　の　他
・ 近隣階（1～3階程度）への
  エレベーター利用の自粛
・ 給湯器の省エネモードの
  活用　など

従来の夏季省エネにおける
主な取組み項　　目

■ ビル・エネルギー管理システム（ＢＥＭＳ）の活用
　事業所におけるエネルギー使用実態（時間帯別・用途別の電力使用量等）を見える化し、エネルギー使用の最適化を図る
ため、ビル・エネルギー管理システム（ＢＥＭＳ）を14事業所（3支社・11営業所、2016年3月末現在）に導入しており、着実
かつ効率的な省エネへの取組みを進めています。

5.96.0
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4.24.24.2
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4.4
4.14.0

▲31.3％▲31.3％
▲32.6％▲32.6％

▲34.2％▲34.2％

▲34.8％▲34.8％

▲34.9％▲34.9％
▲37.7％▲37.7％

▲34.7％▲34.7％

▲31.0％▲31.0％ ▲30.5％▲30.5％
▲32.7％▲32.7％ ▲30.3％▲30.3％

▲28.6％▲28.6％

（注）発電所や研究所など、オフィスのみの電力量が把握できない事業所を除く。

削減率は、対2010年度同月比

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

全社オフィス電力使用量削減実績 単位：百万kWh

2010 2015

［ 年度合計 ］

▲33％
81

2015年度
2010年度
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用語集をご覧ください

社外ステークホルダーのご意見

地球環境のためには、エネルギーを利用する側の
省エネへの取組みが重要だと思う。

Ｐ19 お客さまとともに進める省エネ活動

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 よくわかる電気の省エネWEB

お客さまとともに進める省エネ活動
～ 一般お客さまに対する取組み ～
■ 省エネのPR
　省エネ・省CO2活動に取り組んでいた
だく際に役立つ情報を、わかりやすく紹
介したパンフレット（よくわかる電気の省
エネ）をお客さまに配布するとともに、ホームページなどで
も省エネのＰＲを行っています。また、各営業所のホームア
ドバイザーが、上手な電気の使い方などを紹介する講座を
開いています。

＜省エネによるCO２削減効果を「杉の木」が1年間の成長で
吸収するCO2量と比較＞

「みらいくんと知ろう!地球温暖化」はこちら。

3. 電気の使用面での取組み

■ ご家庭における省エネ方法の例

　お客さまの省エネにつながる取組みを進めるとともに、当
社自らや社員の家庭においても一層の省エネ活動に取り組
んでいます。

省エネ関連情報・節電対策のご紹介
技術開発における取組み

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 WEB

～ 法人お客さまに対する取組み ～
　設備の運用改善や、ヒート
ポンプをはじめとする高効率
機器への更新等による省エ
ネ提案など、エネルギーの効
率的利用に資する活動を展
開しています。

当社ホームページにおける省エネ関連情報
パンフレット

パンフレット

>> 地球温暖化
>> ホームアドバイザー

>> ヒートポンプ
用語集をご覧ください

・冷房の温度を1℃上げると
 ･･･1年間で18kg※1
・暖房の温度を1℃下げると
 ･･･1年間で32kg※２

  約6本分の削減効果

・白熱電球から電球型蛍光ランプへ交換すると
 ･･･1年間で50kg※3
・1日1時間点灯時間を減らすと
 ･･･1年間で3kg※4

  約6本分の削減効果

・物を詰め込まないで半分程度にすると
 ･･･1年間で26kg
・設定温度を「強」から「中」にすると
 ･･･1年間で37kg※5

  約7本分の削減効果

エアコン

照明器具

冷蔵庫

　次世代層向けの環境教育資料
「みらいくんと知ろう！地球温暖化」
にも詳しく掲載しています。

当社ホームページ
｢みらいくんの環境家計簿｣

「みらいくんの環境家計簿」は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 みらいくんの環境家計簿WEB

■ 環境家計簿の活用
　消費したエネルギーから排出さ
れるCO2の量を「見える化」する当
社の「みらいくんの環境家計簿」を
活用し、電気のみならず、ガス、水
道、ガソリン等についても使用量
削減に努めています。

■ 夏の節電アクションの展開
　夏季の厳しい需給状況を踏まえ、2012年度から社員と
その家族が自宅における節電の必要性を再認識し、家族
一体となって節電に取り組む「きゅうでん家族で取り組
む『夏の節電アクション』」を展開しており、2015年度も
各家庭での節電に取り組みました。

社員の家庭における取組み
　お客さまに省エネへのご協力をお願いするにあたっては、当社自らがより一層の省エネに取り組む必要があると強く認
識しています。
　このため、社員は職場だけではなく、各家庭においても、エアコン温度設定の調節やこまめな消灯などの省エネに取り組
んでいます。

講座の様子

　私たち九電ホームアドバイザーは、主婦層のお客さまを
対象とする講座を開催しており、新しい電気料金のＰＲを
はじめ、地球温暖化などの環境問題に関する講話や、料理教
室等を通じた省エネにつながる電気の上手な使い方をお伝
えしています。
　講座では、「お客さまと共に楽しく！」をモットーに、クイ
ズを織り込んだり、指編みによる“エコたわし”や保冷剤を原
料にした“消臭剤”等の「エコグッズ」を製作するなど、お客さ
まとの距離を縮め、印象に残るように工夫しています。
　講座に参加されたお客さまからは、「省エネの取組みを早
速やってみる」、「とても楽しかった」、「またお願いね」などの

お声をいただき、やりがいと
達成感を感じています。
今後も、お客さまにとって身
近で、頼りになる存在になれ
るよう、様々な所に足を運
び、顔の見える営業活動に取
り組んでいきます。

お客さまにとって
身近で頼りになる
存在を目指します
福岡営業センター 福間営業所
九電ホームアドバイザー

原田　千穂（写真左） 萱田　香（写真右）
は ら だ 　 ち ほ 　 　 　 　 か や た か お る

>>私の環境アクション
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http://www.kyuden.co.jp/life_value_kakeibo_index.html
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一般車両燃料消費率 単位：km/ℓ

'90 '14'13 （年度）'15

12.412.4
12.712.7

11.411.4

12.712.7

4.省エネ・省資源活動の展開
　社用車におけるCO2排出抑制やコピー用紙などの省エネ・省資源活動についても取組みを推進しています。

低燃費車の導入やエコドライブによるCO2排出抑制
　中長期的な地球温暖化対策の観点から、2020年度まで
に1,000台程度の電気自動車（プラグインハイブリッド
車を含む）の導入を目指しています。
　2015年度は、厳しい経営状況を踏まえ、新規導入を見
送りましたが、一般車両約2,200台のうち、これまでに累
計で167台※を導入しています。
　また、低燃費車の導入やエコドライブの確実な実施な
どにより、一般車両の燃料消費率向上にも取り組んでい
ます。2015年度は、目標（12.0km/ℓ以上）を上回る
12.7km/ℓとなりました。
※電気自動車の廃車により、2014年度（累計導入台数169台）からは2台減少

コピー用紙購入量、上水使用量の推移

471471

コピー用紙購入量（トン） 上水使用量（㎥/人）

'14 （年度）

2525

438438

2323

'13

511511

'15

2525

委託輸送に係る省エネへの取組みについては九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 委託輸送に係る省エネへの取組みWEB

コピー用紙購入量・上水使用量の抑制
　ペーパーレス化の推進や裏面利用、節水活動の徹底等
により、「コピー用紙購入量」と「1人あたりの上水使用量」
の抑制に取り組んでいます。
　2015年度の「コピー用紙購入量」と「1人あたりの上水
使用量」は、ともに目標（470トン以下、24㎥/人以下）を
達成できなかったことから、今後ともコピー用紙購入量・
上水使用量の抑制に向けた取組みを徹底していきます。

電気自動車導入台数（累計） 単位：台

169179

（年度）'14 '20'13

167

'15

目標値1,000程度

>> 地球温暖化
>> 電気自動車
>> プラグインハイブリッド車

>> 低燃費車
>> エコドライブ
>> 上水

>> IPP（独立系発電事業者）
>> 国際協力機構（JICA）用語集をご覧ください

5.国際的な温暖化対策への貢献

IPP事業の展開を通じたCO2排出抑制への寄与
　ベトナム、フィリピンなどにおける天然ガスを利用した
高効率の火力発電や、中国における風力発電など、アジア地
域を中心にIPP事業を展開しており、国内のみならず、海外
においてもCO２排出抑制に寄与しています。
　インドネシアのスマトラ島サルーラ地区では、当社が国内
の地熱開発を通じて培った地熱発電技術を活かしつつ、伊藤
忠商事㈱などと共に総出力32.08万kWの地熱発電所の建設
を進めており、2016年度に初号
機が運転を開始します（2017年
に2号機、2018年に最終号機が順
次運転開始予定）。

■IPP事業によるCO2排出抑制量
　海外での高効率火力発電所や、風力発電所の運転（6か
国、7プロジェクト※1：持分出力150万kW）による2013年
のCO２排出抑制への寄与は、約60万トン※2と試算されま
す。これは、当社の国内におけるCO２排出量の約0.6％に
相当します。
※1：IPP 事業：6プロジェクト・一般電気事業：1プロジェクト。
※2：当該国のCO２排出係数は、「CO２EMISSIONS FROM FUEL COMBUSTION

2015 EDITION（IEA）」に記載の値を用いて試算（掲載の最新データが 2013
年のため、2013 年実績で算出）。

　当社及びグループ会社がこれまで国内外で蓄積してきた技術・ノウハウを活かし、アジアを中心にIPP事業※や海外コンサ
ルティングを展開しています。また、国際協力機構（JICA）等の機関を通じた専門家の派遣・研修生の受け入れや、海外の電気
事業者との情報交換も行っています。 ※：Independent Power Producer（独立系発電事業者）の略

噴気試験の様子（サルーラ地区）

九電グループの技術・ノウハウを活かした海外コンサルティングの展開
　国内外での電気事業で培った九電グループの技術・ノウハウを活かし、電力基本計画の策定や、発電・送変電・省エネ・環境など
の海外コンサルティングに積極的に取り組み、各国の電力の安定供給や環境改善、人材育成に貢献しています。
　2015年度は、インドの高効率石炭火力発電所の建設準備調査やウクライナのエネルギーセクターの基礎調査、さらには西
アフリカ沖合いに位置するカーボヴェルデの再エネ導入の基礎調査を行いました。

>> 再生可能エネルギー
>> コンバインド（サイクル）用語集をご覧ください

海外での事業展開（2015年度）
一般電気事業IPP事業 コンサルティング事業

【メキシコ】 
プロジェクト：トゥクスパン2号
発 電 方 式：ガス・コンバインド

サイクル方式
燃　　　料：天然ガス
出　　　力：49.5万kW
（2001年12月営業運転開始）　
プロジェクト：トゥクスパン5号
発 電 方 式：ガス・コンバインド

サイクル方式
燃　　　料：天然ガス
出　　　力：49.5万kW
（2006年9月営業運転開始）

【フィリピン】
プロジェクト：イリハン
発電方式：ガス・コンバインド

サイクル方式
燃　　　料：天然ガス
出　　　力：120万kW
（2002年6月営業運転開始）

【台湾】 
プロジェクト：新

シン

桃
タオ

電力
発 電 方 式：ガス・コンバインド

サイクル方式
燃　　　料：天然ガス
出　　　力：60万kW
　2002年3月営業運転開始
　（2010年11月株式取得）

【中国】 
プロジェクト：内蒙古風力
出　　　力：5万kW
（2009年9月営業運転開始）

 ］［

【ベトナム】
プロジェクト：フーミー 3号
発 電 方 式：ガス・コンバインド

サイクル方式
燃　　　料：天然ガス
出　　　力：74.4万kW
（2004年3月営業運転開始）

【インド】 
バラウニ超臨界圧石炭火力
発電所建設事業準備調査

【ウクライナ】 
エネルギーセクターの
情報収集・確認調査

【タンザニア】 
電力システム
マスタープラン
策定支援

【中国】
中国紡織業界省エネ普及
スキーム検討

【ナイジェリア】 
電力マスタープラン
策定プロジェクトの
国内支援調査・受入研修 【インド】 

NTPC石炭火力発電所設備の
余寿命診断

【インド】 
高効率石炭火力発電所の
案件形成調査

【カーボヴェルデ】 
再エネ導入と系統安定化のための
情報収集・確認調査

【インドネシア】（建設中） 
プロジェクト：サルーラ地熱
出　　　力：約32万kW
（2007年10月参加権益取得）

【シンガポール】 
プロジェクト：セノコ・エナジー社
出　　　力：330万kW
（2008年9月株式取得）

社外ステークホルダーのご意見

電力自由化も踏まえ、コンサルティングなどを
グローバルに展開してほしい。

Ｐ21～22 国際的な温暖化対策への貢献

　私は、インドネシア・スマトラ島北部
に位置し、スマトラタイガーやオラン
ウータン（現地語で“森の人”）が棲息すると言われる原生
林近くの「サルーラ地区」において、2018年全号機の運転
開始に向けて建設工事を進めている、世界最大級の地熱発
電プロジェクトに従事しています。
　私が現地に赴任した際、作業現場近くの林道で、以前図

サルーラ地熱プロジェクトと
希少植物

>>私の環境アクション

希少植物のウツボカズラ

鑑で見た希少植物の「ウツボカズラ」が群生しているのを
目にしました。その時の感動は今でも忘れられません。
　大規模な開発においても、小さな花の一輪まで思いやる
気持ちを大事にしながら、現地スタッフとともにこのプロ
ジェクトを成功させ、同国での再生可能エネルギーの利用
促進に貢献したいと思います。

国際事業本部
サルーラ・プロジェクトグループ

中 村 竜 太
なか　　むら　りゅう　　た
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一般車両燃料消費率 単位：km/ℓ

'90 '14'13 （年度）'15

12.412.4
12.712.7

11.411.4

12.712.7

4.省エネ・省資源活動の展開
　社用車におけるCO2排出抑制やコピー用紙などの省エネ・省資源活動についても取組みを推進しています。

低燃費車の導入やエコドライブによるCO2排出抑制
　中長期的な地球温暖化対策の観点から、2020年度まで
に1,000台程度の電気自動車（プラグインハイブリッド
車を含む）の導入を目指しています。
　2015年度は、厳しい経営状況を踏まえ、新規導入を見
送りましたが、一般車両約2,200台のうち、これまでに累
計で167台※を導入しています。
　また、低燃費車の導入やエコドライブの確実な実施な
どにより、一般車両の燃料消費率向上にも取り組んでい
ます。2015年度は、目標（12.0km/ℓ以上）を上回る
12.7km/ℓとなりました。
※電気自動車の廃車により、2014年度（累計導入台数169台）からは2台減少

コピー用紙購入量、上水使用量の推移

471471

コピー用紙購入量（トン） 上水使用量（㎥/人）

'14 （年度）

2525

438438

2323

'13

511511

'15

2525

委託輸送に係る省エネへの取組みについては九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 委託輸送に係る省エネへの取組みWEB

コピー用紙購入量・上水使用量の抑制
　ペーパーレス化の推進や裏面利用、節水活動の徹底等
により、「コピー用紙購入量」と「1人あたりの上水使用量」
の抑制に取り組んでいます。
　2015年度の「コピー用紙購入量」と「1人あたりの上水
使用量」は、ともに目標（470トン以下、24㎥/人以下）を
達成できなかったことから、今後ともコピー用紙購入量・
上水使用量の抑制に向けた取組みを徹底していきます。

電気自動車導入台数（累計） 単位：台

169179

（年度）'14 '20'13

167

'15

目標値1,000程度

>> 地球温暖化
>> 電気自動車
>> プラグインハイブリッド車

>> 低燃費車
>> エコドライブ
>> 上水

>> IPP（独立系発電事業者）
>> 国際協力機構（JICA）用語集をご覧ください

5.国際的な温暖化対策への貢献

IPP事業の展開を通じたCO2排出抑制への寄与
　ベトナム、フィリピンなどにおける天然ガスを利用した
高効率の火力発電や、中国における風力発電など、アジア地
域を中心にIPP事業を展開しており、国内のみならず、海外
においてもCO２排出抑制に寄与しています。
　インドネシアのスマトラ島サルーラ地区では、当社が国内
の地熱開発を通じて培った地熱発電技術を活かしつつ、伊藤
忠商事㈱などと共に総出力32.08万kWの地熱発電所の建設
を進めており、2016年度に初号
機が運転を開始します（2017年
に2号機、2018年に最終号機が順
次運転開始予定）。

■IPP事業によるCO2排出抑制量
　海外での高効率火力発電所や、風力発電所の運転（6か
国、7プロジェクト※1：持分出力150万kW）による2013年
のCO２排出抑制への寄与は、約60万トン※2と試算されま
す。これは、当社の国内におけるCO２排出量の約0.6％に
相当します。
※1：IPP 事業：6プロジェクト・一般電気事業：1プロジェクト。
※2：当該国のCO２排出係数は、「CO２EMISSIONS FROM FUEL COMBUSTION

2015 EDITION（IEA）」に記載の値を用いて試算（掲載の最新データが 2013
年のため、2013 年実績で算出）。

　当社及びグループ会社がこれまで国内外で蓄積してきた技術・ノウハウを活かし、アジアを中心にIPP事業※や海外コンサ
ルティングを展開しています。また、国際協力機構（JICA）等の機関を通じた専門家の派遣・研修生の受け入れや、海外の電気
事業者との情報交換も行っています。 ※：Independent Power Producer（独立系発電事業者）の略

噴気試験の様子（サルーラ地区）

九電グループの技術・ノウハウを活かした海外コンサルティングの展開
　国内外での電気事業で培った九電グループの技術・ノウハウを活かし、電力基本計画の策定や、発電・送変電・省エネ・環境など
の海外コンサルティングに積極的に取り組み、各国の電力の安定供給や環境改善、人材育成に貢献しています。
　2015年度は、インドの高効率石炭火力発電所の建設準備調査やウクライナのエネルギーセクターの基礎調査、さらには西
アフリカ沖合いに位置するカーボヴェルデの再エネ導入の基礎調査を行いました。

>> 再生可能エネルギー
>> コンバインド（サイクル）用語集をご覧ください

海外での事業展開（2015年度）
一般電気事業IPP事業 コンサルティング事業

【メキシコ】 
プロジェクト：トゥクスパン2号
発 電 方 式：ガス・コンバインド

サイクル方式
燃　　　料：天然ガス
出　　　力：49.5万kW
（2001年12月営業運転開始）　
プロジェクト：トゥクスパン5号
発 電 方 式：ガス・コンバインド

サイクル方式
燃　　　料：天然ガス
出　　　力：49.5万kW
（2006年9月営業運転開始）

【フィリピン】
プロジェクト：イリハン
発電方式：ガス・コンバインド

サイクル方式
燃　　　料：天然ガス
出　　　力：120万kW
（2002年6月営業運転開始）

【台湾】 
プロジェクト：新

シン

桃
タオ

電力
発 電 方 式：ガス・コンバインド

サイクル方式
燃　　　料：天然ガス
出　　　力：60万kW
　2002年3月営業運転開始
　（2010年11月株式取得）

【中国】 
プロジェクト：内蒙古風力
出　　　力：5万kW
（2009年9月営業運転開始）

 ］［

【ベトナム】
プロジェクト：フーミー 3号
発 電 方 式：ガス・コンバインド

サイクル方式
燃　　　料：天然ガス
出　　　力：74.4万kW
（2004年3月営業運転開始）

【インド】 
バラウニ超臨界圧石炭火力
発電所建設事業準備調査

【ウクライナ】 
エネルギーセクターの
情報収集・確認調査

【タンザニア】 
電力システム
マスタープラン
策定支援

【中国】
中国紡織業界省エネ普及
スキーム検討

【ナイジェリア】 
電力マスタープラン
策定プロジェクトの
国内支援調査・受入研修 【インド】 

NTPC石炭火力発電所設備の
余寿命診断

【インド】 
高効率石炭火力発電所の
案件形成調査

【カーボヴェルデ】 
再エネ導入と系統安定化のための
情報収集・確認調査

【インドネシア】（建設中） 
プロジェクト：サルーラ地熱
出　　　力：約32万kW
（2007年10月参加権益取得）

【シンガポール】 
プロジェクト：セノコ・エナジー社
出　　　力：330万kW
（2008年9月株式取得）

社外ステークホルダーのご意見

電力自由化も踏まえ、コンサルティングなどを
グローバルに展開してほしい。

Ｐ21～22 国際的な温暖化対策への貢献

　私は、インドネシア・スマトラ島北部
に位置し、スマトラタイガーやオラン
ウータン（現地語で“森の人”）が棲息すると言われる原生
林近くの「サルーラ地区」において、2018年全号機の運転
開始に向けて建設工事を進めている、世界最大級の地熱発
電プロジェクトに従事しています。
　私が現地に赴任した際、作業現場近くの林道で、以前図

サルーラ地熱プロジェクトと
希少植物

>>私の環境アクション

希少植物のウツボカズラ

鑑で見た希少植物の「ウツボカズラ」が群生しているのを
目にしました。その時の感動は今でも忘れられません。
　大規模な開発においても、小さな花の一輪まで思いやる
気持ちを大事にしながら、現地スタッフとともにこのプロ
ジェクトを成功させ、同国での再生可能エネルギーの利用
促進に貢献したいと思います。

国際事業本部
サルーラ・プロジェクトグループ

中 村 竜 太
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1. 廃棄物のゼロエミッション活動の展開
　循環型社会の形成に向け、廃棄物の適正な管理・処理を行うとともに、2001年から3R（リデュース・リユース・リサイク
ル）を推進する廃棄物ゼロエミッション活動に取り組んでいます。

産業廃棄物
　当社が排出する産業廃棄物には、火力発電所の運転に伴
う副産物（石炭灰、石こう）や工事に伴う撤去資材などがあり
ます。これらの産業廃棄物については、適切な管理・処理を行
うとともに、発生量の抑制（Reduce：リデュース）、再使用
（Reuse：リユース）、再生利用（Recycle：リサイクル）の3R
を実践しています。

一般廃棄物
　当社で発生する一般廃棄物には、古紙等のオフィス活動
に伴うものや発電所の貝類、ダムの流木などがあります。これ
らの一般廃棄物についても、適切な管理・処理を行うととも
に、3Rを実践しています。

>> 循環型社会
>> ゼロエミッション
>> 3R
>> 産業廃棄物

>> 石炭灰
>> 石こう
>> リサイクル率
>> 重原油灰

>> 汚泥
>> 石綿（アスベスト）
>> リスクマネジメント
>> 柱上変圧器

>> 柱上ガス開閉器
>> バナジウム

用語集をご覧ください
>>一般廃棄物
>>グリーン調達

>>環境配慮(型)製品
>>グリーン製品用語集をご覧ください

社外ステークホルダーのご意見

リサイクルはとても大切なことなので、
循環型社会の形成に向けて積極的に取り組んでほしい。

Ｐ23～24　廃棄物のゼロエミッション活動の展開

■ 発生量の抑制（リデュース）への取組み

　発電所では、発電設備の保全リスク管理※を徹底しており、こ
れに基づく適切な工事計画の策定・実施により、廃棄物の発生
量抑制に取り組んでいます。

■ 産業廃棄物の共同回収

　全社的かつ恒常的に発生している産業廃棄物については、対
象品目を定め、複数事業所を一括回収後、全量リサイクルする
「共同回収」を行っており、リサイクル率向上に加え、効率的回収
による輸送面での環境負荷低減にも努めています。

■ 産業廃棄物の社外埋立処分量の抑制

　2015年度の産業廃棄物の社外埋立処分量は、共同回収の
的確な運用などにより、44トンとなりました。

■ 再使用（リユース）への取組み

　配電工事等で撤去した電力用資機材については、再使用に
必要な性能、品質を有しているかなどを適正に判断し、再使用し
ています。

■ 再生利用（リサイクル）への取組み

　2015年度は、発生した産業廃棄物約85万トンをほぼ100%
リサイクルしました。産業廃棄物の大部分を占める石炭灰につい
ては、石炭灰の特性を活かしたセメント原料などへの有効利用
を行っており、100％リサイクルしています。

循環型社会形成への取組み2

※：リスクマネジメントの考え方を設備保全に適用した手法のうちの一つであり、設
備の劣化・破損・故障に起因する種々の影響をリスクとして捉え、そのリスクの大
きさに応じて設備保全方針を決定していく手法。

　古紙のリサイクルについては、取組みを開始した2002年
度以降、100％リサイクルを継続しており、回収した古紙の
一部は、グループ会社でコピー用紙やトイレットペーパーな
どに再生されています。

産業廃棄物の発生量とリサイクル率の推移については九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 産業廃棄物の発生量とリサイクル率WEB

その他の取組みについては九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 配電用資機材の再生利用状況WEB

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 石炭灰の新たな有効利用への取組みWEB

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 当社で発生する一般廃棄物のリサイクル状況WEB

その他の取組みについては九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 不当投棄パトロールへの協力WEB

発生量
（トン）

リサイクル量
（トン）

リサイクル率
（％）

主なリサイクル
用途

産業廃棄物の発生状況とリサイクル率（2015年度）

セメント原料
コンクリート混和材

バナジウム回収

セメント原料

セメント原料

燃料油に再生

助燃材

金属材料

路盤材、建設骨材

ガラス製品材料

セメント原料

助燃材

 石炭灰

重原油灰

石こう

汚　泥

廃　油

廃プラ

金属くず

廃コンクリート柱

ガラス・陶磁器くず

特別管理
産業廃棄物※

その他

小　計

産業廃棄物総合
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147

143,000

847,000

100

100

100

45

99

90

100

100

98

89

84

97
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物 2. グリーン調達の推進

　製品等の調達の際は、“まずその必要性を十分に精査の上、環境にやさしい製品等の調達を図る”ことを定めた「グリーン
調達制度」を2002年度から導入し、お取引先とも協働して、製品等のグリーン調達に努めています。

汎用品（事務用品等の市販品）
　汎用品については、当社購入基準（個別ガイドライン）に
適合した環境配慮製品を原則購入することとしており、
2015年度のグリーン調達率※は99%となりました。
※：購入した汎用品に占める環境配慮製品の割合（環境配慮製品のある品目が調達率
算定の対象）。

電力用資機材
　お取引先から応募いただいた製品等の情報・提案をもと
に、特に良好と認められる製品を当社の「グリーン製品」と
して指定し、社内外に公表するとともに、積極的な調達を
行っています。

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 グリーン調達制度のご紹介WEB

グリーン取引先
　積極的に環境活動に取り組まれているお取引先を「グ
リーン取引先」として指定し、当社ホームページに企業名
を掲載させていただくとともに、見積参加機会の拡大等に
配慮しており、合計で233社を指定しています。

回収した古紙で作った製品

※：四捨五入のため、上表の発生量・リサイクル量にて算出する数値とは一致しない。 

古　 紙

貝　 類

ダム流木

再生紙

路盤材

敷きわらの代用品

100

7※

100

1,136

4

5,908

1,136

53

5,908

発生量（トン）リサイクル量（トン）リサイクル率（％） 主なリサイクル用途

柱上変圧器（台）

柱上ガス開閉器（台）

低圧電力量計（個）

コンクリート柱（本）

高圧線（km）

低圧線（km）

16,769

899

636,830

6,589

483

895

16,769

899

493,244

6,589

483

895

100

100

77

100

100

100

   撤去数※［A］ 再使用数［B］ 再使用率［B/A］（％）

※：旧仕様・型式等により、再使用できないものや修理対象外のものは除く。

配電用資機材の再使用状況（2015年度）

古紙などの一般廃棄物の発生量とリサイクル率（2015年度）

共同回収の流れ

リサイクル会社

全量、路盤材・鉄板原料
などへリサイクル

支社

営業所・配電事業所発電所・変電所

●対象品目
　廃プラスチック類、 金属くず、ガラス・陶磁器くず、木製パレット、廃蛍光管、廃乾電池

（注）有効数字3桁にて記載。四捨五入のため合計値が合わないことがある。
※：「廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃棄物処理法）」において、人の健康または生
活環境に係る被害を生ずる恐れがある性状を有するため特別管理産業廃棄物として規定
されている汚泥、廃石綿等、廃油、廃アルカリ及び廃酸。
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http://www.kyuden.co.jp/environment_booklet_action-report16_industrial_waste.html
http://www.kyuden.co.jp/environment_booklet_action-report16_coalash.html
http://www.kyuden.co.jp/environment_booklet_action-report16_action-plan_cycle_zeroemission_industrial_index.html
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1. 廃棄物のゼロエミッション活動の展開
　循環型社会の形成に向け、廃棄物の適正な管理・処理を行うとともに、2001年から3R（リデュース・リユース・リサイク
ル）を推進する廃棄物ゼロエミッション活動に取り組んでいます。

産業廃棄物
　当社が排出する産業廃棄物には、火力発電所の運転に伴
う副産物（石炭灰、石こう）や工事に伴う撤去資材などがあり
ます。これらの産業廃棄物については、適切な管理・処理を行
うとともに、発生量の抑制（Reduce：リデュース）、再使用
（Reuse：リユース）、再生利用（Recycle：リサイクル）の3R
を実践しています。

一般廃棄物
　当社で発生する一般廃棄物には、古紙等のオフィス活動
に伴うものや発電所の貝類、ダムの流木などがあります。これ
らの一般廃棄物についても、適切な管理・処理を行うととも
に、3Rを実践しています。

>> 循環型社会
>> ゼロエミッション
>> 3R
>> 産業廃棄物

>> 石炭灰
>> 石こう
>> リサイクル率
>> 重原油灰

>> 汚泥
>> 石綿（アスベスト）
>> リスクマネジメント
>> 柱上変圧器

>> 柱上ガス開閉器
>> バナジウム

用語集をご覧ください
>>一般廃棄物
>>グリーン調達

>>環境配慮(型)製品
>>グリーン製品用語集をご覧ください

社外ステークホルダーのご意見

リサイクルはとても大切なことなので、
循環型社会の形成に向けて積極的に取り組んでほしい。

Ｐ23～24　廃棄物のゼロエミッション活動の展開

■ 発生量の抑制（リデュース）への取組み

　発電所では、発電設備の保全リスク管理※を徹底しており、こ
れに基づく適切な工事計画の策定・実施により、廃棄物の発生
量抑制に取り組んでいます。

■ 産業廃棄物の共同回収

　全社的かつ恒常的に発生している産業廃棄物については、対
象品目を定め、複数事業所を一括回収後、全量リサイクルする
「共同回収」を行っており、リサイクル率向上に加え、効率的回収
による輸送面での環境負荷低減にも努めています。

■ 産業廃棄物の社外埋立処分量の抑制

　2015年度の産業廃棄物の社外埋立処分量は、共同回収の
的確な運用などにより、44トンとなりました。

■ 再使用（リユース）への取組み

　配電工事等で撤去した電力用資機材については、再使用に
必要な性能、品質を有しているかなどを適正に判断し、再使用し
ています。

■ 再生利用（リサイクル）への取組み

　2015年度は、発生した産業廃棄物約85万トンをほぼ100%
リサイクルしました。産業廃棄物の大部分を占める石炭灰につい
ては、石炭灰の特性を活かしたセメント原料などへの有効利用
を行っており、100％リサイクルしています。

循環型社会形成への取組み2

※：リスクマネジメントの考え方を設備保全に適用した手法のうちの一つであり、設
備の劣化・破損・故障に起因する種々の影響をリスクとして捉え、そのリスクの大
きさに応じて設備保全方針を決定していく手法。

　古紙のリサイクルについては、取組みを開始した2002年
度以降、100％リサイクルを継続しており、回収した古紙の
一部は、グループ会社でコピー用紙やトイレットペーパーな
どに再生されています。

産業廃棄物の発生量とリサイクル率の推移については九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 産業廃棄物の発生量とリサイクル率WEB

その他の取組みについては九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 配電用資機材の再生利用状況WEB

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 石炭灰の新たな有効利用への取組みWEB

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 当社で発生する一般廃棄物のリサイクル状況WEB

その他の取組みについては九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 不当投棄パトロールへの協力WEB

発生量
（トン）

リサイクル量
（トン）

リサイクル率
（％）

主なリサイクル
用途

産業廃棄物の発生状況とリサイクル率（2015年度）

セメント原料
コンクリート混和材

バナジウム回収

セメント原料

セメント原料

燃料油に再生

助燃材

金属材料

路盤材、建設骨材

ガラス製品材料

セメント原料

助燃材

 石炭灰

重原油灰

石こう

汚　泥

廃　油

廃プラ

金属くず

廃コンクリート柱

ガラス・陶磁器くず

特別管理
産業廃棄物※

その他

小　計

産業廃棄物総合

705,000

884

109,000

7,080

2,430

214

15,000

11,600

49

341

176

147,000

851,000

705,000

884

109,000

3,180

2,410

192

15,000

11,600

48

304

147

143,000

847,000

100

100

100

45

99

90

100

100

98

89

84

97

約100

そ
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廃
棄
物 2. グリーン調達の推進

　製品等の調達の際は、“まずその必要性を十分に精査の上、環境にやさしい製品等の調達を図る”ことを定めた「グリーン
調達制度」を2002年度から導入し、お取引先とも協働して、製品等のグリーン調達に努めています。

汎用品（事務用品等の市販品）
　汎用品については、当社購入基準（個別ガイドライン）に
適合した環境配慮製品を原則購入することとしており、
2015年度のグリーン調達率※は99%となりました。
※：購入した汎用品に占める環境配慮製品の割合（環境配慮製品のある品目が調達率
算定の対象）。

電力用資機材
　お取引先から応募いただいた製品等の情報・提案をもと
に、特に良好と認められる製品を当社の「グリーン製品」と
して指定し、社内外に公表するとともに、積極的な調達を
行っています。

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 グリーン調達制度のご紹介WEB

グリーン取引先
　積極的に環境活動に取り組まれているお取引先を「グ
リーン取引先」として指定し、当社ホームページに企業名
を掲載させていただくとともに、見積参加機会の拡大等に
配慮しており、合計で233社を指定しています。

回収した古紙で作った製品

※：四捨五入のため、上表の発生量・リサイクル量にて算出する数値とは一致しない。 

古　 紙

貝　 類

ダム流木

再生紙

路盤材

敷きわらの代用品

100

7※

100

1,136

4

5,908

1,136

53

5,908

発生量（トン）リサイクル量（トン）リサイクル率（％） 主なリサイクル用途

柱上変圧器（台）

柱上ガス開閉器（台）

低圧電力量計（個）

コンクリート柱（本）

高圧線（km）

低圧線（km）

16,769

899

636,830

6,589

483

895

16,769

899

493,244

6,589

483

895

100

100

77

100

100

100

   撤去数※［A］ 再使用数［B］ 再使用率［B/A］（％）

※：旧仕様・型式等により、再使用できないものや修理対象外のものは除く。

配電用資機材の再使用状況（2015年度）

古紙などの一般廃棄物の発生量とリサイクル率（2015年度）

共同回収の流れ

リサイクル会社

全量、路盤材・鉄板原料
などへリサイクル

支社

営業所・配電事業所発電所・変電所

●対象品目
　廃プラスチック類、 金属くず、ガラス・陶磁器くず、木製パレット、廃蛍光管、廃乾電池

（注）有効数字3桁にて記載。四捨五入のため合計値が合わないことがある。
※：「廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃棄物処理法）」において、人の健康または生
活環境に係る被害を生ずる恐れがある性状を有するため特別管理産業廃棄物として規定
されている汚泥、廃石綿等、廃油、廃アルカリ及び廃酸。
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http://www.kyuden.co.jp/environment_booklet_action-report16_action-plan_cycle_zeroemission_common_index.html
http://www.kyuden.co.jp/environment_booklet_action-report16_action-plan_cycle_zeroemission_common_patrol.html
http://www.kyuden.co.jp/company_procurement_provide_green_index.html
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鳥類調査の様子

植物調査の様子

1. 設備形成における環境への配慮
　電力設備形成時においては、設備や地域の特性に応じた適切な環境アセスメントの実施等により、環境配慮を図ると
ともに、周辺環境との調和に努めています。

ダム改造工事等による環境改善（耳川における取組み）
　2005年の台風14号による記録的な降雨の影響で、
みみかわ

耳川（宮崎県）では、山の斜面の崩壊や過去最大の浸水な
ど土砂に起因する甚大な災害が発生したため、当社では、
流域関係者と一体となって、土砂流下に必要なダムの改
造工事や環境変化を把握するための環境モニタリング調
査などを実施しています。
　ダムの改造工事後は、洪水時に上流からダム貯水池に
流れ込む土砂を下流に流す「ダム通砂運用」を計画してお
り、これにより、ダム上流域における川底上昇に伴う浸水
リスクの軽減が図られます。また、下流河川や沿岸域にお
ける川底低下や海岸侵食の抑制、河原の洗浄効果の促進
等による生態系を含む流域環境の改善が期待されます。

>> 環境アセスメント
　 （環境影響評価）

>> （計画段階環境）配慮書
>> 環境影響評価法

>> （環境影響）評価書>> （環境影響評価）方法書
>> （環境影響評価）準備書用語集をご覧ください

>> 環境モニタリング
>> 生態系用語集をご覧ください

社外ステークホルダーのご意見

これからも自然環境に配慮した
取組みを進めてもらいたい。

Ｐ25～27　設備形成における環境への配慮

【参考】 環境アセスメントの手続きについて

　　　　：環境アセスメントに関する法手続き

環
境
保
全
措
置
等
の
結
果
の
報
告
・
公
表

配
慮
書
手
続

方
法
書
手
続

準
備
書
手
続

評
価
書
手
続

許
認
可
等

建
設

調
査
・
予
測
・
評
価

第１種事業
必ず環境アセスメント

を行う

第２種事業
環境アセスメントが必要か
どうかを個別に判断

出力３万kW以上

出力15万kW以上

出力１万kW以上

すべて

出力１万kW以上

出力2.25万kW以上３万kW未満

出力11.25万kW以上15万kW未満

出力0.75万kW以上１万kW未満

-

出力0.75万kW以上１万kW未満

（　　　　　　　）（　　　　　  ）
水 力

火 力

地 熱

原子力

風 力

　環境影響評価法（一般ルール）及び電気事業法（発電所固有の手続き）に基づき、以下の規模要件に該当する発電所を建設する場合は、環境アセスメン
トを行うことになります。

地点名種別

法
ア
セ
ス
※１

自
主
ア
セ
ス
※2

発電方式

地熱

実施状況

評価書手続きを実施。
（2016年7月終了）

調査・予測・評価を実施中。

環境アセスメントを実施。
（2016年3月終了）

内燃力

中之島発電所
1号更新計画

（鹿児島県
としま
十島村）

諏訪之瀬島発電所
1号更新計画

（鹿児島県
としま
十島村）

新知名発電所
7号増設計画

（鹿児島県
おおしま
大島郡）

なかのしま

すわのせじま

しんちな

おおたけ
大岳発電所
更新計画

（大分県
ここのえ
九重町）

※1：環境影響評価法に基づいて行う環境アセスメントの手続き。
※2：環境影響評価法の対象となる事業規模以下であっても、自治体の環境評価条例に

該当する場合はアセスメントの実施が必要。そのいずれにも該当しないが、当社が
自主的に環境保全を目的に実施しているもの。

■ 流域関係者との連携体制
　宮崎県は、「いい耳川」の実現を目的とする「耳川水系総
合土砂管理計画」に基づき、流域関係者との連携体制を新
たに構築し、総合的な土砂管理に関する議論を行ってい
ます。
　この体制を通じて、流域関係者は協働で、山地からダ
ム、河川、海にわたる様々な流域の事業を実施しており、
ダム設置者である当社は、河川の安全、水の利用及び環境
の保全の観点から、中核であるダム通砂運用の継続的な
改善などを積極的に推進していきます。

●耳川流域の総合的な土砂管理に関わる各種事業を地域、
行政及び当社の連携のもと、継続的に評価・改善しなが
ら進める。

目　　的

●関係市町村長、漁協、森林組合、住民代表、学識者、
宮崎県、国及び当社。

メンバー

●流域共通の管理目標や基本理念及び行動計画の設定。
●流域の各事業に関する実施計画の評価・改善。取組内容

耳川水系総合土砂管理に関する委員会（宮崎県主催）

（注） 2008年3月に「耳川水系総合土砂管理に関する技術検討会」を設置。
　　 2012年7月から「評価・改善委員会」に変更（1回/年実施）。

土砂流下を行うためのダムの改造（山
やま

須
す

原
ばる

ダム）

改造前

改造後（イメージ）

環境アセスメント（環境影響評価）の実施
　発電所などの建設にあたっては、環境影響評価法等に
基づき、その周辺環境の保全を図るため、自然環境（大気、
水質、生物）等の調査を行い、建設や運用が周辺環境に及
ぼす影響を事前に予測・評価し、その結果に基づいて環境
保全のための適切な措置を講じています。

地域環境の保全3

手続きフロー（第１種事業）

環境アセスメントの実施状況

対象事業規模要件

とよたま
豊玉発電所
6号増設計画
（長崎県

つしま
対馬市）

■ 「平成27年度 土木学会環境賞」の受賞
　「耳川水系総合土砂管理」が、今後の河川事業の模範と
なる取組みであるとして高く評価され、宮崎県県土整備
部河川課と当社の耳川水力整備事務所が「平成27年度 土
木学会環境賞※」を受賞しました（平成18年度の

おまるがわ
小丸川発

電所建設所に続き、当社事業所の
受賞は2度目）。

耳川水系総合土砂管理
「耳川をいい川にする ～森林とダムと川と海のつながり～ 」受賞件名

宮崎県県土整備部河川課
九州電力（株）耳川水力整備事務所受 賞 者

受賞の内容

※：(公社)土木学会が、毎年、全国の優れた取組みを選考し、表彰を行う土木学会賞のう
ち、土木技術やシステムを開発・運用し、環境の保全や創造に貢献した画期的なプロ
ジェクトに対して与えられるもの。

評価・改善委員会（2015年7月）の様子

おお

大 たけ岳地点の現況調査
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鳥類調査の様子

植物調査の様子

1. 設備形成における環境への配慮
　電力設備形成時においては、設備や地域の特性に応じた適切な環境アセスメントの実施等により、環境配慮を図ると
ともに、周辺環境との調和に努めています。

ダム改造工事等による環境改善（耳川における取組み）
　2005年の台風14号による記録的な降雨の影響で、
みみかわ

耳川（宮崎県）では、山の斜面の崩壊や過去最大の浸水な
ど土砂に起因する甚大な災害が発生したため、当社では、
流域関係者と一体となって、土砂流下に必要なダムの改
造工事や環境変化を把握するための環境モニタリング調
査などを実施しています。
　ダムの改造工事後は、洪水時に上流からダム貯水池に
流れ込む土砂を下流に流す「ダム通砂運用」を計画してお
り、これにより、ダム上流域における川底上昇に伴う浸水
リスクの軽減が図られます。また、下流河川や沿岸域にお
ける川底低下や海岸侵食の抑制、河原の洗浄効果の促進
等による生態系を含む流域環境の改善が期待されます。

>> 環境アセスメント
　 （環境影響評価）

>> （計画段階環境）配慮書
>> 環境影響評価法

>> （環境影響）評価書>> （環境影響評価）方法書
>> （環境影響評価）準備書用語集をご覧ください

>> 環境モニタリング
>> 生態系用語集をご覧ください

社外ステークホルダーのご意見

これからも自然環境に配慮した
取組みを進めてもらいたい。

Ｐ25～27　設備形成における環境への配慮

【参考】 環境アセスメントの手続きについて

　　　　：環境アセスメントに関する法手続き

環
境
保
全
措
置
等
の
結
果
の
報
告
・
公
表

配
慮
書
手
続

方
法
書
手
続

準
備
書
手
続

評
価
書
手
続

許
認
可
等

建
設

調
査
・
予
測
・
評
価

第１種事業
必ず環境アセスメント

を行う

第２種事業
環境アセスメントが必要か
どうかを個別に判断

出力３万kW以上

出力15万kW以上

出力１万kW以上

すべて

出力１万kW以上

出力2.25万kW以上３万kW未満

出力11.25万kW以上15万kW未満

出力0.75万kW以上１万kW未満

-

出力0.75万kW以上１万kW未満

（　　　　　　　）（　　　　　  ）
水 力

火 力

地 熱

原子力

風 力

　環境影響評価法（一般ルール）及び電気事業法（発電所固有の手続き）に基づき、以下の規模要件に該当する発電所を建設する場合は、環境アセスメン
トを行うことになります。

地点名種別

法
ア
セ
ス
※１

自
主
ア
セ
ス
※2

発電方式

地熱

実施状況

評価書手続きを実施。
（2016年7月終了）

調査・予測・評価を実施中。

環境アセスメントを実施。
（2016年3月終了）

内燃力

中之島発電所
1号更新計画

（鹿児島県
としま
十島村）

諏訪之瀬島発電所
1号更新計画

（鹿児島県
としま
十島村）

新知名発電所
7号増設計画

（鹿児島県
おおしま
大島郡）

なかのしま

すわのせじま

しんちな

おおたけ
大岳発電所
更新計画

（大分県
ここのえ
九重町）

※1：環境影響評価法に基づいて行う環境アセスメントの手続き。
※2：環境影響評価法の対象となる事業規模以下であっても、自治体の環境評価条例に

該当する場合はアセスメントの実施が必要。そのいずれにも該当しないが、当社が
自主的に環境保全を目的に実施しているもの。

■ 流域関係者との連携体制
　宮崎県は、「いい耳川」の実現を目的とする「耳川水系総
合土砂管理計画」に基づき、流域関係者との連携体制を新
たに構築し、総合的な土砂管理に関する議論を行ってい
ます。
　この体制を通じて、流域関係者は協働で、山地からダ
ム、河川、海にわたる様々な流域の事業を実施しており、
ダム設置者である当社は、河川の安全、水の利用及び環境
の保全の観点から、中核であるダム通砂運用の継続的な
改善などを積極的に推進していきます。

●耳川流域の総合的な土砂管理に関わる各種事業を地域、
行政及び当社の連携のもと、継続的に評価・改善しなが
ら進める。

目　　的

●関係市町村長、漁協、森林組合、住民代表、学識者、
宮崎県、国及び当社。

メンバー

●流域共通の管理目標や基本理念及び行動計画の設定。
●流域の各事業に関する実施計画の評価・改善。取組内容

耳川水系総合土砂管理に関する委員会（宮崎県主催）

（注） 2008年3月に「耳川水系総合土砂管理に関する技術検討会」を設置。
　　 2012年7月から「評価・改善委員会」に変更（1回/年実施）。

土砂流下を行うためのダムの改造（山
やま

須
す

原
ばる

ダム）

改造前

改造後（イメージ）

環境アセスメント（環境影響評価）の実施
　発電所などの建設にあたっては、環境影響評価法等に
基づき、その周辺環境の保全を図るため、自然環境（大気、
水質、生物）等の調査を行い、建設や運用が周辺環境に及
ぼす影響を事前に予測・評価し、その結果に基づいて環境
保全のための適切な措置を講じています。

地域環境の保全3

手続きフロー（第１種事業）

環境アセスメントの実施状況

対象事業規模要件

とよたま
豊玉発電所
6号増設計画
（長崎県

つしま
対馬市）

■ 「平成27年度 土木学会環境賞」の受賞
　「耳川水系総合土砂管理」が、今後の河川事業の模範と
なる取組みであるとして高く評価され、宮崎県県土整備
部河川課と当社の耳川水力整備事務所が「平成27年度 土
木学会環境賞※」を受賞しました（平成18年度の

おまるがわ
小丸川発

電所建設所に続き、当社事業所の
受賞は2度目）。

耳川水系総合土砂管理
「耳川をいい川にする ～森林とダムと川と海のつながり～ 」受賞件名

宮崎県県土整備部河川課
九州電力（株）耳川水力整備事務所受 賞 者

受賞の内容

※：(公社)土木学会が、毎年、全国の優れた取組みを選考し、表彰を行う土木学会賞のう
ち、土木技術やシステムを開発・運用し、環境の保全や創造に貢献した画期的なプロ
ジェクトに対して与えられるもの。

評価・改善委員会（2015年7月）の様子

おお

大 たけ岳地点の現況調査
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■ 土壌汚染対策
　有害物質の土壌への排出、漏洩がないように努めるとと
もに、社有地の売却、用地の購入などにあたっては、自主的
に土壌汚染調査を実施しています。

■ 騒音・振動防止対策
　低騒音・低振動型設備の採用や消音器・防音壁の設置、機
器の屋内への設置などの対策を行っています。また、建設工
事にあたっても、低騒音・低振動型の建設機械を選定するな
どの対策を行っています。

■ 水質保全対策
　火力・原子力発電所では、機器排水を排水処理装置で適
正に処理するとともに、冷却水として使用する海水は、海域
への影響を低減するため、周辺海域の特性に応じた取放水
方式を採用しています。
　水力発電所のダム貯水池では、定期的な水質調査、富栄
養化対策や赤潮処理、濁水発生時の選択取水、周辺の荒廃
山林の整備事業への協力など、水質保全に努めています。

■ PCB（ポリ塩化ビフェニル）
　ＰＣＢ廃棄物には、絶縁材料としてＰＣＢを使用した「高
濃度ＰＣＢ使用電気機器等」と絶縁材料に何らかの原因で
微量のＰＣＢが混入し汚染された「微量ＰＣＢ汚染廃電気
機器等」があります。当社が保有する高濃度ＰＣＢ使用電気
機器等は、2006年度から、JESCO（中間貯蔵・環境安全事業
（株））のＰＣＢ廃棄物処理施設において、計画的に無害化処
理を進めています。
　微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等については、無害化処理の
認定を受けた処分会社にて、2010年度から無害化処理を
開始しています。また、一部の大型機器については、グルー
プ会社での新たに技術開発された洗浄処理の実施に向け、
認定取得の手続きを進めるなど、グループ会社と一体と
なって取り組んでおり、いずれの機器についても、法定期限
までの完了に向け、計画的に無害化処理を進めています。

>> 無電柱化
>> 大気汚染
>> 水質汚濁

>> 環境保全協定
>> SOx（硫黄酸化物）
>> NOx（窒素酸化物）　

>> 富栄養化
>> 赤潮
>> 選択取水

用語集をご覧ください

>> 土壌汚染
>> PRTR（制度）
>> 指定化学物質
>> 石綿（アスベスト）
>> エチルベンゼン

>> 塩化第二鉄
>> キシレン
>> 2,2-ジクロロ-1,1,
　 1-トリフルオロエタン（HCFC-123）
>> スチレン

>> トルエン
>> ブロモトリフルオロメタン
　 （ハロン-1301）
>> ノルマン-ヘキサン
>> ベンゼン

>> メチルナフタレン
>> PCB（ポリ塩化ビフェニル）

用語集をご覧ください

無電柱化の推進
　無電柱化については、都市景観への配慮や安全で快適な
通行空間の確保等を踏まえ、全国大での合意（国土交通省、
関係省庁、電線管理者等）に基づき、1986年度から計画的
に進めています。
　これまでの取組みにより、当社管内では、市街地の幹線道
路等を中心に、約797km（2016年３月末現在）を無電柱化
しました。

大分県内の地中化路線（2015年度整備）

■ 大気汚染対策
　火力発電所における発電に伴い、硫黄酸化物（ＳＯｘ）、窒
素酸化物（ＮＯｘ）等が排出されますが、排煙脱硫装置、排煙
脱硝装置等により可能な限り除去するなど、大気汚染防止
に努めています。
　2015年度の火力発電電力量あたりのSOxとNOxの排出量
は、SOxが0.29g/kWh、NOxは0.24g/kWhとなり、いずれも
2014年度実績から減少しました。これは、

せんだい
川内原子力発電所

の再稼働などにより、石油火力発電所の発電電力量が減少し
たことによるものです。

2. 発電所等の環境保全
大気汚染・水質汚濁・騒音などの防止
　発電所等の設備運用にあたっては、法令はもとより、関係自治体と環境保全協定を締結し、これを遵守しています。また、排ガス
や排水等については、モニタリングの結果を関係自治体に報告するなど、周辺環境についても厳重に管理しています。

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 火力発電所における環境保全対策のイメージ図WEB

単位：g/kWh火力発電電力量あたりのSOx・NOx排出量

（年度）'90 '10

0.44

0.21

0.84

0.27

NOxSOx

'13 '14

0.26

0.37

0.26

0.36

'15

0.24

0.29

出典：［海外］（排 出 量）OECD,OECD.StatExtracts（Environment,Air and Climate）
　　　　　   （発電電力量）IEA,ENERGY BALANCES OF OECD COUNTRIES 2014 EDITION
　　  ［日本］電気事業連合会調べ（10電力+電源開発（株））

SOx

アメリカ
（'12）

イギリス
（'12）

カナダ
（'12）

日本
（'12）

イタリア
（'12）

ドイツ
（'12）

フランス
（'12）

0.20.2

2.02.0

1.3
1.0

1.4

2.4

0.6

1.1 1.0
0.7

0.5
0.3

NOx
単位：g/kWh世界各国の火力発電電力量あたりのSOx・NOx排出量

九州電力
（'15）

0.240.29

社外ステークホルダーのご意見

都市部だけでなく、地方の
無電柱化も推進してほしい。

Ｐ27　無電柱化の推進

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 土壌調査要領WEB

（注）事業所における年間取扱量1トン以上の第1種指定化学物質（特定第1種指定化
学物質は0.5トン以上）について集計（法に基づく届出値を集計）。

単位：kgPRTR調査実績（2015年度）
物質
番号 排出量取扱量主な用途・発生設備 移動量物質名

エチルベンゼン

塩化第二鉄

キシレン

スチレン

トルエン

ヒドラジン

ブロモトリフルオロメタン

ノルマル－ヘキサン

ベンゼン

ほう素化合物

メチルナフタレン

※：PRTR制度（Pollutant Release and Transfer Register：化学物質排出移動量届出
制度）とは、有害性のある多種多様な化学物質が、どのような発生源から、どれくらい
環境中に排出されたか、あるいは廃棄物に含まれて事業所の外に運び出されたかとい
うデータを把握・集計し、公表する仕組み。

化学物質の管理
　発電所等で取り扱う化学物質については、関係法令に基
づいた適正な管理を行っています。

■ PRTR制度※

　指定化学物質の排出量、移動量を調査、集計するととも
に、自主的に結果を公表しています。

ＰＣＢ廃棄物の保管・管理状況

■ 石綿（アスベスト）
　当社の建物及び設備の一部には、飛散性があるとされる
「吹付け石綿」と、通常状態において飛散性がない「石綿含有
製品」を使用しています。
　吹付け石綿は、関係法令に基づき適切に対策工事を実施
し、すべての使用箇所で飛散防止対策を完了しています。
　石綿含有製品については、定期検査や修繕工事等の機会
に合わせて順次、非石綿製品への取替えを進めています。
　また、建物・設備を解体する際には、法令などに基づいて
飛散防止措置を徹底の上、適切に解体、搬出、処理を行って
います。

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 石綿の使用状況WEB
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0 

52 

1,200 

0 

2,200 

93
 

2,400 
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36 
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2,553 

発電設備塗装

排水処理剤

発電設備塗装

空調機器冷媒

発電設備塗装

発電設備塗装

給水処理剤

消火設備

発電用ボイラー

発電用燃料

原子炉反応度制御材

ディーゼル発電機

1,200 

27,400 

2,200 

1,500 

2,400 

4,900 

8,200 

43,000 

1,100 

28,000 

1,300 

503,710 

無電柱化前

無電柱化後

2,2-ジクロロ-1,1,
1-トリフルオロエタン
（HCFC-123）

九
州
電
力
の
環
境
経
営

Ⅰ

http://www.kyuden.co.jp/environment_booklet_action-report16_image.html


27 / 54 28 / 54

←目次へ

■ 土壌汚染対策
　有害物質の土壌への排出、漏洩がないように努めるとと
もに、社有地の売却、用地の購入などにあたっては、自主的
に土壌汚染調査を実施しています。

■ 騒音・振動防止対策
　低騒音・低振動型設備の採用や消音器・防音壁の設置、機
器の屋内への設置などの対策を行っています。また、建設工
事にあたっても、低騒音・低振動型の建設機械を選定するな
どの対策を行っています。

■ 水質保全対策
　火力・原子力発電所では、機器排水を排水処理装置で適
正に処理するとともに、冷却水として使用する海水は、海域
への影響を低減するため、周辺海域の特性に応じた取放水
方式を採用しています。
　水力発電所のダム貯水池では、定期的な水質調査、富栄
養化対策や赤潮処理、濁水発生時の選択取水、周辺の荒廃
山林の整備事業への協力など、水質保全に努めています。

■ PCB（ポリ塩化ビフェニル）
　ＰＣＢ廃棄物には、絶縁材料としてＰＣＢを使用した「高
濃度ＰＣＢ使用電気機器等」と絶縁材料に何らかの原因で
微量のＰＣＢが混入し汚染された「微量ＰＣＢ汚染廃電気
機器等」があります。当社が保有する高濃度ＰＣＢ使用電気
機器等は、2006年度から、JESCO（中間貯蔵・環境安全事業
（株））のＰＣＢ廃棄物処理施設において、計画的に無害化処
理を進めています。
　微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等については、無害化処理の
認定を受けた処分会社にて、2010年度から無害化処理を
開始しています。また、一部の大型機器については、グルー
プ会社での新たに技術開発された洗浄処理の実施に向け、
認定取得の手続きを進めるなど、グループ会社と一体と
なって取り組んでおり、いずれの機器についても、法定期限
までの完了に向け、計画的に無害化処理を進めています。

>> 無電柱化
>> 大気汚染
>> 水質汚濁

>> 環境保全協定
>> SOx（硫黄酸化物）
>> NOx（窒素酸化物）　

>> 富栄養化
>> 赤潮
>> 選択取水

用語集をご覧ください

>> 土壌汚染
>> PRTR（制度）
>> 指定化学物質
>> 石綿（アスベスト）
>> エチルベンゼン

>> 塩化第二鉄
>> キシレン
>> 2,2-ジクロロ-1,1,
　 1-トリフルオロエタン（HCFC-123）
>> スチレン

>> トルエン
>> ブロモトリフルオロメタン
　 （ハロン-1301）
>> ノルマン-ヘキサン
>> ベンゼン

>> メチルナフタレン
>> PCB（ポリ塩化ビフェニル）

用語集をご覧ください

無電柱化の推進
　無電柱化については、都市景観への配慮や安全で快適な
通行空間の確保等を踏まえ、全国大での合意（国土交通省、
関係省庁、電線管理者等）に基づき、1986年度から計画的
に進めています。
　これまでの取組みにより、当社管内では、市街地の幹線道
路等を中心に、約797km（2016年３月末現在）を無電柱化
しました。

大分県内の地中化路線（2015年度整備）

■ 大気汚染対策
　火力発電所における発電に伴い、硫黄酸化物（ＳＯｘ）、窒
素酸化物（ＮＯｘ）等が排出されますが、排煙脱硫装置、排煙
脱硝装置等により可能な限り除去するなど、大気汚染防止
に努めています。
　2015年度の火力発電電力量あたりのSOxとNOxの排出量
は、SOxが0.29g/kWh、NOxは0.24g/kWhとなり、いずれも
2014年度実績から減少しました。これは、

せんだい
川内原子力発電所

の再稼働などにより、石油火力発電所の発電電力量が減少し
たことによるものです。

2. 発電所等の環境保全
大気汚染・水質汚濁・騒音などの防止
　発電所等の設備運用にあたっては、法令はもとより、関係自治体と環境保全協定を締結し、これを遵守しています。また、排ガス
や排水等については、モニタリングの結果を関係自治体に報告するなど、周辺環境についても厳重に管理しています。

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 火力発電所における環境保全対策のイメージ図WEB

単位：g/kWh火力発電電力量あたりのSOx・NOx排出量

（年度）'90 '10
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'15
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出典：［海外］（排 出 量）OECD,OECD.StatExtracts（Environment,Air and Climate）
　　　　　   （発電電力量）IEA,ENERGY BALANCES OF OECD COUNTRIES 2014 EDITION
　　  ［日本］電気事業連合会調べ（10電力+電源開発（株））
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単位：g/kWh世界各国の火力発電電力量あたりのSOx・NOx排出量

九州電力
（'15）

0.240.29

社外ステークホルダーのご意見

都市部だけでなく、地方の
無電柱化も推進してほしい。

Ｐ27　無電柱化の推進

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 土壌調査要領WEB

（注）事業所における年間取扱量1トン以上の第1種指定化学物質（特定第1種指定化
学物質は0.5トン以上）について集計（法に基づく届出値を集計）。

単位：kgPRTR調査実績（2015年度）
物質
番号 排出量取扱量主な用途・発生設備 移動量物質名

エチルベンゼン

塩化第二鉄

キシレン

スチレン

トルエン

ヒドラジン

ブロモトリフルオロメタン

ノルマル－ヘキサン

ベンゼン

ほう素化合物

メチルナフタレン

※：PRTR制度（Pollutant Release and Transfer Register：化学物質排出移動量届出
制度）とは、有害性のある多種多様な化学物質が、どのような発生源から、どれくらい
環境中に排出されたか、あるいは廃棄物に含まれて事業所の外に運び出されたかとい
うデータを把握・集計し、公表する仕組み。

化学物質の管理
　発電所等で取り扱う化学物質については、関係法令に基
づいた適正な管理を行っています。

■ PRTR制度※

　指定化学物質の排出量、移動量を調査、集計するととも
に、自主的に結果を公表しています。

ＰＣＢ廃棄物の保管・管理状況

■ 石綿（アスベスト）
　当社の建物及び設備の一部には、飛散性があるとされる
「吹付け石綿」と、通常状態において飛散性がない「石綿含有
製品」を使用しています。
　吹付け石綿は、関係法令に基づき適切に対策工事を実施
し、すべての使用箇所で飛散防止対策を完了しています。
　石綿含有製品については、定期検査や修繕工事等の機会
に合わせて順次、非石綿製品への取替えを進めています。
　また、建物・設備を解体する際には、法令などに基づいて
飛散防止措置を徹底の上、適切に解体、搬出、処理を行って
います。

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 石綿の使用状況WEB

53

71

80

164

240

300

333

382

392

400

405

438

0 

0 

0 

0
 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

52 

1,200 

0 

2,200 

93
 

2,400 

4,900 

5 

0 

1,100 

36 

0 

2,553 

発電設備塗装

排水処理剤

発電設備塗装

空調機器冷媒

発電設備塗装

発電設備塗装

給水処理剤

消火設備

発電用ボイラー

発電用燃料

原子炉反応度制御材

ディーゼル発電機

1,200 

27,400 

2,200 

1,500 

2,400 

4,900 

8,200 

43,000 

1,100 

28,000 

1,300 

503,710 

無電柱化前

無電柱化後

2,2-ジクロロ-1,1,
1-トリフルオロエタン
（HCFC-123）

九
州
電
力
の
環
境
経
営

Ⅰ

http://www.kyuden.co.jp/environment_booklet_action-report16_action-plan_symbiosis_prevention_index.html
http://www.kyuden.co.jp/environment_activity_asbestos_index.html


29 / 54

←目次へ

30/ 54

社有林（ 山
やま
下
した
池周辺（大分県由

ゆ
布
ふ
市））

希少植物のミズハコベ

移植場所の宮山池

■ 絶滅が危惧される希少動植物の保護に関する取組み
　地球上の生物は、判っているだけで約175万種、未知の生
物も含めると3,000万種とも推測されています。そのうち
毎年４万種が絶滅しているとも言われており、絶滅の脅威
にさらされた野生生物の種の保存は、地球レベルで緊急に
取り組むべき重要な課題となっています。このため、当社で
は九州で絶滅が危惧される身近な動植物の保護に取り組
んでいます。

［敷地造成工事の実施における希少植物への配慮］
　川内原子力発電所は、1号機が2015年9月、2号機が同年
11月にそれぞれ通常運転に復帰しました。
　再稼働への対応として、発電所内における大規模な敷地
造成工事を行った際、造成工事の対象となる区画内に鹿児
島県の準絶滅危惧種に指定されているニガキやタチヤナ
ギ、ミズハコベといった希少植物が生息していたことから、
それらを保護するため、同じく発電所敷地内にある宮山池
周辺への移植を実施しました（ニガキ：10株、タチヤナギ：
25株、ミズハコベ：100株）。
　また、移植後についても、生育状況のモニタリングを実施す
るなど、希少植物の保護に向けた取組みを継続しています。

［社有林によるＣＯ２吸収固定］
　社有林により吸収固定されるＣＯ２は、木材として利用す
るために伐採された木々が固定しているＣＯ２量1.9万トン
を差し引いても、社有林全体で118.3万トンと算定していま
す。

>> 温室効果ガスインベントリ
>> 生物多様性

>> 絶滅危惧種
>> 社有林

>> 水源涵養
>> FSC（森林管理協議会）

>> 森林管理認証
>> 吸収固定用語集をご覧ください

緑地や希少生物の保全
　生物多様性に配慮しつつ九州の豊かな自然を守り続けていく
ため、社有林や発電所緑地の適切な管理や、九州で絶滅が危惧
される身近な動植物を保護するための取組みを推進しています。

単位：万トン-CO２社有林によるCO２吸収固定量

71.971.9
78.078.0

木材として利
用した木々の
CO２固定量
1.9万トン

120.2

118.3118.3117.3117.3 119.4119.4

（注1）森林調査に基づく実測値から日本国温室効果ガスインベントリ算定方法に基づき算定。
（注2）'01年度までのCO２吸収固定量には樹齢15年以下の若木分は含まない。

'14'13'01'91 （年度）'15

■ 社有林等の適正管理
　当社は、水力発電の安定した水源確保を目的として、阿
蘇・くじゅう国立公園区域内を中心に4,447ヘクタールの社
有林を適切に維持管理し、水源

かんよう
涵養やＣＯ２の吸収など、森

林の持つ公益的機能の維持・向上に努めています。2005年
3月には、適正な森林管理が行われていることを認証する
FSC（森林管理協議会）の「森林管理認証」を、国内の電力会
社で初めて取得しました。

社外ステークホルダーのご意見

本当に安全かどうか不安があるので、
管理を徹底してもらいたい。

Ｐ30～31　原子力発電所の放射線管理

>> 放射線
>> 放射性物質

>> 線量（率）
>> シーベルト

>> 環境モニタリング
>> 放射能用語集をご覧ください

出典：当社パンフレット「わたしたちの環境とくらしのために知っておきたい放射線・放射能」

原子力発電所の放射線管理
　原子力発電では、運転に伴い様々な放射線が発生します。
原子力発電所の安全確保のためには、放射線や放射線を出
す放射性物質の管理（放射線管理）が必要です。当社では発
電所で働く人と発電所周辺の環境を守るため厳重な放射線
管理を行っています。

■ 放射線業務従事者の放射線管理
　当社は、放射線業務従事者の被ばく線量を可能な範囲で
極力低減するため、水質管理等による作業場所の線量率の
低減や作業時の遮へいの設置、作業の遠隔化・自動化を
行っています。放射線業務従事者が実際に受けている被ば
く線量は、2015年度実績で平均0.2ミリシーベルトであ
り、法定線量限度の年間50ミリシーベルトを大きく下回っ
ています。

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 原子力発電所の放射線管理WEB

■ 原子力発電所周辺の環境放射線管理
　当社の原子力発電所の運転中にはごく微量の放射性物質
が放出されていますが、これに伴う放射線量は、法令で定め
る限度（年間1ミリシーベルト）や国が定める目標値（年間
0.05ミリシーベルト）を大きく下回る年間0.001ミリシー
ベルト未満となっています。

■ 放射線や放射能の監視
　通常の環境モニタリングに加え、発電所周辺の放射線量を
連続して監視・測定し、当社ホームページでリアルタイムに
データを公開しています。また、当社及び佐賀県、鹿児島県で
は定期的に海水、農作物、海産物などに含まれる放射能を測
定しており、現在まで、原子力発電所の運転による環境への影
響は認められていません。
　なお、全国の空間線量測定結果については、原子力規制
委員会のホームページに掲載されています。

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 リアルタイムデータ（原子力発電所）WEB

日常生活で受ける放射線

せんだい

みやま
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希少植物のミズハコベ

移植場所の宮山池

■ 絶滅が危惧される希少動植物の保護に関する取組み
　地球上の生物は、判っているだけで約175万種、未知の生
物も含めると3,000万種とも推測されています。そのうち
毎年４万種が絶滅しているとも言われており、絶滅の脅威
にさらされた野生生物の種の保存は、地球レベルで緊急に
取り組むべき重要な課題となっています。このため、当社で
は九州で絶滅が危惧される身近な動植物の保護に取り組
んでいます。

［敷地造成工事の実施における希少植物への配慮］
　川内原子力発電所は、1号機が2015年9月、2号機が同年
11月にそれぞれ通常運転に復帰しました。
　再稼働への対応として、発電所内における大規模な敷地
造成工事を行った際、造成工事の対象となる区画内に鹿児
島県の準絶滅危惧種に指定されているニガキやタチヤナ
ギ、ミズハコベといった希少植物が生息していたことから、
それらを保護するため、同じく発電所敷地内にある宮山池
周辺への移植を実施しました（ニガキ：10株、タチヤナギ：
25株、ミズハコベ：100株）。
　また、移植後についても、生育状況のモニタリングを実施す
るなど、希少植物の保護に向けた取組みを継続しています。

［社有林によるＣＯ２吸収固定］
　社有林により吸収固定されるＣＯ２は、木材として利用す
るために伐採された木々が固定しているＣＯ２量1.9万トン
を差し引いても、社有林全体で118.3万トンと算定していま
す。

>> 温室効果ガスインベントリ
>> 生物多様性

>> 絶滅危惧種
>> 社有林

>> 水源涵養
>> FSC（森林管理協議会）

>> 森林管理認証
>> 吸収固定用語集をご覧ください

緑地や希少生物の保全
　生物多様性に配慮しつつ九州の豊かな自然を守り続けていく
ため、社有林や発電所緑地の適切な管理や、九州で絶滅が危惧
される身近な動植物を保護するための取組みを推進しています。

単位：万トン-CO２社有林によるCO２吸収固定量

71.971.9
78.078.0

木材として利
用した木々の
CO２固定量
1.9万トン

120.2

118.3118.3117.3117.3 119.4119.4

（注1）森林調査に基づく実測値から日本国温室効果ガスインベントリ算定方法に基づき算定。
（注2）'01年度までのCO２吸収固定量には樹齢15年以下の若木分は含まない。

'14'13'01'91 （年度）'15

■ 社有林等の適正管理
　当社は、水力発電の安定した水源確保を目的として、阿
蘇・くじゅう国立公園区域内を中心に4,447ヘクタールの社
有林を適切に維持管理し、水源

かんよう
涵養やＣＯ２の吸収など、森

林の持つ公益的機能の維持・向上に努めています。2005年
3月には、適正な森林管理が行われていることを認証する
FSC（森林管理協議会）の「森林管理認証」を、国内の電力会
社で初めて取得しました。

社外ステークホルダーのご意見

本当に安全かどうか不安があるので、
管理を徹底してもらいたい。

Ｐ30～31　原子力発電所の放射線管理

>> 放射線
>> 放射性物質

>> 線量（率）
>> シーベルト

>> 環境モニタリング
>> 放射能用語集をご覧ください

出典：当社パンフレット「わたしたちの環境とくらしのために知っておきたい放射線・放射能」

原子力発電所の放射線管理
　原子力発電では、運転に伴い様々な放射線が発生します。
原子力発電所の安全確保のためには、放射線や放射線を出
す放射性物質の管理（放射線管理）が必要です。当社では発
電所で働く人と発電所周辺の環境を守るため厳重な放射線
管理を行っています。

■ 放射線業務従事者の放射線管理
　当社は、放射線業務従事者の被ばく線量を可能な範囲で
極力低減するため、水質管理等による作業場所の線量率の
低減や作業時の遮へいの設置、作業の遠隔化・自動化を
行っています。放射線業務従事者が実際に受けている被ば
く線量は、2015年度実績で平均0.2ミリシーベルトであ
り、法定線量限度の年間50ミリシーベルトを大きく下回っ
ています。

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 原子力発電所の放射線管理WEB

■ 原子力発電所周辺の環境放射線管理
　当社の原子力発電所の運転中にはごく微量の放射性物質
が放出されていますが、これに伴う放射線量は、法令で定め
る限度（年間1ミリシーベルト）や国が定める目標値（年間
0.05ミリシーベルト）を大きく下回る年間0.001ミリシー
ベルト未満となっています。

■ 放射線や放射能の監視
　通常の環境モニタリングに加え、発電所周辺の放射線量を
連続して監視・測定し、当社ホームページでリアルタイムに
データを公開しています。また、当社及び佐賀県、鹿児島県で
は定期的に海水、農作物、海産物などに含まれる放射能を測
定しており、現在まで、原子力発電所の運転による環境への影
響は認められていません。
　なお、全国の空間線量測定結果については、原子力規制
委員会のホームページに掲載されています。

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 リアルタイムデータ（原子力発電所）WEB

日常生活で受ける放射線

せんだい

みやま

九
州
電
力
の
環
境
経
営

Ⅰ

http://www.kyuden.co.jp/nuclear_radiation_index.html
http://www.kyuden.co.jp/nuclear_real.html
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>> 放射性廃棄物
>> 低レベル放射性廃棄物
>> 固体廃棄物
>> 放射性物質
>> 低レベル放射性廃棄物埋設センター

>> 高レベル放射性廃棄物
>> 使用済燃料
>> 再処理
>> 放射能
>> ガラス固化体

>> 高レベル放射性廃棄物
　 貯蔵管理センター
>> 最終処分
>> PWR（加圧水型）
>> BWR（沸騰水型）

>> 産業廃棄物
>> フィルター・スラッジ

用語集をご覧ください

■ 放射性廃棄物の管理・処理
［低レベル放射性廃棄物］

　原子力発電所から発生する廃棄物のうち、微量の放射性物
質を含むものが「低レベル放射性廃棄物」に分類・管理されます。 
・ 気体状のものは、放射能を減衰させた後、測定を行い、安
全を確認した上で、大気に放出します。 

・ 液体状のものは、処理装置で濃縮水と蒸留水に分け、蒸留水
は、放射能を測定し、安全を確認した上で海へ放出します。 

・ 処理された濃縮廃液は、アスファルトなどで固め、固体状
のものは、焼却や圧縮により容積を減らし、ドラム缶に密
閉します。これらのドラム缶は発電所内の固体廃棄物貯蔵
庫で厳重に保管します。
　その後、日本原燃（株）の低レベル放射性廃棄物埋設セン
ター（青森県

ろっかしょ
六ヶ所村）に搬出・埋設処分され、人間の生活

環境に影響を与えなくなるまで管理されます。

［高レベル放射性廃棄物］

　使用済燃料の再処理過程で発生する高レベル放射性廃
液に、ガラス素材を混ぜてガラス固化体にしたものが「高レ
ベル放射性廃棄物」です。
　この廃棄物は、日本原燃（株）の高レベル放射性廃棄物貯
蔵管理センター（青森県六ヶ所村）で30～50年間冷却のた
め貯蔵した後、最終的に地下300メートルより深い安定し
た地層に処分する方針です。当社分のガラス固化体は、
2016年3月末現在で累計187本が同センターに受け入れ
られています。
　最終処分については、2015年5月に、「特定放射性廃棄物
の最終処分に関する基本方針」が改定されたことにより、国
による科学的有望地の提示のほか、国民理解の増進や地域
の合意形成に向けた取組み、可逆性の担保と回収可能性の
確保などに向けた取組みが進められています。

社外ステークホルダーのご意見

原子力発電所を稼働する以上、
最優先で取り組んでほしい。

Ｐ30～31　原子力発電所の放射線管理

出典：原子力・エネルギー図面集2013（電気事業連合会）

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 廃棄物の処理（原子力発電所）WEB

単位：本（200ℓドラム缶相当）

累計貯蔵量発生量
発電所内 埋設センター

放射性固体廃棄物の発生量、搬出量及び累計貯蔵量
（2016年3月末現在）

玄
げん
海
かい
原子力発電所

川
せん

内
だい

原子力発電所

合　 計

搬出量

40,191（38,862）

23,692（23,053）

63,883（61,915）

9,144（9,144）

320（320）

9,464（9,464）

1,329

639

1,968

0

0

0

（注）（　　）内は、2015年3月末時点。

PWR（加圧水型）

ろ過・脱塩

脱塩

蒸発濃縮

放射性廃棄物として扱う必要のないもの

低レベル放射性廃棄物

紙、布等
焼却、圧縮等で、
容積を減らす

ドラム缶

貯蔵
タンク

（放射性物質の濃度を減衰させる）

低レベル放射性廃棄物
放射性物質の濃度の比較的低い廃棄物

放射性物質の濃度の比較的高い廃棄物
高レベル放射性廃棄物

（施設内に保管）
切断等

ドラム缶
（敷地内に安全に保管）

容器に固化
（敷地内に安全に保管）

フィルター・スラッジ、
使用済イオン交換樹脂

放射化金属
（制御棒や炉内構造物等）

放射性物質の濃度の極めて低い廃棄物（コンクリートや金属等）

蒸留水

濃縮廃液

フィルター 放射性物質の濃度を
測定し、安全を確認

放射性物質の濃度を
測定し、安全を確認

再利用

排気筒から放出

原子力発電所

海へ放出

産業廃棄物と
同様の埋設処分

再利用

素堀り処分

コンクリートピットに埋設処分

地下に埋設処分

地下50～
100m

発電所
建物換気

フィルター

減衰
タンク

BWR（沸騰水型）

活性炭式希ガスホールドアップ装置
（放射性物質の濃度を減衰させる）

原子力発電所

原子力発電所

原子力発電所

気
体

液
体

外
気

固体

原子力発電所の廃棄物処理方法

http://www.kyuden.co.jp/nuclear_radiation_waste.html
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>> 低レベル放射性廃棄物埋設センター

>> 高レベル放射性廃棄物
>> 使用済燃料
>> 再処理
>> 放射能
>> ガラス固化体

>> 高レベル放射性廃棄物
　 貯蔵管理センター
>> 最終処分
>> PWR（加圧水型）
>> BWR（沸騰水型）

>> 産業廃棄物
>> フィルター・スラッジ

用語集をご覧ください

■ 放射性廃棄物の管理・処理
［低レベル放射性廃棄物］

　原子力発電所から発生する廃棄物のうち、微量の放射性物
質を含むものが「低レベル放射性廃棄物」に分類・管理されます。 
・ 気体状のものは、放射能を減衰させた後、測定を行い、安
全を確認した上で、大気に放出します。 

・ 液体状のものは、処理装置で濃縮水と蒸留水に分け、蒸留水
は、放射能を測定し、安全を確認した上で海へ放出します。 

・ 処理された濃縮廃液は、アスファルトなどで固め、固体状
のものは、焼却や圧縮により容積を減らし、ドラム缶に密
閉します。これらのドラム缶は発電所内の固体廃棄物貯蔵
庫で厳重に保管します。
　その後、日本原燃（株）の低レベル放射性廃棄物埋設セン
ター（青森県

ろっかしょ
六ヶ所村）に搬出・埋設処分され、人間の生活

環境に影響を与えなくなるまで管理されます。

［高レベル放射性廃棄物］

　使用済燃料の再処理過程で発生する高レベル放射性廃
液に、ガラス素材を混ぜてガラス固化体にしたものが「高レ
ベル放射性廃棄物」です。
　この廃棄物は、日本原燃（株）の高レベル放射性廃棄物貯
蔵管理センター（青森県六ヶ所村）で30～50年間冷却のた
め貯蔵した後、最終的に地下300メートルより深い安定し
た地層に処分する方針です。当社分のガラス固化体は、
2016年3月末現在で累計187本が同センターに受け入れ
られています。
　最終処分については、2015年5月に、「特定放射性廃棄物
の最終処分に関する基本方針」が改定されたことにより、国
による科学的有望地の提示のほか、国民理解の増進や地域
の合意形成に向けた取組み、可逆性の担保と回収可能性の
確保などに向けた取組みが進められています。

社外ステークホルダーのご意見

原子力発電所を稼働する以上、
最優先で取り組んでほしい。

Ｐ30～31　原子力発電所の放射線管理

出典：原子力・エネルギー図面集2013（電気事業連合会）

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 廃棄物の処理（原子力発電所）WEB

単位：本（200ℓドラム缶相当）

累計貯蔵量発生量
発電所内 埋設センター

放射性固体廃棄物の発生量、搬出量及び累計貯蔵量
（2016年3月末現在）

玄
げん
海
かい
原子力発電所

川
せん

内
だい

原子力発電所

合　 計

搬出量

40,191（38,862）

23,692（23,053）

63,883（61,915）

9,144（9,144）

320（320）

9,464（9,464）

1,329

639

1,968

0

0

0

（注）（　　）内は、2015年3月末時点。
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原子力発電所の廃棄物処理方法



32 / 54 33 / 54

←目次へ

>> 社有林
>> 生物多様性

>> 生態系
>> 絶滅危惧種用語集をご覧ください

社会との協調4

1.くじゅう
ぼう

坊ガツル湿原一帯における環境保全活動と社有林を活用した体験型の環境教育

　くじゅう坊ガツル湿原は、大分県西部に位置し、周囲を
くじゅう

九重連山に囲まれた高原性の湿原（約53ヘクタール）で
す。多様な地質・地形を反映した希少な生態系を有するこ
となどから、2005年に国際的に重要な湿地の保全を目的
とする「ラムサール条約」に登録されています。
　地域環境との共生を目的に、2000年から16年間にわ
たり、環境省や

たけた

竹田市、「九重の自然を守る会」などの地域
の方々と協働で、坊ガツル湿原の生態系を保全するため
の「野焼き活動」を実施しています。この取組みにより、
2014年の「阿蘇くじゅう国立公園指定80周年記念式典」
において、環境省九州地方環境事務所長表彰を受けまし
た。
　また、坊ガツル湿原の外部から持ち込まれた外来種(植
物)の駆除活動や、貴重な自然環境を活用した次世代層へ
の環境教育のほか、隣接する平

ひい
治
じ
岳（当社社有地）におい

ても、近年衰退傾向にある「ミヤマキリシマ」の保護や登
山道の整備活動を実施しています。

■ 野焼き活動
　かん木や雑草が茂ることを防ぎ、植物の新しい芽立ちを
促すことで、湿原の環境を維持する野焼き活動を実施して
います。
　2015年度は、3月26日に実施し、当社社員を含む113
名のボランティアの方々に参加いただきました。

■ ミヤマキリシマの保護・登山道整備活動
　ミヤマキリシマ（大分県準絶滅危惧種）の植生に支障と
なる木（ノリウツギ等）を伐採し、生物多様性を保全する
ための活動を実施しています。
　2015年度は、11月12日に実施し、当社社員やＯＢを
含む94名のボランティアの方々に参加いただきました。

野焼きの様子 炎が広がる様子

外来種(植物)駆除の様子 自然観察会の様子

ミヤマキリシマ保護活動の様子 平治岳に咲くミヤマキリシマ（6月頃）

「木工教室」の様子

「林業体験」の様子

「森林観察」の様子

社有林を活用した体験型の環境教育
　当社は、大分県を中心に4,447ヘクタール（福岡ヤフオ
クドーム約630個分）の社有林を保有しています。この豊
かな自然環境を活用し、グループ会社の九州林産(株)等と
協力しながら、体験型の環境教育を行っています。
　「林業体験」では、子どもたちが森を守るために必要な
間
かん
伐
ばつ
や枝打ち、植樹などを体験し、「森林観察」では、大分

県の「次世代の大分森林づくりモデル林」に指定された森
の見学や、様々な植物を観察します。また、「木工教室」で
は、社有林の間伐材を活用し、えんぴつや木の黒板づくり
に挑戦できるなど、子どもたちの環境への気づきにつな
がる様々なプログラムの提供に努めています。

「九電みらい財団」の設立
　地域の皆さまの期待に応え、地域の課題解決に貢献す
る活動を更に充実させるため、「環境活動」と「次世代育成
支援」を行う「九電みらい財団」を2016年5月に設立しま
した。
　今後は、本財団が「くじゅう坊ガツル湿原一帯における
環境保全活動」や「社有林を活用した体験型の環境教育」
の主体となり、活動内容の充実を図るとともに、地域の諸
団体の皆さまが実施する次世代育成支援活動に対して、
助成を行っていくこととしています。
九電みらい財団のホームページはこちら

>> 地球温暖化
用語集をご覧ください

くじゅう坊ガツル湿原一帯における環境保全活動
■ 外来種（植物）駆除活動・次世代層への環境教育
　湿原の生態系を維持するため、外来植物を手作業で除
草しています。
　2015年度は、8月4日に実施し、当社社員や家族を含む
33名のボランティアの方々に参加いただきました。
　また、作業終了後には、活動に参加した子どもたちを対
象に自然観察会を開催しました。
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　2015年11月、くじゅう坊ガツル湿原一帯における環境保全活動のボラン
ティアに参加しました。当日は、地域の自然保護団体や環境省などの方々と一
緒に、ミヤマキリシマの生育に支障となる木々の伐採を行いました。初めての
経験でしたが、春に見られる一面のピンクの絨毯を想像しながら楽しく参加
することができました。
　2016年5月末に平 治岳に登った時には、
ミヤマキリシマがとても綺麗に咲き誇って
いました。ボランティアの成果の表れだと
思うと、とても嬉しかったです。これからも
ぜひこの活動に参加したいと思います。

春にピンクの
じゅうたん
絨毯が見られることを

願って、活動に参加しました

立地本部 再生可能エネルギー・
内燃力立地グループ

天 本 美 希
あま もと み　　き

>>私の環境アクション

作業後の集合写真

>>私の環境アクション

　九州林産㈱では、九州電力社有林にある山下池周辺（大分
県由

ゆ
布
ふ
市）に「環境活動の場」を整備し、九電みらい財団とと

もに、次世代層を中心とする環境学習に取り組んでいます。
　実施にあたっては、社有林管理で培った環境保全技術と、
都市公園等公共施設の運営・管理業務におけるイベント開
催などで習得した「自然を学び楽しむノウハウ」を最大限に
活用し、地球温暖化の現状や適正に管理された森林の働き
（水源涵

かん
養
よう
機能・ＣＯ２抑制効果・防災機能など）に関する講

話とともに、間伐体験や希少植物の自然観察会などのフィ
ールドワークを組み合わせることを心掛けています。
　参加した子供たちは、講話で学んだ事を実際に見て体験
することで、楽しみながら理解を深めており、「また参加し
たい」との声もいただきました。
　今後も本活動を通じて、社有林の環境価値や環境保全へ
の理解促進に努めていきます。

子どもたちの目の輝きを励みに、
社有林の環境価値を一生懸命
伝えています
九州林産㈱林業部
森林経営グループ
さか　　い　　　　ひろし

酒井　宏

地域と連携した活動は、今後とても重要に
なると感じる。

社外ステークホルダーのご意見

Ｐ32～33　くじゅう坊ガツル湿原ー帯における
環境保全活動と社有林を活用した環境教育
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>> 社有林
>> 生物多様性

>> 生態系
>> 絶滅危惧種用語集をご覧ください

社会との協調4

1.くじゅう
ぼう

坊ガツル湿原一帯における環境保全活動と社有林を活用した体験型の環境教育

　くじゅう坊ガツル湿原は、大分県西部に位置し、周囲を
くじゅう

九重連山に囲まれた高原性の湿原（約53ヘクタール）で
す。多様な地質・地形を反映した希少な生態系を有するこ
となどから、2005年に国際的に重要な湿地の保全を目的
とする「ラムサール条約」に登録されています。
　地域環境との共生を目的に、2000年から16年間にわ
たり、環境省や

たけた

竹田市、「九重の自然を守る会」などの地域
の方々と協働で、坊ガツル湿原の生態系を保全するため
の「野焼き活動」を実施しています。この取組みにより、
2014年の「阿蘇くじゅう国立公園指定80周年記念式典」
において、環境省九州地方環境事務所長表彰を受けまし
た。
　また、坊ガツル湿原の外部から持ち込まれた外来種(植
物)の駆除活動や、貴重な自然環境を活用した次世代層へ
の環境教育のほか、隣接する平

ひい
治
じ
岳（当社社有地）におい

ても、近年衰退傾向にある「ミヤマキリシマ」の保護や登
山道の整備活動を実施しています。

■ 野焼き活動
　かん木や雑草が茂ることを防ぎ、植物の新しい芽立ちを
促すことで、湿原の環境を維持する野焼き活動を実施して
います。
　2015年度は、3月26日に実施し、当社社員を含む113
名のボランティアの方々に参加いただきました。

■ ミヤマキリシマの保護・登山道整備活動
　ミヤマキリシマ（大分県準絶滅危惧種）の植生に支障と
なる木（ノリウツギ等）を伐採し、生物多様性を保全する
ための活動を実施しています。
　2015年度は、11月12日に実施し、当社社員やＯＢを
含む94名のボランティアの方々に参加いただきました。

野焼きの様子 炎が広がる様子

外来種(植物)駆除の様子 自然観察会の様子

ミヤマキリシマ保護活動の様子 平治岳に咲くミヤマキリシマ（6月頃）

「木工教室」の様子

「林業体験」の様子

「森林観察」の様子

社有林を活用した体験型の環境教育
　当社は、大分県を中心に4,447ヘクタール（福岡ヤフオ
クドーム約630個分）の社有林を保有しています。この豊
かな自然環境を活用し、グループ会社の九州林産(株)等と
協力しながら、体験型の環境教育を行っています。
　「林業体験」では、子どもたちが森を守るために必要な
間
かん
伐
ばつ
や枝打ち、植樹などを体験し、「森林観察」では、大分

県の「次世代の大分森林づくりモデル林」に指定された森
の見学や、様々な植物を観察します。また、「木工教室」で
は、社有林の間伐材を活用し、えんぴつや木の黒板づくり
に挑戦できるなど、子どもたちの環境への気づきにつな
がる様々なプログラムの提供に努めています。

「九電みらい財団」の設立
　地域の皆さまの期待に応え、地域の課題解決に貢献す
る活動を更に充実させるため、「環境活動」と「次世代育成
支援」を行う「九電みらい財団」を2016年5月に設立しま
した。
　今後は、本財団が「くじゅう坊ガツル湿原一帯における
環境保全活動」や「社有林を活用した体験型の環境教育」
の主体となり、活動内容の充実を図るとともに、地域の諸
団体の皆さまが実施する次世代育成支援活動に対して、
助成を行っていくこととしています。
九電みらい財団のホームページはこちら

>> 地球温暖化
用語集をご覧ください

くじゅう坊ガツル湿原一帯における環境保全活動
■ 外来種（植物）駆除活動・次世代層への環境教育
　湿原の生態系を維持するため、外来植物を手作業で除
草しています。
　2015年度は、8月4日に実施し、当社社員や家族を含む
33名のボランティアの方々に参加いただきました。
　また、作業終了後には、活動に参加した子どもたちを対
象に自然観察会を開催しました。

九
州
電
力
の
環
境
経
営

Ⅰ

　2015年11月、くじゅう坊ガツル湿原一帯における環境保全活動のボラン
ティアに参加しました。当日は、地域の自然保護団体や環境省などの方々と一
緒に、ミヤマキリシマの生育に支障となる木々の伐採を行いました。初めての
経験でしたが、春に見られる一面のピンクの絨毯を想像しながら楽しく参加
することができました。
　2016年5月末に平 治岳に登った時には、
ミヤマキリシマがとても綺麗に咲き誇って
いました。ボランティアの成果の表れだと
思うと、とても嬉しかったです。これからも
ぜひこの活動に参加したいと思います。

春にピンクの
じゅうたん
絨毯が見られることを

願って、活動に参加しました

立地本部 再生可能エネルギー・
内燃力立地グループ

天 本 美 希
あま もと み　　き

>>私の環境アクション

作業後の集合写真

>>私の環境アクション

　九州林産㈱では、九州電力社有林にある山下池周辺（大分
県由

ゆ
布
ふ
市）に「環境活動の場」を整備し、九電みらい財団とと

もに、次世代層を中心とする環境学習に取り組んでいます。
　実施にあたっては、社有林管理で培った環境保全技術と、
都市公園等公共施設の運営・管理業務におけるイベント開
催などで習得した「自然を学び楽しむノウハウ」を最大限に
活用し、地球温暖化の現状や適正に管理された森林の働き
（水源涵

かん
養
よう
機能・ＣＯ２抑制効果・防災機能など）に関する講

話とともに、間伐体験や希少植物の自然観察会などのフィ
ールドワークを組み合わせることを心掛けています。
　参加した子供たちは、講話で学んだ事を実際に見て体験
することで、楽しみながら理解を深めており、「また参加し
たい」との声もいただきました。
　今後も本活動を通じて、社有林の環境価値や環境保全へ
の理解促進に努めていきます。

子どもたちの目の輝きを励みに、
社有林の環境価値を一生懸命
伝えています
九州林産㈱林業部
森林経営グループ
さか　　い　　　　ひろし

酒井　宏

地域と連携した活動は、今後とても重要に
なると感じる。

社外ステークホルダーのご意見
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環境保全活動と社有林を活用した環境教育
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エコ・マザー活動の様子

活動実績（2015年度）

これまでの実績（2001～ 2015年度）
「九電の森ひとよし」での植樹活動の様子

森の講話の様子

は 10万本以上 は 5万本以上
は　1万本以上 （累計）

は 3万本以上
は 5千本以上

油
あぶら

木
ぎ

ダム周辺の
森づくり
（福岡県田

た

川
がわ

郡）
［'01～'04年度］

女
おな

子
ご

畑
はた

いこいの
森づくり
（大分県日

ひ

田
た

市）
［'01～'03年度］ 

雲
うん

仙
ぜん

・普
ふ

賢
げん

の森
植林ボランティア
（長崎県島

しま

原
ばら

市）
［'01～'10年度］

田
た

野
の

町水源涵
かん

養
よう

の
森林づくり
（宮崎県宮崎市）
［'04～'05年度］

響灘・鳥がさえずる緑の回廊
（福岡県北九州市）
［'05～'12年度］

古賀市
ふるさとの森づくり
（福岡県古賀市）
［'01～'11年度］

九州ふるさとの森づくり
～喜

き

入
いれ

植林ボランティア～
（鹿児島県鹿児島市）［'07～'10年度］

九州ふるさとの森づくり
「九電の森ひとよし」
（熊本県人

ひと

吉
よし

市）［'11～'12、15年度］

綾
あや

町ふるさと
照葉樹の森づくり
（宮崎県東諸県郡）
［'06年度］

ひがしもろかた

こ　が

九州ふるさとの森づくり
in大町町（佐賀県杵

き

島
しま

郡）
［'07～'08、'11年度］

おお まち

九州ふるさとの森づくり
「吹上浜植林ボランティア」
（鹿児島県南さつま市）
［'01～'06、'11年度］

ふきあげはま

北九州
福岡
熊本

北九州他

植樹
活動

育林
活動

合　計

計画名地 区 参加者数(人)
響灘・鳥がさえずる緑の回廊　第11回植樹会
森と海の再生交流事業植樹祭
九州ふるさとの森づくり「九電の森ひとよし」

「響灘・鳥がさえずる緑の回廊（北九州市）」など
２か所で下草刈りを実施

５か所（植樹３か所、育林活動２か所）

1,119
191
250

186

1,746

実施箇所数

植樹本数

参加者数

延べ642か所

約117万本

延べ約15万人

ひびきなだ

社外ステークホルダーのご意見

子どもたちへの環境教育の一環として、
出前授業などにもっと力を入れてほしい

Ｐ34　次世代層へのエネルギー・環境教育の展開

エコ・マザーによる環境教育支援
　子どもたちへの環境教育支援とご家庭における環境教
育の担い手である保護者の皆さまへの環境情報提供を目
的として、「エコ・マザー活動」を展開しています。
　この活動は、九州各地で、地域のお母さま方が「エコ・マ
ザー」として保育園などを訪問し、環境問題への「気づき」
となる環境紙芝居の読み聞かせなどを行うことを通じ、
小さなお子さまに環境に配慮することの大切さを伝える
活動です。
　2015年度は245回の活動を行い、約18,700名のお子
さまや保護者の皆さまにご参加いただきました。
　なお、これまでの13年間で、計3,100回以上実施し、約
22万名の皆さまにご参加いただいています。

小・中学校等での出前授業
　エネルギー・環境問題などについて、楽しみながら学ん
でもらうことを目的に、九州各地で出前授業を実施して
います。2015年度は、小・中学校等で489回の出前授業を
実施し、約19,700名の子どもたちとエネルギーや環境に
ついて考えました。

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 エコ・マザー活動WEB

2. 次世代層へのエネルギー・環境教育の展開
　「九電みらいの学校」※の一環として、エネルギー・環境への関心を育む活動を、九州各地で展開しています。
※：エネルギー・環境教育をはじめ、文化・芸術・スポーツの分野において、様々な活動を行う次世代層支援プロジェクト。

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 九電みらいの学校WEB

出前授業の様子

>> エネルギー・環境教育
用語集をご覧ください

森を楽しみながら学ぶイベント「Play Forest」
　2016年度から「Play Forest」と題して、九州各地の森
で「学ぶ」「守る」「楽しむ」の要素を織り込んだ環境活動を
実施しています。2016年５月、

あぶら
油  

やま
山市民の森（福岡市）に

おいて第１回を開催し、小学生とその家族、約550名に、
森の講話や森林保全体験、木工品作りなどのワーク
ショップを体験していただきました。今後も、環境につい
て楽しみながら学ぶ機会を九州各地で提供することで、
子どもたちに環境を大切にする心を育んでもらいたいと
考えています。

>>低炭素社会
>>生物多様性

>>水源涵養
用語集をご覧ください

3. 九州ふるさとの森づくり
　当社創立50周年を記念して2001年度から取り組んでいる九州ふるさとの森づくりでは、低炭素社会の実現や生物多様
性の保全を目的に、九州各地で植樹や育林活動を展開してきました。
　2015年度は、約1,700名の皆さまのご協力により、3か所でボランティアによる植樹・育林活動を実施しました。これま
での15年間で、およそ117万本を植樹し、延べ約15万人の方々にご参加いただきました。

これまでの主な植樹箇所「子どもたちと一緒に
  学んでいます」
佐賀営業センター佐賀営業所　
営業運営グループ

>>私の環境アクション

　2015年８月、佐賀県・佐賀市が主催したイベント「地球に
触れる夏休みin佐賀

や ま と
大和」において、小学生を対象とした出

前授業を行い、私を含む営業所の若手社員５名が講師に初
挑戦しました。
　最初は不安でいっぱいでしたが、先輩方の力を借りなが
ら、小学生にもわかりやすい説明方法や興味をもってもら
う工夫など、充実した授業に向けて準備を進めました。
　当日、私たちの説明や実験を通して、参加した子どもたち
が楽しみながら環境への理解を深めてくれている姿を見
て、とても嬉しく感じるとともに、自信につながりました。
　現在、私はこの経験を活かし、佐賀エリアの女性社員で構
成する『女性理解活動チーム』の一員として、省エネ講座や
出前授業を実施しています。引き続き、参加していただいた
お客さまや子
ど も た ち と
「一緒に学ん
でいく」とい
う意識を持っ
て取り組みた
いと思います。

はま　ぐち　　 　　ゆ     か      り

濱口  由香梨
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詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照） 九州ふるさとの森づくりWEB

http://www.kyuden.co.jp/mirai_index.html
http://www.kyuden.co.jp/environment_activity_mother_index.html
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エコ・マザー活動の様子

活動実績（2015年度）

これまでの実績（2001～ 2015年度）
「九電の森ひとよし」での植樹活動の様子

森の講話の様子

は 10万本以上 は 5万本以上
は　1万本以上 （累計）

は 3万本以上
は 5千本以上
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（福岡県北九州市）
［'05～'12年度］

古賀市
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（福岡県古賀市）
［'01～'11年度］

九州ふるさとの森づくり
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き

入
いれ

植林ボランティア～
（鹿児島県鹿児島市）［'07～'10年度］

九州ふるさとの森づくり
「九電の森ひとよし」
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ひと

吉
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（宮崎県東諸県郡）
［'06年度］
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in大町町（佐賀県杵

き

島
しま

郡）
［'07～'08、'11年度］

おお まち

九州ふるさとの森づくり
「吹上浜植林ボランティア」
（鹿児島県南さつま市）
［'01～'06、'11年度］

ふきあげはま

北九州
福岡
熊本

北九州他

植樹
活動

育林
活動

合　計

計画名地 区 参加者数(人)
響灘・鳥がさえずる緑の回廊　第11回植樹会
森と海の再生交流事業植樹祭
九州ふるさとの森づくり「九電の森ひとよし」

「響灘・鳥がさえずる緑の回廊（北九州市）」など
２か所で下草刈りを実施

５か所（植樹３か所、育林活動２か所）

1,119
191
250

186

1,746

実施箇所数

植樹本数

参加者数

延べ642か所

約117万本

延べ約15万人

ひびきなだ

社外ステークホルダーのご意見

子どもたちへの環境教育の一環として、
出前授業などにもっと力を入れてほしい

Ｐ34　次世代層へのエネルギー・環境教育の展開

エコ・マザーによる環境教育支援
　子どもたちへの環境教育支援とご家庭における環境教
育の担い手である保護者の皆さまへの環境情報提供を目
的として、「エコ・マザー活動」を展開しています。
　この活動は、九州各地で、地域のお母さま方が「エコ・マ
ザー」として保育園などを訪問し、環境問題への「気づき」
となる環境紙芝居の読み聞かせなどを行うことを通じ、
小さなお子さまに環境に配慮することの大切さを伝える
活動です。
　2015年度は245回の活動を行い、約18,700名のお子
さまや保護者の皆さまにご参加いただきました。
　なお、これまでの13年間で、計3,100回以上実施し、約
22万名の皆さまにご参加いただいています。

小・中学校等での出前授業
　エネルギー・環境問題などについて、楽しみながら学ん
でもらうことを目的に、九州各地で出前授業を実施して
います。2015年度は、小・中学校等で489回の出前授業を
実施し、約19,700名の子どもたちとエネルギーや環境に
ついて考えました。

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 エコ・マザー活動WEB

2. 次世代層へのエネルギー・環境教育の展開
　「九電みらいの学校」※の一環として、エネルギー・環境への関心を育む活動を、九州各地で展開しています。
※：エネルギー・環境教育をはじめ、文化・芸術・スポーツの分野において、様々な活動を行う次世代層支援プロジェクト。

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 九電みらいの学校WEB

出前授業の様子

>> エネルギー・環境教育
用語集をご覧ください

森を楽しみながら学ぶイベント「Play Forest」
　2016年度から「Play Forest」と題して、九州各地の森
で「学ぶ」「守る」「楽しむ」の要素を織り込んだ環境活動を
実施しています。2016年５月、

あぶら
油  

やま
山市民の森（福岡市）に

おいて第１回を開催し、小学生とその家族、約550名に、
森の講話や森林保全体験、木工品作りなどのワーク
ショップを体験していただきました。今後も、環境につい
て楽しみながら学ぶ機会を九州各地で提供することで、
子どもたちに環境を大切にする心を育んでもらいたいと
考えています。

>>低炭素社会
>>生物多様性

>>水源涵養
用語集をご覧ください

3. 九州ふるさとの森づくり
　当社創立50周年を記念して2001年度から取り組んでいる九州ふるさとの森づくりでは、低炭素社会の実現や生物多様
性の保全を目的に、九州各地で植樹や育林活動を展開してきました。
　2015年度は、約1,700名の皆さまのご協力により、3か所でボランティアによる植樹・育林活動を実施しました。これま
での15年間で、およそ117万本を植樹し、延べ約15万人の方々にご参加いただきました。

これまでの主な植樹箇所「子どもたちと一緒に
  学んでいます」
佐賀営業センター佐賀営業所　
営業運営グループ

>>私の環境アクション

　2015年８月、佐賀県・佐賀市が主催したイベント「地球に
触れる夏休みin佐賀

や ま と
大和」において、小学生を対象とした出

前授業を行い、私を含む営業所の若手社員５名が講師に初
挑戦しました。
　最初は不安でいっぱいでしたが、先輩方の力を借りなが
ら、小学生にもわかりやすい説明方法や興味をもってもら
う工夫など、充実した授業に向けて準備を進めました。
　当日、私たちの説明や実験を通して、参加した子どもたち
が楽しみながら環境への理解を深めてくれている姿を見
て、とても嬉しく感じるとともに、自信につながりました。
　現在、私はこの経験を活かし、佐賀エリアの女性社員で構
成する『女性理解活動チーム』の一員として、省エネ講座や
出前授業を実施しています。引き続き、参加していただいた
お客さまや子
ど も た ち と
「一緒に学ん
でいく」とい
う意識を持っ
て取り組みた
いと思います。

はま　ぐち　　 　　ゆ     か      り

濱口  由香梨
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詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照） 九州ふるさとの森づくりWEB

http://www.kyuden.co.jp/environment_activity_forest_index.html
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地域に貢献できる活動をこれまで以上に
増やしてもらいたい。

Ｐ36　環境月間における取組み

>> 環境月間
>> 環境コミュニケーション

>> 地球温暖化
用語集をご覧ください

4. 環境月間における取組み
　毎年6月の1か月間は、「環境月間」として全国で様々な行事が実施されています。当社においても、環境コミュニケー
ションを推進するための諸行事を展開しており、2015年度は、「きゅうでん環境月間エコチャレンジ2015～つたえよ
う！私たちの思い、地域とともに～」をテーマに、省エネ・節電へのご協力のお願いや、次世代層向けの環境教育などを九州
各地で実施しました。

■ 省エネ・節電（街頭キャンペーンほか）
　街頭やお客さま対象の節電教室などにおいて、省エネ・
節電へのご協力のお願いを83事業所で実施しました。ま
た、当社の省エネへの取組みとして、22事業所でグリー
ンカーテンを設置しました。

■ 次世代層向けの環境教育
　地域の小・中学校において、環境やエネルギーに関する
出前授業や稚

ち
魚
ぎょ
放流体験など、次世代層向けの環境教育

を19事業所で実施しました。

■ 環境講演会
　地球温暖化問題の動向と地域における環境への取組み
をテーマに、ＮＰＯ法人国際環境経済研究所理事・主席研
究員の竹内純子氏ほか３名の講師による講演会を開催
し、105名の方々に参加していただきました。

節電街頭キャンペーンの様子（長崎支社）

稚魚放流体験の様子（耳川水力整備事務所ほか）

竹内氏による講演会の様子

>> 環境経営
>> コンプライアンス
>> エネルギー管理士

>> エネルギー管理員
>> 公害防止管理者（公害防止主任管理者）
>> 廃棄物処理施設技術管理者

>> 特別管理産業廃棄物管理責任者
用語集をご覧ください

1. 環境に関する法規制遵守の状況
　2015年度に主要な環境関連の法令等に基づく改善勧告・命令や罰則の適用を受けた事例はありません。

2. 社員の環境意識高揚
　環境に関する研修や社内外講師による環境講演会などを積極的に実施し、社員一人ひとりの環境意識高揚を図っています。

環境業務の担当者を対象とする研修・講演会
　事業所の環境業務の担当者を対象に、環境経営の推進
やコンプライアンスに必要な知識の習得など、環境業務
全般に係る社内研修を行っています。2015年度は環境業
務を担当する初任者を対象とした研修を2回実施し、322
人が受講しました。また、環境に関する社外の研修・講演
会にも積極的に参加しており、2015年度は、21事業所で
121人の社員が参加しました。さらに環境月間において
も社内外講師による社員向け講習会を10事業所で実施
し、283人の社員が聴講しました。

環境関連の専門家育成
　エネルギー管理士や公害防止管理者など、社員の環境
関連の資格取得を支援しています。

環境管理の推進5

社員への環境情報の提供
　社内テレビ・新聞や社内イントラネットを活用し、社員
への積極的な環境情報提供を行っています。

■ 環境イントラネット

　社内のパソコンネットワークを活用して、環境専門の情報デー
タベースを構築し、社員の環境意識の高揚や環境活動の実践、
管理者の支援等に役立てています。

社外講師による環境講演会（鹿屋営業所）

環境イントラネット

資格名 保有者数

エネルギー管理士

エネルギー管理員

公害防止管理者（公害防止主任管理者を含む）

廃棄物処理施設技術管理者

特別管理産業廃棄物管理責任者

単位：人資格保有者数（2016年3月末現在）

734

54

719

199

562
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>>私の環境アクション

　宮崎県を流れる「耳
みみ
川
かわ
」は、豊富な水に恵まれており、古

くから水力発電が行われています。当事務所では、この耳
川流域での浸水被害を低減するため、山須原ダム・西郷ダ
ムの改造工事を行っています。
　今回、私たちは、この耳川における環境保護活動の一環
として、漁協の方々との協働により、地元の小学校や保育
所の子どもたちと鮎などの稚魚放流体験を行いました。子
どもたちは、バケツから飛び出す稚魚に驚きながらも、「早
く大きくなってね」と放流した稚魚を嬉しそうに見送って
いました。
　苦労もありましたが、後日、保育所を訪問した時に
「あっ！お魚のおじさん達だ」と手を振ってくれた園児た
ちを見て、この子どもたちが大きくなっても「耳川はいい
川だ」と言ってくれたらいいなと感じました。今後も耳川
の環境保護活動に取り組んでいきたいと思います。

稚魚放流体験に
参加して
耳川水力整備事務所　防災・環境グループ

田 上 英 二
たの　　　うえ　　えい　　じ

やますばる さいごう

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照） 環境月間WEB

社外の研修等の参加者が多いことに驚いた。
その成果が出ることを期待している。

社外ステークホルダーのご意見

Ｐ37　環境業務の担当者を対象とする研修・講演会

http://www.kyuden.co.jp/environment_monthly.html
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地域に貢献できる活動をこれまで以上に
増やしてもらいたい。

Ｐ36　環境月間における取組み

>> 環境月間
>> 環境コミュニケーション

>> 地球温暖化
用語集をご覧ください

4. 環境月間における取組み
　毎年6月の1か月間は、「環境月間」として全国で様々な行事が実施されています。当社においても、環境コミュニケー
ションを推進するための諸行事を展開しており、2015年度は、「きゅうでん環境月間エコチャレンジ2015～つたえよ
う！私たちの思い、地域とともに～」をテーマに、省エネ・節電へのご協力のお願いや、次世代層向けの環境教育などを九州
各地で実施しました。

■ 省エネ・節電（街頭キャンペーンほか）
　街頭やお客さま対象の節電教室などにおいて、省エネ・
節電へのご協力のお願いを83事業所で実施しました。ま
た、当社の省エネへの取組みとして、22事業所でグリー
ンカーテンを設置しました。

■ 次世代層向けの環境教育
　地域の小・中学校において、環境やエネルギーに関する
出前授業や稚

ち
魚
ぎょ
放流体験など、次世代層向けの環境教育

を19事業所で実施しました。

■ 環境講演会
　地球温暖化問題の動向と地域における環境への取組み
をテーマに、ＮＰＯ法人国際環境経済研究所理事・主席研
究員の竹内純子氏ほか３名の講師による講演会を開催
し、105名の方々に参加していただきました。

節電街頭キャンペーンの様子（長崎支社）

稚魚放流体験の様子（耳川水力整備事務所ほか）

竹内氏による講演会の様子

>> 環境経営
>> コンプライアンス
>> エネルギー管理士

>> エネルギー管理員
>> 公害防止管理者（公害防止主任管理者）
>> 廃棄物処理施設技術管理者

>> 特別管理産業廃棄物管理責任者
用語集をご覧ください

1. 環境に関する法規制遵守の状況
　2015年度に主要な環境関連の法令等に基づく改善勧告・命令や罰則の適用を受けた事例はありません。

2. 社員の環境意識高揚
　環境に関する研修や社内外講師による環境講演会などを積極的に実施し、社員一人ひとりの環境意識高揚を図っています。

環境業務の担当者を対象とする研修・講演会
　事業所の環境業務の担当者を対象に、環境経営の推進
やコンプライアンスに必要な知識の習得など、環境業務
全般に係る社内研修を行っています。2015年度は環境業
務を担当する初任者を対象とした研修を2回実施し、322
人が受講しました。また、環境に関する社外の研修・講演
会にも積極的に参加しており、2015年度は、21事業所で
121人の社員が参加しました。さらに環境月間において
も社内外講師による社員向け講習会を10事業所で実施
し、283人の社員が聴講しました。

環境関連の専門家育成
　エネルギー管理士や公害防止管理者など、社員の環境
関連の資格取得を支援しています。

環境管理の推進5

社員への環境情報の提供
　社内テレビ・新聞や社内イントラネットを活用し、社員
への積極的な環境情報提供を行っています。

■ 環境イントラネット

　社内のパソコンネットワークを活用して、環境専門の情報デー
タベースを構築し、社員の環境意識の高揚や環境活動の実践、
管理者の支援等に役立てています。

社外講師による環境講演会（鹿屋営業所）

環境イントラネット

資格名 保有者数

エネルギー管理士

エネルギー管理員

公害防止管理者（公害防止主任管理者を含む）

廃棄物処理施設技術管理者

特別管理産業廃棄物管理責任者

単位：人資格保有者数（2016年3月末現在）
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>>私の環境アクション

　宮崎県を流れる「耳
みみ
川
かわ
」は、豊富な水に恵まれており、古

くから水力発電が行われています。当事務所では、この耳
川流域での浸水被害を低減するため、山須原ダム・西郷ダ
ムの改造工事を行っています。
　今回、私たちは、この耳川における環境保護活動の一環
として、漁協の方々との協働により、地元の小学校や保育
所の子どもたちと鮎などの稚魚放流体験を行いました。子
どもたちは、バケツから飛び出す稚魚に驚きながらも、「早
く大きくなってね」と放流した稚魚を嬉しそうに見送って
いました。
　苦労もありましたが、後日、保育所を訪問した時に
「あっ！お魚のおじさん達だ」と手を振ってくれた園児た
ちを見て、この子どもたちが大きくなっても「耳川はいい
川だ」と言ってくれたらいいなと感じました。今後も耳川
の環境保護活動に取り組んでいきたいと思います。

稚魚放流体験に
参加して
耳川水力整備事務所　防災・環境グループ

田 上 英 二
たの　　　うえ　　えい　　じ

やますばる さいごう

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照） 環境月間WEB

社外の研修等の参加者が多いことに驚いた。
その成果が出ることを期待している。

社外ステークホルダーのご意見

Ｐ37　環境業務の担当者を対象とする研修・講演会



38 / 54 39 / 54

←目次へ

集計範囲：九州電力株式会社　対象期間：2015年4月1日～2016年3月31日　単位：億円

環境活動の分類 主な活動 効果金額

地球環境保全

資源循環

法定負担金の節減

合　　　　計

不用品有価物の売却

リサイクルの実施による最終処分等処理費の節減

SOx排出量の低減による汚染負荷量賦課金の節減※4

廃棄物対策

廃棄物減量

地球温暖化防止 火力発電所の熱効率向上による燃料費節減※1
送配電ロス低減※1、2・省エネルギー※2・低公害車導入※3による燃料費等の節減

（注）四捨五入のため合計値が合わないことがある。
※1：2013年度値をベースラインとして算出（2020年以降の国の温室効果ガス削減目標にあわせ、基準年度を1990年度から2013年度へ変更）。
※2：送配電ロス低減効果や省エネ設備対策効果（kWh）に全電源平均原価（可変費）を乗じて算出。
※3：電気自動車（プラグインハイブリッド車を含む）、ハイブリッド車及び低燃費車の導入を行わなかった場合をベースラインとして算出。
※4：SOx低減量に汚染負荷量賦課金単価を乗じて算出。

※：産業廃棄物については、2008年度より都道府県知事の免許を受けて行っている公有水面埋立工事に用いる石炭灰が “土地造成材（リサイクル材）”に該当するという国の新解釈を得た
ことから、産業廃棄物の環境効率性の基準年度を2008年度とした。

20152014

122.1

24.6

1.6

66.7

29.1

CO２、SOx、NOxの環境効率性の推移（販売電力量ベース）

CO２ SOx NOx

産業廃棄物の環境効率性の推移（販売電力量ベース）
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集計範囲：九州電力株式会社　対象期間：2015年4月1日～2016年3月31日　単位：億円

単位：億円

地球温暖化防止、オゾン層保護
大気汚染・水質汚濁・騒音・振動防止
産業廃棄物※1・一般廃棄物・放射性廃棄物対策、使用済燃料対策※2
グリーン調達で発生した差額コスト
環境情報公開、事業活動に伴う環境改善対策※3
環境保全関連研究
九州ふるさとの森づくり、地域環境活動支援
汚染負荷量賦課金　　

合　　　計
当社総投資額、総費用額に占める割合

当社総投資額、総費用額

地球環境保全
地域環境保全
資源循環
グリーン調達
環境活動の管理
環境関連研究
社会活動
環境損傷対応

投資額

4％
2,840

100.0

2015
費用額

費用額活動内容
使用済燃料再処理関連費用（引当金等）

2015
6.6
44.6
7.1
-

41.6
0.1
-　
-　

3％
2,285

70.6

2014
22.5
7.5
2.4
-

34.8
3.4
-　
-　

20.0
107.1
144.2
0.1
82.1
7.0
0.2
11.2

2015

環境活動の分類 主な活動

【参考：使用済燃料対策関連費用】

160.4
2014
171.1

371.9
2％

16,494

2014
20.6
97.8
130.5
0.1
85.8
10.8
0.2
11.9
357.7
2％

18,650

（注1）四捨五入のため合計値が合わないことがある。　   （注2）表中の「－」は実績なし。
（注3）投資額は環境保全を目的とした設備投資など資産計上されるものや出資への支出。
（注4）原子力・水力等の各発電所の安定運転によるCO２排出抑制に係るコストについては、コスト全体に

占める環境保全目的の割合を特定することが困難であるため、算定の対象外。
※1：PCB保管・処理対策を含む。
※2：使用済燃料再処理関連費用（引当金等）を含まない（右表【参考】参照）。
※3：構内緑化、景観・都市空間確保に関する対策コストを計上。

SOx低減量※6 
NOx低減量※6
ばいじん低減量※6 
　　　　　リサイクル量 
　　　　　適正処分量 
　　　　　リサイクル量  
　　　　　適正処分量 

低レベル放射性廃棄物の減容量
（200ℓドラム缶相当）
使用済燃料貯蔵量※8 

原子力発電※1
新エネ発電・購入※2
水力・地熱発電※2
熱効率向上※3、
送配電ロス低減※3
京都メカニズム活用等※4
SF６排出削減※5

地球環境
保全

（本）

（体）
（点）
（km）
（トン）

（万トン-CO２）

（千トン）

（千トン）

項 目（単位）分 類 環境活動効果
2015 項 目（単位）分 類 環境活動効果

2015
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
抑
制
量

連続監視・測定項目数 
その他監視・測定点数 
研修・講習会参加者数 
環境関連資格有資格者数 
全緑地面積 
景観配慮建屋数 
環境調和型鉄塔基数 
配電線地中化延長 
レポート発行部数 
HPアクセス件数（環境関連） 
研究実施件数 
環境講演会等参加者数 
支援環境団体数

環境活動
の管理

（項目）
（点）
（人）
（人）
（万㎡）
（建屋）
（基）
（km）
（冊）
（万件）
（件）
（人）
（団体）

300
41,073

延べ10,414
2,268
4,707
213
93

3,562
Web版のみ

80.2
19

延べ13,369
52

291
36,511

延べ9,493
2,257
4,708
213
93

3,490
4,000
82.4
18

延べ9,645
46

2014

地域環境
保全

資源循環

環境関連研究

社会活動

547※9
374※9
404※9

※930
0.3
28
61
24
579
847
4
7

0.05
3,447
4,005
1,381
2,700
2,080

2014

集計範囲：九州電力株式会社　対象期間：2015年4月1日～2016年3月31日

（注）環境負荷の低減を支援、促進する活動（グリーン調達、環境活動の管理、環境関連研究、
社会活動）に伴う効果については、その状況を示す実績値を計上。

電力用資機材「グリーン製品」
（7品目）調達数

グリーン
調達

※1：

※2：

※3：

※4：

※5：

※6：
※7：
※8：
※9：

導入の効果は代替する電源が特定できないため、厳密には算定できないが、原子力による電力
量を、火力発電（石炭・LNG・石油）で賄ったと仮定して試算。
導入の効果は代替する電源が特定できないため、厳密には算定できないが、再生可能エネルギー
（水力は揚水除く）による電力量を、全電源で賄ったと仮定して試算。
2013年度値をベースラインとして算定。（2020年以降の国の温室効果ガス削減目標にあわせ、
基準年度を1990年度から2013年度へ変更）。
翌年度6月までに償却し、該当年度の販売電力量あたりのCO２排出量（CO２排出クレジット等
反映後）の算定のために反映した量を含む。
点検・撤去時の回収量をSF６の温暖化係数（22,800（2014年度までは23,900））を用いて、
CO２重量に換算。
対策未実施時の排出量（推定値）をベースラインとして、実際の排出量との差により算出。
当社で発生する一般廃棄物のうち、古紙・ダム流木・貝類の量。
貯蔵量には、再度利用する燃料を含む。
算定に使用するCO2調整後排出係数は、2015年度実績値を適用。

0
304※9
422※9

13※9

0.3
20
74
26
611
886
3
2
0.3

3,466

3,914
1,051
2,776
2,430

120.7

29.4

2.4

63.8

25.2

産業廃棄物

一般廃棄物※7

>>環境会計
>>環境活動コスト
>>放射性廃棄物
>>地球温暖化
>>オゾン層
>>大気汚染
>>水質汚濁
>>資源循環

>>産業廃棄物
>>一般廃棄物
>>使用済燃料　
>>グリーン調達
>>汚染負荷量賦課金
>>PCB（ポリ塩化ビフェニル）
>>再処理
>>温室効果ガス

>>新エネ　
>>熱効率　
>>送配電ロス（率）
>>京都メカニズム
>>SF6（六フッ化硫黄）>>SOx（硫黄酸化物）
>>NOx（窒素酸化物）
>>ばいじん

>>低レベル放射性廃棄物
>>グリーン製品
>>LNG（液化天然ガス）
>>再生可能エネルギー
>>揚水（発電）
>>CO2排出クレジット>>固定価格買取制度（FIT）
>>温暖化係数

用語集をご覧ください

>>低公害車
>>電気自動車
>>プラグインハイブリッド車

>>低燃費車
>>環境効率性
>>環境経営

>>汚泥
>>石炭灰
>>最終処分

用語集をご覧ください

環境活動コスト
　2015年度の環境活動コストは、投資額が100.0億円、費用額が371.9億円となりました。2014年度に比べ、投資額は
約29.4億円の増加、費用額は約14.2億円の増加となりました。投資額の増加は、水力発電設備の濁水防止や火力発電設備の
増設に伴う環境保全工事等によるものです。また、費用額の増加は、PCB処理の見積額が増えたことや繰り延べしていた
設備修繕工事を実施したことによるものです。

環境活動に伴う経済効果
　環境活動により節約や収入につながった2015年度の実質的な経済効果は、120.7億円となりました。
　2014年度の効果金額を約1億円下回った主な理由は、火力発電電力量の減少に伴い、SOx排出量の低減による汚染負
荷量賦課金の節減効果が減少したことによるものです。

環境効率性
　環境経営の達成度を測り、これを評価する一つのものさしとして、「環境効率性」を算出しています。
　「環境効率性」の指標として、年間の販売電力量を環境負荷量で除した値（環境負荷１単位あたりの販売電力量）を採用しています。
　グラフは、各環境負荷物質について、CO２、SOx、NOxは1995年度、産業廃棄物は2008年度※を基準（100）とした場合に
おける環境効率性の推移を示しています。
　2015年度のCO２、SOx、NOxの環境効率性については、発電電力量に占める火力発電の割合が減少したことや火力総合熱
効率の維持・向上などに最大限努めたことにより、いずれも2014年度実績を上回りました。
　一方、産業廃棄物の環境効率性については、汚泥等の産業廃棄物発生量の増加により、2014年度実績を下回る結果となりました。

環境活動効果
　2015年度の温室効果ガス排出抑制量は、原子力発電や新エネ発電・購入による効果の増加などに伴い、全体として2014年度
を上回りました。これは、川内原子力発電所の再稼働や固定価格買取制度（FIT）による新エネの購入量の増加等によるものです。

3. 環境会計
　当社では、より効率的かつ効果的な環境活動の展開を図るため、環境活動に関するコスト（投資額、費用額）及びそれに
伴う効果を定量的に把握・分析するツールである環境会計を活用しています。 詳細は九州電力ホームページ

関連・詳細情報（P2参照）　 当社環境会計の概要WEB

環境効率性 ＝
製品・サービス価値【販売電力量】（kWh）

環境負荷量（トン）

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 環境に配慮した投融資の状況WEB
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http://www.kyuden.co.jp/environment_booklet_action-report16_action-plan_management_account_cost.html
http://www.kyuden.co.jp/environment_booklet_action-report16_action-plan_management_account_effect.html
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集計範囲：九州電力株式会社　対象期間：2015年4月1日～2016年3月31日　単位：億円

環境活動の分類 主な活動 効果金額

地球環境保全

資源循環

法定負担金の節減

合　　　　計

不用品有価物の売却

リサイクルの実施による最終処分等処理費の節減

SOx排出量の低減による汚染負荷量賦課金の節減※4

廃棄物対策

廃棄物減量

地球温暖化防止 火力発電所の熱効率向上による燃料費節減※1
送配電ロス低減※1、2・省エネルギー※2・低公害車導入※3による燃料費等の節減

（注）四捨五入のため合計値が合わないことがある。
※1：2013年度値をベースラインとして算出（2020年以降の国の温室効果ガス削減目標にあわせ、基準年度を1990年度から2013年度へ変更）。
※2：送配電ロス低減効果や省エネ設備対策効果（kWh）に全電源平均原価（可変費）を乗じて算出。
※3：電気自動車（プラグインハイブリッド車を含む）、ハイブリッド車及び低燃費車の導入を行わなかった場合をベースラインとして算出。
※4：SOx低減量に汚染負荷量賦課金単価を乗じて算出。

※：産業廃棄物については、2008年度より都道府県知事の免許を受けて行っている公有水面埋立工事に用いる石炭灰が “土地造成材（リサイクル材）”に該当するという国の新解釈を得た
ことから、産業廃棄物の環境効率性の基準年度を2008年度とした。

20152014

122.1

24.6

1.6

66.7

29.1

CO２、SOx、NOxの環境効率性の推移（販売電力量ベース）

CO２ SOx NOx

産業廃棄物の環境効率性の推移（販売電力量ベース）
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単位：億円

地球温暖化防止、オゾン層保護
大気汚染・水質汚濁・騒音・振動防止
産業廃棄物※1・一般廃棄物・放射性廃棄物対策、使用済燃料対策※2
グリーン調達で発生した差額コスト
環境情報公開、事業活動に伴う環境改善対策※3
環境保全関連研究
九州ふるさとの森づくり、地域環境活動支援
汚染負荷量賦課金　　

合　　　計
当社総投資額、総費用額に占める割合

当社総投資額、総費用額

地球環境保全
地域環境保全
資源循環
グリーン調達
環境活動の管理
環境関連研究
社会活動
環境損傷対応

投資額

4％
2,840

100.0

2015
費用額

費用額活動内容
使用済燃料再処理関連費用（引当金等）

2015
6.6
44.6
7.1
-

41.6
0.1
-　
-　

3％
2,285

70.6

2014
22.5
7.5
2.4
-

34.8
3.4
-　
-　

20.0
107.1
144.2
0.1
82.1
7.0
0.2
11.2

2015

環境活動の分類 主な活動

【参考：使用済燃料対策関連費用】

160.4
2014
171.1

371.9
2％

16,494

2014
20.6
97.8
130.5
0.1
85.8
10.8
0.2
11.9
357.7
2％

18,650

（注1）四捨五入のため合計値が合わないことがある。　   （注2）表中の「－」は実績なし。
（注3）投資額は環境保全を目的とした設備投資など資産計上されるものや出資への支出。
（注4）原子力・水力等の各発電所の安定運転によるCO２排出抑制に係るコストについては、コスト全体に

占める環境保全目的の割合を特定することが困難であるため、算定の対象外。
※1：PCB保管・処理対策を含む。
※2：使用済燃料再処理関連費用（引当金等）を含まない（右表【参考】参照）。
※3：構内緑化、景観・都市空間確保に関する対策コストを計上。

SOx低減量※6 
NOx低減量※6
ばいじん低減量※6 
　　　　　リサイクル量 
　　　　　適正処分量 
　　　　　リサイクル量  
　　　　　適正処分量 

低レベル放射性廃棄物の減容量
（200ℓドラム缶相当）
使用済燃料貯蔵量※8 

原子力発電※1
新エネ発電・購入※2
水力・地熱発電※2
熱効率向上※3、
送配電ロス低減※3
京都メカニズム活用等※4
SF６排出削減※5

地球環境
保全

（本）

（体）
（点）
（km）
（トン）

（万トン-CO２）

（千トン）

（千トン）

項 目（単位）分 類 環境活動効果
2015 項 目（単位）分 類 環境活動効果

2015
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
抑
制
量

連続監視・測定項目数 
その他監視・測定点数 
研修・講習会参加者数 
環境関連資格有資格者数 
全緑地面積 
景観配慮建屋数 
環境調和型鉄塔基数 
配電線地中化延長 
レポート発行部数 
HPアクセス件数（環境関連） 
研究実施件数 
環境講演会等参加者数 
支援環境団体数

環境活動
の管理

（項目）
（点）
（人）
（人）
（万㎡）
（建屋）
（基）
（km）
（冊）
（万件）
（件）
（人）
（団体）

300
41,073

延べ10,414
2,268
4,707
213
93

3,562
Web版のみ

80.2
19

延べ13,369
52

291
36,511

延べ9,493
2,257
4,708
213
93

3,490
4,000
82.4
18

延べ9,645
46

2014

地域環境
保全

資源循環

環境関連研究

社会活動

547※9
374※9
404※9

※930
0.3
28
61
24
579
847
4
7

0.05
3,447
4,005
1,381
2,700
2,080

2014

集計範囲：九州電力株式会社　対象期間：2015年4月1日～2016年3月31日

（注）環境負荷の低減を支援、促進する活動（グリーン調達、環境活動の管理、環境関連研究、
社会活動）に伴う効果については、その状況を示す実績値を計上。

電力用資機材「グリーン製品」
（7品目）調達数

グリーン
調達

※1：

※2：

※3：

※4：

※5：

※6：
※7：
※8：
※9：

導入の効果は代替する電源が特定できないため、厳密には算定できないが、原子力による電力
量を、火力発電（石炭・LNG・石油）で賄ったと仮定して試算。
導入の効果は代替する電源が特定できないため、厳密には算定できないが、再生可能エネルギー
（水力は揚水除く）による電力量を、全電源で賄ったと仮定して試算。
2013年度値をベースラインとして算定。（2020年以降の国の温室効果ガス削減目標にあわせ、
基準年度を1990年度から2013年度へ変更）。
翌年度6月までに償却し、該当年度の販売電力量あたりのCO２排出量（CO２排出クレジット等
反映後）の算定のために反映した量を含む。
点検・撤去時の回収量をSF６の温暖化係数（22,800（2014年度までは23,900））を用いて、
CO２重量に換算。
対策未実施時の排出量（推定値）をベースラインとして、実際の排出量との差により算出。
当社で発生する一般廃棄物のうち、古紙・ダム流木・貝類の量。
貯蔵量には、再度利用する燃料を含む。
算定に使用するCO2調整後排出係数は、2015年度実績値を適用。

0
304※9
422※9

13※9

0.3
20
74
26
611
886
3
2
0.3

3,466

3,914
1,051
2,776
2,430

120.7

29.4

2.4

63.8

25.2

産業廃棄物

一般廃棄物※7
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環境活動コスト
　2015年度の環境活動コストは、投資額が100.0億円、費用額が371.9億円となりました。2014年度に比べ、投資額は
約29.4億円の増加、費用額は約14.2億円の増加となりました。投資額の増加は、水力発電設備の濁水防止や火力発電設備の
増設に伴う環境保全工事等によるものです。また、費用額の増加は、PCB処理の見積額が増えたことや繰り延べしていた
設備修繕工事を実施したことによるものです。

環境活動に伴う経済効果
　環境活動により節約や収入につながった2015年度の実質的な経済効果は、120.7億円となりました。
　2014年度の効果金額を約1億円下回った主な理由は、火力発電電力量の減少に伴い、SOx排出量の低減による汚染負
荷量賦課金の節減効果が減少したことによるものです。

環境効率性
　環境経営の達成度を測り、これを評価する一つのものさしとして、「環境効率性」を算出しています。
　「環境効率性」の指標として、年間の販売電力量を環境負荷量で除した値（環境負荷１単位あたりの販売電力量）を採用しています。
　グラフは、各環境負荷物質について、CO２、SOx、NOxは1995年度、産業廃棄物は2008年度※を基準（100）とした場合に
おける環境効率性の推移を示しています。
　2015年度のCO２、SOx、NOxの環境効率性については、発電電力量に占める火力発電の割合が減少したことや火力総合熱
効率の維持・向上などに最大限努めたことにより、いずれも2014年度実績を上回りました。
　一方、産業廃棄物の環境効率性については、汚泥等の産業廃棄物発生量の増加により、2014年度実績を下回る結果となりました。

環境活動効果
　2015年度の温室効果ガス排出抑制量は、原子力発電や新エネ発電・購入による効果の増加などに伴い、全体として2014年度
を上回りました。これは、川内原子力発電所の再稼働や固定価格買取制度（FIT）による新エネの購入量の増加等によるものです。

3. 環境会計
　当社では、より効率的かつ効果的な環境活動の展開を図るため、環境活動に関するコスト（投資額、費用額）及びそれに
伴う効果を定量的に把握・分析するツールである環境会計を活用しています。 詳細は九州電力ホームページ

関連・詳細情報（P2参照）　 当社環境会計の概要WEB

環境効率性 ＝
製品・サービス価値【販売電力量】（kWh）

環境負荷量（トン）

詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 環境に配慮した投融資の状況WEB
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この環境用語集は、
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あ
赤潮
プランクトンの異常増殖により水の色が赤褐色、
茶褐色等に変色する現象。大量発生したプラン
クトンが水中の酸素を大量に消費するため、酸
素欠乏により魚介類の大量死などを引き起こ
す。窒素、りん等の栄養塩類の流入等による富
栄養化の進行が原因とされている。


アンモニア
アンモニアは分子式NH3で表される無機化合
物。常温常圧では無色の気体で、特有の強い刺
激臭を持つ。水に良く溶けるため、水溶液（アン
モニア水）として使用されることも多い。石炭火
力発電所等における排煙中のＮＯｘ（窒素酸化
物）を除去するための還元剤として用いられる。


い
維持流量（発電）
ダム下流の景観の保全等、河川環境の維持の
ために放流する必要流量（河川維持流量）を利
用した水力発電。


石綿（アスベスト）
天然の極めて細い繊維状の鉱物。耐熱性、耐摩
耗性、耐薬品性、絶縁性に優れているため、建材
や車両のブレーキなど3,000種以上の製品に
使用されている。多量に吸引すると肺がんや中
皮腫等の危険がある。


一般廃棄物
「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」で定め
られた「産業廃棄物」以外の廃棄物。一般家庭か
ら排出される家庭ごみのほか、事業所などから
排出される産業廃棄物以外の廃棄物も事業系
一般廃棄物として含まれる。


う
ウラン
放射性元素であり、３種の同位体（ウラン234、
ウラン235及びウラン238）から成る。元素記
号U、原子番号92の金属元素で、天然にも存在
する。原子力発電では、ウランの同位元素のう
ち、核分裂を起こしやすいウラン235を使用す
るが、天然ウランの大部分は、核分裂を起こしに
くいウラン238である。天然ウランには、ウラン
235は0.7％程度しか含まれていない。


え
エコアクション21
中小事業者における環境への取組みを促進す
るために、環境省が策定した環境経営システム
のこと。一般財団法人 持続性推進機構（IPSuS）
による認証取得制度であり、中小事業者でも取
り組みやすい環境経営システムのあり方をガイ
ドラインとして規定している。


エコドライブ
やさしい発進を心がけたり、無駄なアイドリング
をやめる等して燃料の節約に努め、地球温暖化
に大きな影響を与えるCO2の排出量を減らす
運転のこと。


エチルベンゼン
揮発性化学物質の1つ。主に塗料・溶剤として用
いられる。新築・改築直後の住居の室内空気汚
染により、めまい、頭痛などの症状があらわれる


「シックハウス症候群」の原因物質であると言
われている。


エネルギー・環境教育
当社では、エネルギー・環境問題に対する意識
高揚を目的とした次世代層の育成支援活動
全般を「エネルギー・環境教育」と位置付け、積
極的に活動を展開している。具体的には、社員
が学校を訪問し、小中学生を対象に授業を行う


「出前授業」や、保育園・幼稚園などで環境問題
への気づきとなる紙芝居の読み聞かせ等を行う


「エコ・マザー活動」を実施している。


エネルギー管理員
一般財団法人 省エネルギーセンターが実施す
るエネルギー管理員講習を受講し修了すること
で、取得できる資格。エネルギーを消費する設
備の維持、エネルギーの使用方法の改善及び
監視などの業務を行う。


エネルギー管理士
「エネルギーの使用の合理化に関する法律」に
基づき、エネルギー管理に対する学識・経験を
有するものとして、同法の試験に合格した者、ま
たは、同等以上の学識及び経験を有していると
経済産業大臣が認定した者。


エネルギーセキュリティ
国民の安定した生活に資することを目的として、
国際情勢等に過度に左右されることなくエネル
ギーを安定的に確保すること。


エネルギーミックス
様々な種類の発電設備の特性を踏まえ、経済
性、環境性、供給安定性などの観点から、電源構
成を最適化すること。


塩化第二鉄
無水物は黒から茶褐色の吸湿性のある結晶で、
水和物は黄褐色の結晶であり、いずれも非常に
強い酸化力を示す。水溶液も酸化力を示し、多
くの金属を腐食させ、特に銅や軽金属を著しく
腐食させる。有毒で、皮膚に付着すると薬傷・熱
傷を起こす。金属の表面加工や、排水等の凝集
沈殿剤としての用途がある。


お
汚染負荷量賦課金
事業活動に伴って生ずる著しい大気汚染の影
響による健康被害について補償を行い、被害者
の迅速かつ公正な保護を図るため、補償給付等
に必要な費用の相当分をばい煙発生施設設置
者等から徴収するもので、「公害健康被害の補
償等に関する法律」で規定されている。


オゾン層
地上から10〜50kmの成層圏にあるオゾン濃
度の比較的高い層のことで、大気中のオゾンの
約90％が集まっていることから、通称「オゾン
層」と呼ばれている。オゾン層は、太陽光に含ま
れる有害な紫外線の大部分を吸収している。
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オゾン層破壊係数
成層圏においてオゾン層を破壊する物質には
多様なものがあり、これらの物質のオゾン層破
壊の強度を比較する際に、CFC−11（トリクロロ
フルオロメタン）のオゾン層破壊係数を「1」とし
て他の物質の強度を相対的に示す係数。


オゾン層破壊物質
オゾン層保護法に基づく物質であり、具体的に
は、特定フロン、四塩化炭素、特定ハロンなどが
ある。


汚泥
工場排水や下水等の処理後及び各種製造業の
製造過程等において生じる泥状のもので、有機
汚泥と無機汚泥とがある。


温室効果ガス
大気中のCO2やメタンなどのガスは太陽から
の熱を地球に封じ込め、地表を温める働きがあ
る。これらのガスを温室効果ガスという。温室
効果ガスにより地球の平均気温は約15度に保
たれているが、仮にこのガスがないと−18度に
なってしまう。産業革命以降、温室効果ガスの大
気中の濃度が人間活動により上昇し、「温室効
果」が加速していると言われている。京都議定
書では、地球温暖化防止のため、CO2、CH4（メ
タン）、N2O（一酸化二窒素）、HFC（ハイドロフ
ルオロカーボン）、PFC（パーフルオロカーボン）、
SF6（六フッ化硫黄）が削減対象の温室効果ガス
と定められている。


温室効果ガスインベントリ
気候変動枠組条約の締約国は、定期的に温室
効果ガスの排出・吸収量等に関する情報を条約
事務局へ提出することとされており、それに基
づき、独立行政法人 国立環境研究所内の温室
効果ガスインベントリオフィス（GIO）が毎年作
成している温室効果ガスの排出・吸収量をまと
めた報告書のこと。効果的な温室効果ガス排出
量削減のための政策や対策を打ち出すための
情報源となる。


温暖化係数
各温室効果ガスの温暖化をもたらす効果の程
度を表すために、CO2の放出による温室効果を
1とした場合の比で表した係数。「地球温暖化
対策の推進に関する法律」施行令に定められて
いる。具体的には、CH4（メタン）：21、N2O（一
酸化二窒素）：310、HFC−23（トリフルオロメタ
ン）：11,700、PFC−14（パーフルオロメタン）：
6,500、SF6（六フッ化硫黄）：23,900など。


か
ガラス固化体
再処理の工程において使用済燃料から分離され
る高レベル放射性廃液に、ガラス原料を添加し、
高温で加熱することにより溶かし合わせ、キャニ
スタと呼ばれるステンレス製の容器に閉じ込め
た物理的・化学的に安定な廃棄物形態。高レベ
ル放射性廃棄物と同義に用いられることもある。
放射性物質を化学的に安定な形態に保持し、地
下水に対する耐浸出性に優れることが特徴。


環境アセスメント（環境影響評価）
環境に大きな影響を及ぼすおそれがある事業
について、その事業の実施にあたりあらかじめ
その事業の環境への影響を調査、予測、評価し、
その結果に基づき、その事業について適正な環
境配慮を行うこと。わが国においては、環境影
響評価法等に基づき、道路やダム、鉄道、発電
所などの事業者が行う対象事業について、地域
住民や専門家、環境担当行政機関が関与する
手続きが実施されている。環境汚染を未然に防
止するための重要な手段の一つ。


環境影響評価法
道路、ダム、鉄道、飛行場、発電所等、規模が大き
く、環境に著しい影響を及ぼすおそれのある事
業等に対して行われる環境影響評価が適切か
つ円滑に行われるための手続等を定めた法律。


環境会計
企業等が持続可能な発展を目指して、社会との
良好な関係を保ちつつ、環境保全への取組み
を効率的かつ効果的に推進していくことを目的
として、事業活動における環境保全のためのコ
ストとその活動により得られた効果を可能な限
り定量的（貨幣単位または物量単位で表示）に
把握（測定）・分析し、環境情報の開示や活動の
管理に役立てる仕組み。


環境家計簿
電気や水道、ガソリンなど、日常の生活で消費す
るエネルギーの量をCO2の重さに換算して算出
するもの。具体的なエネルギー消費量を明示する
ことで、CO2の排出量を減らし、環境保全を意識
したライフスタイルへの転換を促すことが目的。


環境活動コスト
環境会計の構成要素の一つ。環境負荷の発生
の防止、抑制または回避、影響の除去、発生した
被害の回復またはこれらに資する取組みのた
めの投資額及び費用額のこと。


環境経営
環境に配慮しつつ企業の持続的な発展を目指
す経営を意味する。環境対策は企業にとってコ
ストばかりかさむマイナス要因、という従来の
考え方を改め、環境とうまく付き合うことによっ
て、企業の持続的発展につなげていこうとする
新しい経営の考え方。


環境月間
環境省が提唱し、環境の日（6月5日）を設定して
いる6月を環境月間と定めており、環境保全に
関する国民の認識と行動を促すため様々な活
動が行われている。


環境効率性
環境活動の評価に環境保全における効率性の
視点を導入する上での指標となるもの。生産さ
れた物やサービスの価値を、それに伴う環境負
荷量で除することにより算出される。持続可能
な社会の実現には、環境効率性の向上が重要と
されている。
環境コミュニケーション
持続可能な社会の構築に向けて、個人、行政、
企業、民間非営利団体といった各主体間のパー
トナーシップを確立するために、環境負荷や環
境保全活動等に関する情報を一方的に提供す
るだけでなく、利害関係者の意見を聴き、討議
することにより、互いの理解と納得を深めてい
くこと。


環境配慮（型）製品
製造から廃棄に至る製品のライフサイクル全体
において、環境負荷の低減を考慮した製品。


環境保全協定
自治体と一定規模以上の工場・事業場が、公害
の防止等に関する取組みの内容について結ぶ
協定。


環境マネジメントシステム（EMS）
EMSは、Environmental Management 
Systemの略。企業などの組織が自主的・継続
的に環境への負荷を低減するための環境管
理を、環境方針・計画の策定（Plan）、実施・運用


（Do）、評価・分析（Check）、対策（Action）と
いったPDCAサイクルを通じて行う仕組み。


環境モニタリング
環境モニタリングとは、「監視」、「影響の把握」
の意味で使われ、発電所の新設、増設に伴い、
発電所からのばい煙、騒音・振動、温排水等が周
辺環境に及ぼす影響を把握するため、工事中や
発電所運転開始後に大気質、水質、騒音・振動
等の調査を行うこと。原子力発電所においては、
放射線及び放射性物質を対象とした管理に関
連する測定監視及び被ばくの評価などを一般
的に表現しており、対象によって、環境モニタリ
ング、個人モニタリング、また目的によって、日
常モニタリング、作業モニタリング等に分類さ
れることがある。


き
キシレン
沸点約140度で常温では無色透明の芳香臭の
ある液体であり、塗料の中に含まれる。新築・改
築直後の住居の室内空気汚染により、めまい、
頭痛などの症状があらわれる「シックハウス症
候群」の原因物質であると言われている。


規制対象フロン
フロンのうち、オゾン層を破壊する物質として、
生産全廃や使用抑制の規制対象となっているフ
ロン。1987年に「オゾン層を破壊する物質に関
するモントリオール議定書」が採択され、日本で
も1988年に「特定物質の規制等によるオゾン
層の保護に関する法律」を制定し、規制している。


吸収固定
植物は光合成によりCO2を吸収し酸素を排出
する一方、常時、呼吸によってCO2を排出してい
る。炭素に注目してみると、吸収量と排出量の
差が植物体の形成に使われており、結果として、
植物体内に炭素が固定されることになる。


京都メカニズム
京都議定書において、国際的に協調して温
室効果ガスの削減目標を達成するための制
度として導入された仕組み。①クリーン開発
メカニズム（CDM：Clean Development 
Mechanism）：先進国が途上国の排出削減プ
ロジェクトに協力し、先進国がその削減量を譲
受、②共同実施（JI：Joint Implementation）：
先進国が、共同で排出削減プロジェクトを実
施。貢献度に応じて削減量を配分、③排出量取
引（ET：Emissions Trading）：先進国間で、排出
枠を権利として売買、の3つの仕組みがある。
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く
グリーン製品
当社では、お取引先から応募いただいた製品等
の情報・提案について、環境や品質等の観点か
ら総合的な評価を実施し、特に良好と認められ
るものを、当社の「グリーン製品」として指定し、
積極的な調達を行っている。　　


グリーン調達
市場に供給される製品・サービスの中から環境
への負荷ができるだけ少ないものを優先的に
購入・調達すること。


け
（電力）系統
発電所からお客さまの受電設備に至る電気の
ネットワークの総称。火力発電所、水力発電所、
原子力発電所などの発電設備で発電された電
気は、18.7万V（沖縄電力は（13.2万V）以上の
高い電圧の送電ネットワーク（基幹系統）によっ
て送電され、変電設備で降圧されて、より低い
電圧の送電ネットワーク（地域供給系統や二次
系統）・配電ネットワーク（配電系統）を経て、お
客さまの受電設備へと届けられる。


下水汚泥（バイオマス）
排水処理や下水処理の過程で、沈殿またはろ過
等により取り除かれる泥状の物質。有機物と無
機物からなるものであり、排水・下水から容積比
で5～8％排出される。


原子燃料
燃えやすいウラン235と燃えにくいウラン238
からなるウラン燃料のこと。また、プルサーマル
を実施する場合に使用するMOX燃料もある。


こ
公害健康被害補償制度
広範囲の大気汚染による気管支喘息等が多発
している地域と、水俣病・イタイイタイ病・慢性
ヒ素中毒症など環境汚染が原因で特異的疾患
が多発している地域を対象として、汚染物質の
排出原因者による被認定者の療養費や補償費
用の負担を定めた制度。


公害防止管理者（公害防止主任管理者）
「特定工場における公害防止組織の整備に関す
る法律」に基づいて、一定規模の工場に選任が
義務付けられている国家資格。工場から排出さ
れるばい煙、汚水、騒音・振動などを原因とする
公害を防止するための技術的業務を行う。
高レベル放射性廃棄物
使用済燃料を再処理する過程で発生する、核分
裂生成物を含んだ放射線レベルの高い廃棄物。
使用済燃料の成分のほとんどは再利用可能な
ウランやプルトニウムであり、リサイクル（再処
理）の過程で資源として回収されるが、再利用
できない成分は廃液として残る。我が国は、こ
れをガラス原料と溶かし合わせてステンレス製
の容器（キャニスタ）に注入して安定な形態に固
化処理しており、これをガラス固化体と呼ぶ。


高レベル放射性廃棄物貯蔵管理センター
高レベル放射性廃棄物を30〜50年間冷却貯
蔵管理する施設。1995年から青森県六ヶ所村
で操業を開始した。


国際協力機構（JICA）
JICAは、Japan International Cooperation 
Agencyの略。独立行政法人国際協力機構法
に基づき2003年に設立された独立行政法人
で、開発途上地域等の経済及び社会の開発もし
くは復興、または経済の安定に寄与することを
通じて、国際協力の促進並びに我が国及び国際
経済社会の健全な発展に資することを目的とし
た組織。


固定価格買取制度（FIT）
再生可能エネルギー源（太陽光・風力・水力・地
熱・バイオマス）を用いて発電された電気を、一
定の期間・価格で電気事業者が買い取ることを
義務付ける制度。「電気事業者による再生可能
エネルギー電気の調達に関する特別措置法（再
生可能エネルギー特別措置法）」に基づいて
2012年７月から施行された。


固体廃棄物
原子炉施設等の運転、点検、保守に伴い発生す
る固体状の放射性廃棄物のこと。放射性固体
廃棄物は、原子力発電所の運転などに伴い発
生する放射性レベルの低い「低レベル放射性廃
棄物」と再処理施設から発生する放射性レベル
の高いガラス固化体などの「高レベル放射性廃
棄物」に大別される。


コンバインド（サイクル）
複数の熱サイクルを結合させたもので、一般的
にはガスタービンと蒸気タービンを組み合わせ
た発電方式をいう。LNGコンバインドサイクル
発電は、熱効率が高く、運転・停止が容易で、負
荷変化の応答が速いなどの特徴がある。また、
高い熱効率によりCO2の発生が他の火力発電
より少ない。


コンプライアンス
「法令遵守」と直訳されるが、法令や規則だけに
とどまらず、社会的規範や企業倫理（モラル）を
守ることも「コンプライアンス」に含まれる。


さ
最終処分
一般廃棄物や産業廃棄物の埋立処分を行う場
所で、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に
よる設置の許可が必要。産業廃棄物最終処分
場には、安定型、管理型、遮断型がある。


再処理
使用済燃料中に含まれているウランとプルトニ
ウムとを化学的にそれぞれ回収し、更に分離さ
れた残りの核分裂生成物を安全に処理すること。
再生可能エネルギー
石油や石炭、天然ガスなどの限りある化石燃料
と異なり、太陽光、水力、風力、バイオマス、地熱、
波力、海洋温度差など繰り返し再生が可能な自
然界のエネルギーのこと。


産業廃棄物
事業活動に伴って生じた廃棄物のうち、燃えが
ら、汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラスチッ
クなど20種類の廃棄物と、輸入された廃棄物
をいう。産業廃棄物の運搬や処理は、その適正
な処理基準等が設定されている。


算定・報告・公表制度
地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）
に基づき、温室効果ガスを多量に排出する者


（特定排出者）に、自らの温室効果ガスの排出
量を算定し、国に報告することを義務付けた制
度。国は報告された情報を集計し、公表する。


し
シーベルト
放射線が人体に与える影響を表す単位（Sv）。体
の外から放射線を受けたり、食物などを通じて
体内に入った放射性物質によって内部被ばくし
たときの人体への影響の度合いを表す。


自家消費電力
自社のオフィスのほか、発電所建設や工事用な
どで使用する電力。


自家物流輸送
自社で所有している社用車で、人・物を運ぶ（移
動）作業のこと。


事業者別（CO2）排出係数
「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づ
く温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度に
より、CO2等の温室効果ガスを一定量以上排出
する事業者（特定排出者）は、毎年、年度ごとの
排出量を国に報告することが義務付けられてお
り、そのうち電気の使用に伴うCO2排出量の算
定に用いる電気事業者ごとの排出係数のこと。


資源循環
限りある資源を効率良く利用し、廃棄物の発生
を極力抑え、発生した廃棄物は環境に負荷を与
えないように再使用や再生利用すること。


持続可能な社会
現代の世代が、将来の世代の利益や要求を充
足する能力を損なわない範囲内で環境を利用
し、協働することで、お互いの要求を満たしてい
こうとする社会のこと。


指定化学物質
PRTR法で定められた、人の健康や生態系に
有害な化学物質であり、環境中に広く存在する


（暴露可能性がある）と認められる物質を第1
種指定化学物質といい462種類が指定されて
いる。また、第1種指定化学物質のうち発がん性
クラス１のものを特定第1種指定化学物質とし
て15種類が指定されている。
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指定電気事業者
年間30日を越えて出力の抑制を行わなければ
経済産業大臣が指定する種類の再生可能エネ
ルギー発電設備により発電された電気を追加
的に受け入れることができなくなることが見込
まれる電気事業者として経済産業大臣が指定
する電気事業者。


社有林
企業が所有している森林。当社では、水力発電
の安定した水源確保を目的として、阿蘇・くじゅ
う国立公園区域内を中心に4,447haの社有林
を維持管理している。


重原油灰
重油や原油などを燃焼した際に発生するすすな
どの燃焼生成物や燃え残り。灰中に含まれてい
る希少金属であるバナジウムを回収し、合金製
造に使用するなどのリサイクルを行っている。


循環型社会
有限な資源の永続性を確保するため、大量生
産・大量消費・大量廃棄型の経済社会を見直し、
あらゆるものを資源として循環し、または様々
なかたちで繰り返し利用するとともに、廃棄物と
して処分するものを最少限とすることで、環境
への負担をできる限り少なくした社会のこと。


（環境影響評価）準備書
事業の実施が周辺地域の環境に及ぼす影響に
ついて、環境影響評価（調査・予測・評価）の結果
や環境保全のための措置などについて記載し、
評価書（案）としてまとめたもの。


上水
飲料などとして管や溝を通して供給されるきれ
いな水。


使用済燃料
原子力発電所の燃料として一定期間使用し取
り出した燃料。この取り出した燃料は、放射能が
高く、また核分裂生成物からの崩壊熱も大きい
ので、使用済燃料貯蔵プールで放射能の減衰
と崩壊熱の冷却のため数年間貯蔵される。


所内電力（量）
発電所において、発電所を運転するために必要
な設備（ポンプ、ファン、照明など）で消費する電
力のこと。


新エネルギー（新エネ）
太陽光、風力、バイオマス、地熱、水力などから
生成される「再生可能エネルギー」のうち、その
普及のために国等による支援を必要とするも
のをいう。温暖化対策など地球環境保全や、エ
ネルギー自給率向上の面から普及が期待され
ている。「新エネルギー利用等の促進に関する
特別措置法」では、太陽光発電、風力発電、太陽
熱利用、バイオマス発電、地熱発電（バイナリー
方式）、中小水力発電（1,000kW以下）などが
該当する。なお、経済的に成り立っており、普及
拡大の余地に乏しい大規模水力発電や地熱発
電（バイナリー方式を除く）は、再生可能エネル
ギーであっても新エネルギーとは位置付けられ
ていない。


森林管理認証
環境、社会、経済の面から評価し、適正に管理さ
れている森林を認証する制度のこと。


す
水源涵養
森林の土壌が、降水を貯留し、河川へ流れ込む
水の量を平準化して洪水を緩和するとともに、川
の流量を安定させること。また、雨水が森林土壌
を通過することにより、水質が浄化されること。


水質汚濁
海や河川、湖沼などの水が人為的な原因によっ
て、本来の状態でなく、質的に変わった結果不
都合を生じること。生物に悪影響を与える有害
な物質の流入によるものや、人の日常生活に起
因する有機物の流入によるものなどがある。


スチレン
沸点145℃の無色～黄色の液体で塗料に用い
られる。


スマートグリット
定義は明確ではないが、一般的には、一層の供
給信頼度、効率性を確保するために、IT 技術を
活用し、更には太陽光等の分散型電源を安定的
に受け入れることを可能とする先進的送配電
ネットワークを指す。


スマートメーター
電力会社と消費者間で、電力使用量データ等を
やり取りしたり、消費先の家電製品などと接続
し制御したりすることができる通信機能を備え
た電力メーターのこと。


せ
生態系
食物連鎖などの生物間の相互関係と、生物とそ
れを取り巻く環境の間の相互関係を総合的に
捉えた、生物社会のまとまりを示す概念。


生物多様性
生物の間に見られる違い（変異性）を総合的に
指す概念であり、現在の生物が見せる空間的な
広がりや変化のみならず、生命の進化、絶滅と
いう時間軸上のダイナミックな変化を含有する
幅広い概念。一般には、「生態系の多様性」、「種
の多様性」、「遺伝子の多様性」という3つの階層
で捉えられる。


石炭灰
火力発電所等で石炭を燃焼した後に発生する
燃焼灰。集じん装置で集められるフライアッシュ
とボイラー底部で回収される溶結状の石炭灰
を砕いたクリンカアッシュとに大別される。


石灰石
CaCO3（炭酸カルシウム）を主成分とした鉱物。
石炭火力発電所等における排煙中のSOx（硫黄
酸化物）を除去するために用いられる。


石こう
CaSO4（硫酸カルシウム）を主成分とする鉱物。
火力発電所に設置している排煙脱硫装置では、
排煙中のSOx（硫黄酸化物）を取り除くため、石
灰石（炭酸カルシウム）と排煙を接触させ、石こ
うとして回収を行っている。


〔吸収工程〕
SO2＋CaCO3＋1/2H20→CaSO3･1/2H2O＋CO2


（亜硫酸ガス）（石灰石スラリー）（亜硫酸カルシウム）（炭酸ガス）
〔酸化工程〕
CaSO3･1/2H2O＋1/2O2＋3/2H2O→CaSO4･2H2O


（亜硫酸カルシウム）　　　 　　　  （石こう）


絶滅危惧種
環境省や都道府県発行のレッドデータブックに
記載されている、個体数が極端に減少し、絶滅
の恐れのある動植物種のこと。


ゼロエミッション
エミッションとは英語で「排出」の意味。ゼロエ
ミッションとは、企業（産業）活動から出るCO2や
廃棄物の排出量ゼロを目指す構想をいう。


選択取水
ダムにおいて洪水期の濁水長期化防止対策、
あるいは下流かんがい用水の水温低下防止対
策として、必要に応じて、表層や低層などの層か
ら、自由に取水する方法。


線量（率）
被ばくした時の放射線の量（Gy：グレイ）のこと
で、人体にどれだけ吸収されたかという、吸収
線量に対して使われる単位を示す。なお、単位
時間あたりの放射線量（nGy/時（ナノグレイ毎
時））を線量率という。


線量評価値
環境中に放出された放射性物質によって、発電
所周辺公衆の受ける線量を評価した値。国内
の原子力発電所では、原子力安全委員会の指
針に基づく線量目標値0.05mSv（ミリシーベル
ト）/年を十分に下回るように管理されている。


そ
送配電ロス（率）
電気がお客さまに届くまでの過程で、送電線・
配電線の抵抗により、一部の電気エネルギーが
熱などとして失われること。また、送配電ロス率
とは、発電所から送電した電力に対して、送電
線・配電線で失われる電力が占める割合。


た
大気汚染
人間の経済・社会活動に伴う化石燃料の燃焼な
どによって大気が汚染されること。汚染物質と
して硫黄酸化物、窒素酸化物、一酸化炭素、浮
遊粒子状物質、光化学オキシダントなどがある。


脱硝処理
排ガス中のNOx（窒素酸化物）を除去すること。


脱硫処理
排ガスの中のSOx（硫黄酸化物）を除去すること。
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ち
地球温暖化
大気中のCO2など、太陽からの熱を地球に封じ
込め、地表を温める働きがある「温室効果ガス」
が、人間の経済活動などに伴って増加する一方、
森林の破壊などによってCO2の吸収量が減少
することにより、地球全体の気温が上昇する現
象のこと。


地球温暖化対策の推進に関する法律
京都議定書の採択を受け、国、地方公共団体、
事業者、国民が一体となって地球温暖化対策
に取り組むための枠組みを定めた法律で「温対
法」とも略される。京都議定書目標達成計画の
策定や、地域協議会の設置等の国民の取組み
を強化するための措置等について規定されて
いる。


地球環境問題
地球温暖化、オゾン層の破壊、酸性雨など、そ
の被害・影響が国境を越えて地球規模にまで広
がっている問題と、開発途上国における熱帯林
の減少や野生動物種の減少など、その解決の
ために先進国等による国際的な取組みが必要
とされる問題のことであり、地球的視野に立っ
て取り組まれるべき環境問題。


蓄電池
いったん外部回路を通して放電した後、充電す
ることにより再び元の状態に復し、繰り返して使
用することができる電池。二次電池、バッテリー
とも呼ばれる。


柱上ガス開閉器
電柱の上部に設置されたガス式の開閉器。開閉
器は、電力回路・電力機器の電路を開閉する電力
機器であり、真空式、油入式、ガス式などがある。


柱上変圧器
6,000ボルトの配電線から100〜200ボルトの
一般家庭用電圧に降圧するための変圧器のこ
とで、変圧器が電柱上に設置されるため、この
ように呼ばれる。


中水
生活用水として使った水をトイレや散水等にも
う一度利用する水のこと。上水と下水の中間に
位置することから中水と呼ばれる。


超々臨界圧（ＵＳＣ）微粉炭火力
石炭を燃料とする火力発電所において、蒸気
タービンの圧力や温度を超々臨界圧（ＵＳＣ）と
いう極めて高い水準まで上昇させ、高い発電効
率を実現する発電方式。


て
低硫黄燃料
SOx（硫黄酸化物）を低減させるために使用す
る、硫黄分の低い燃料油のこと。


低公害車
既存のガソリン車やディーゼル車に比べ、NOx


（窒素酸化物）やCO2などの排出量が少ない
自動車。地球温暖化、地域大気汚染防止の観点
から、世界各国で技術開発、普及が進められて
いる。


低炭素社会
最小限のCO2排出で実現する「持続可能な社
会」を指す。化石燃料を燃やして大量のCO2を
排出する社会構造から、「脱」化石燃料型の社会
システムへの転換を目指す考え方。


低燃費車
「エネルギーの使用の合理化に関する法律」（省
エネ法）に基づき定められた燃費基準（トップラ
ンナー基準）を早期達成している自動車のこと。
現在商品化されている自動車のうち、最も燃費
性能が優れている自動車をベースに、技術開発
の見通しなどを踏まえて策定されている。


低レベル放射性廃棄物
原子力発電所の運転に伴い発生する放射線の
レベルが低い廃棄物。低レベル放射性廃棄物
はセメントなどで固化されており、均質・均一固
化体と充てん固化体がある。
・均質・均一固化体：原子力発電所の運転に伴


い発生した廃液等を処理した後、セメントまた
はアスファルトとともにドラム缶内に充てんし、
均質・均一に固型化したもの。


・充てん固化体：金属類、プラスチック等の固体
状廃棄物を直接または溶融処理後にドラム缶
に収納し、セメント系充てん材（モルタル）を充
てんし固型化したもの。


低レベル放射性廃棄物埋設センター
原子力発電所の運転などに伴い発生する放射
能レベルが低い放射性廃棄物（低レベル放射性
廃棄物）を処分するための施設。廃棄物に含ま
れる放射能レベルが時間の経過に伴い減衰し、
安全上支障のないレベル以下になるまでの間、
管理される。1992年12月から青森県六ヶ所村
で操業を開始している。


デマンドコントロール装置
工場やビル、量販店等で使用する需要化電力の
利用状況を把握し、負荷の平準化を図り、電力
ピークを抑え、使用量の自動計測・記録をする
装置。


電気自動車（EV）
EVは、Electric Vehicle の略。バッテリー（蓄
電池）に蓄えた電気でモーターを回転させて
走る自動車。自動車からの排出ガスは一切なく、
また、走行騒音も大幅に減少する。


と
特別管理産業廃棄物管理責任者
特別管理産業廃棄物が発生する事業場を設置
している事業者に対し、事業場ごとに配置が義
務付けられている。特別管理産業廃棄物の排出
状況の把握、処理計画の立案、適正な処理の確
保等を役割とする。


土壌汚染
一般的には、重金属や揮発性有機化合物などの
有害汚染物質が、何らかの理由で曝露し、土壌
表層やその地下土壌、場合によっては地下水に
まで浸透した状態を指す。土壌汚染対策法では、
その対象となる物質名や基準値、調査内容等が
定められている。


トルエン
沸点110度で常温では無色透明の芳香臭のあ
る液体。揮発性が高く、接着剤や塗料などの溶
剤に用いられる。喉や目に刺激があり、頭痛、疲
労、脱力感などの神経症状を起こすことがある。


ね
熱効率
火力発電所における熱効率は、燃料の燃焼に
よって得られた熱エネルギーのうち、有効に電
気となった割合を表すときに用いる数値で、発
電端熱効率と送電端熱効率がある。発電端熱
効率は、発電機で発生した電力量と電力発生の
ために供給された熱エネルギーの比。送電端熱
効率は、発電機で発生した電力量から発電所を
運転するために必要な設備（ポンプ、ファン、照
明等）で消費する電力量を差し引いたものと電
力発生のために供給された熱エネルギーの比。


の
ノルマルーヘキサン
無色透明な揮発性の液体で、水溶性は低い。食
用油脂抽出溶剤及び接着剤溶剤、塗料、インキ
等の各種溶剤に使用される。


は
ばい煙
一般的に、燃料の燃焼などで発生・排出する「す
す」「煙」という意味合いであるが、大気汚染防
止法では「硫黄酸化物」「ばいじん」「有害物質」
と定義。詳しくは、
①燃料その他の物の燃焼に伴い発生する硫黄


酸化物
②燃料その他の物の燃焼または熱源としての


電気の使用に伴い発生するばいじん
③物の燃焼、合成、分解その他の処理に伴い発


生する物質のうち、カドミウム、塩素等、人の
健康または生活環境に係わる被害を生ずる
おそれがある物質で政令で定めるもの


バイオマス
バイオマスは、バイオ（生物）とマス（量）を組み
合わせた造語で、大量にある生物資源のこと。
畜産廃棄物、生ゴミ、間伐材などの林地残材、製
材や家屋解体などで発生する木屑など様々な
ものがある。


廃棄物処理施設技術管理者
廃棄物処理施設に設置が義務付けられている。
一般廃棄物または産業廃棄物処理施設の維持
管理に関する技術上の業務を担当する。


ばいじん
燃焼によって生じた「すす」と固体粒子（灰など）
の総称。また、煙突から出た後は他の種々の煙霧
質と混じり合ってしまうが、大気中にあるこのよう
な混合物についてもばいじんと言われ、降下ばい
じん、浮遊ばいじんという言葉で呼ばれている。


バイナリー
加熱源系統と媒体系統の2つ（バイナリー）の熱
サイクルを利用して発電するもので、地熱発電
などに使われている。加熱源より沸点の低い液
体（媒体）を加熱・蒸発させてその蒸気でタービ
ンを回す方式。


（計画段階環境）配慮書
第一種事業に対して計画段階で環境配慮の検
討事項をまとめたもの。これにより、住民や知事
は計画段階から事業の概要を知り、意見提出が
可能になった。
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発熱量
一定の単位の燃料が完全燃焼するときに発生す
る熱量のこと。燃焼過程で放出される水蒸気の
蒸気潜熱を含めた発熱量を高位発熱量といい、
蒸気潜熱を含まない発熱量を低位発熱量という。


バナジウム
銀灰色の金属であり、重原油灰などに含まれる。
耐食性が強く、鉄に混ぜると機械的強度が増すた
め機械工作用の工具等の原料として利用される。


ハロン
二フッ化臭素メタン、三フッ化臭素メタン等の
臭素を含む含フッ素炭化水素の総称。現在ハロ
ンは、主として小型消火器や自動消火器に用い
られている。


ひ
ヒートポンプ
空気や水などの熱（ヒート）をくみ上げて（ポン
プ）、その熱のエネルギーを高くしたり、低くした
りする技術のこと。空気を圧縮すると温度が高
くなり、急に膨張すると温度が低くなる原理を
用いている。冷却と加熱を行うことができ、エア
コンなどに取り入れられている。


（環境影響）評価書
環境影響評価準備書に対する住民や行政の意
見を踏まえ、必要に応じて検討を加え、とりまと
めたもの。


ビル・エネルギー管理システム（ＢＥＭＳ）
BEMSは、Building and Energy Management 
Systemの略。ビルの機器・設備等の運転管理に
よってエネルギー消費量の削減を図るための
システム。


ふ
フィルター・スラッジ
原子力発電所において、冷却水の浄化のために
用いられるろ過器のろ過材が、冷却水中の鉄さ
び等の吸着によりろ過性能が低下するため定
期的にろ過器から洗い落とされてできる固体廃
棄物。


風況
風の状態、性質のこと。具体的には、風向・風速
の出現率・状況や、平均風速・瞬間風速の状況、
風の乱れなどのこと。


富栄養化
工場排水や生活排水の流入などにより、海や湖
沼などの水域の栄養塩類（窒素化合物、りん酸
塩等）の濃度が高くなること。富栄養化すると藻
類等が異常増殖繁茂し、水中の酸素消費量が高
くなって貧酸素化し、また藻類が生産する有害
物質により水生生物が死滅する。


プラグインハイブリッド車
家庭用コンセントからの充電に対応した自動車。
従来のハイブリッド車に比べ、バッテリーのみで
の走行距離が長くなる。充電に夜間電力を利用
することによりランニングコストの負担を軽く
することができ、また、環境への負荷も減らすこ
とができる。


プルトニウム
天然に微量に存在する放射性元素。ウラン238
が中性子を吸収してウラン239になり、それが
放射線（β線）を出してネプツニウム239に、再
び放射線（β線）を出してプルトニウム239にな
る。このプルトニウム239は核分裂をする性質
を持っており、MOX燃料に用いられている。


フロン
正式名称をフルオロカーボン（炭素とフッ素の
化合物）という。このうちCFC（クロロフルオロ
カーボン）、HCFC（ハイドロクロロフルオロカー
ボン）などがオゾン層破壊物質であることが分
かり、1987年に採択された「モントリオール議
定書」により生産・消費規制が取られてきた。さ
らに、京都議定書ではHFC（ハイドロフルオロ
カーボン）、PFC（パーフルオロカーボン）が、削
減の対象となる温室効果ガスとされた。


フロン排出抑制法
地球温暖化とオゾン層破壊の原因となるフロン
類（CFC、HCFC、HFC）の排出抑制のため、冷
媒として使用している業務用エアコン、業務用
冷凍冷蔵庫の点検、記録、報告等について規制
している法律。


ブロモトリフルオロメタン（ハロン-1301）
オゾン層破壊係数10、地球温暖化係数6900
の物質で、オゾン層保護法によって規制されて
おり、消火設備で用いられる。


へ
ベンゼン
沸点80度で常温では無色透明の芳香臭の液体
であり、原油等の中に含まれ、有毒で引火性が
ある。


ほ
放射性物質
放射線を放出する物質のこと。放射線を放出し
ながら安定した物質に変わっていく。


放射性廃棄物
原子炉施設、核燃料サイクル施設、ラジオアイ
ソトープ使用施設などから発生する放射性物質
を含む廃棄物の総称。


放射線
放射性元素が崩壊する際放出される粒子線（α
線、β線など）や電磁波（γ線）の総称。放射性元
素から出たものでない粒子線（陽子線、中性子
線、重陽子線など）や電磁波（X線など）、宇宙線
等を含む。


放射能
放射性元素の原子核が自然に崩壊して放射線
を出す性質。また、その現象。


（環境影響評価）方法書
事業の実施が周辺地域の環境に及ぼす影響に
ついて評価を行うため、環境影響評価の項目、
調査、予測及び評価の手法などをとりまとめた
もの。


ホームアドバイザー
当社において、「省エネ快適ライフ」のPRを主な
業務とするスタッフ。フェア、イベントで電気の上
手な使い方などを紹介する講座を開いている。


ホームエネルギーマネジメントシステム
（ＨＥＭＳ）
情報技術を駆使して、一般住宅のエネルギーを
管理するシステム。太陽光発電設備や家電製品、
給湯機器などをネットワークでつなぎ、自動制
御を行う。省エネを喚起したり、各機器の使用量
を制限することで、エネルギー消費量を抑える
ことができる。


む
無電柱化
道路空間を有効に利用できるようにするととも
に、景観の向上を図るため、これまで電柱に架
かっていた電力ケーブルや電話通信線などの
電線類をまとめて地下に入れること。


め
メガソーラー


「メガ」とは、「100万の」という意味で、「ソー
ラー」は「太陽の（光や熱を利用した）」の意味。
メガソーラーとは、出力1,000kW（＝1MW（メ
ガワット）＝100万W）以上の規模を有する太陽
光発電に対する総称を指す。


メチルナフタレン
1−メチルナフタレン、２−メチルナフタレンの２
種があり、１−メチルナフタレンは常温において
無色から微黄色の液体で、沸点は245℃である。
一方、２−メチルナフタレンは常温において白色
の固体で、35℃で融解し、沸点は241℃である。
有毒で、重油（A重油）に含まれている。


も
木質（バイオマス）
主に、樹木の伐採や造材のときに発生した枝、
葉などの林地残材、製材工場などから発生する
樹皮やのこ屑などのほか、住宅解体材や街路樹
の剪定枝などがある。


よ
揚水（発電）
発電所の上部と下部に貯水池を設置し、夜間の
電気を利用して水を汲み上げ、最も電気が必要
な昼間や他の発電所の事故時等の緊急時に水
を落として発電する方式。貯蔵できない電気を
水に代えて貯めておくことができる。


ら
ライフサイクル
製品の製造から運搬、使用する段階を経て廃棄
されるまでの過程のこと。
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り
リサイクル率
廃棄物をリサイクルした量を廃棄物の発生量
で除して、割合（%）で表したもの。


リスクマネジメント
企業活動を脅かす恐れのあるリスクを事前に把
握し、リスクが顕在化した場合の損失を回避、減
少させる経営管理方法のこと。


利用率
一定期間における実際の発電電力量と、その期
間常に定格電気出力で発電したと仮定した場合
の発電電力量の比をいい、設備がどのくらい有
効に使われているかを見る指標。


B
ＢＷＲ（沸騰水型）
原子炉で水を沸騰させ蒸気を作り、直接タービ
ンを回して発電する方式。


C
ＣＦＣ（クロロフルオロカーボン）
フロンの一種。冷媒、発泡剤、洗浄剤等として
使用される。オゾン層破壊物質でありモントリ
オール議定書の規制対象物質。また、強力な温
室効果ガスでもある。


ＣＦＣ−11（トリクロロフルオロメタン）
オゾン層を破壊する物質の1つであり、モントリ
オール議定書に基づき1995年末で生産が全
廃された。


ＣＨ４（メタン）
温室効果ガスの一つで、温室効果の強さは
CO2の21倍。沼、稲田や土中での腐敗など嫌気
性条件下での微生物による有機物分解や草食
動物の腸内発酵により、また天然ガスや石炭の
採掘などでも発生する。


ＣＯ2排出クレジット
温室効果ガス排出抑制のためのプロジェクトで、
実際に削減できたとして国連が認証した削減量


（排出枠）ならびに、国連が先進国に割り当て
た排出枠のこと。排出量取引などにより、排出
枠が不足する国へ移転できる。


ＣＯＤ（化学的酸素要求量）
Chemical Oxygen Demandの略。水中の
有機物を酸化剤で酸化するのに消費される酸
素の量。有機物が多いほど酸化のために必要
な酸素量も多く、水の汚染度を示す数値となる。
単位はmg/ℓで、1mg/ℓは1ℓの水の中に1mg
の酸素が必要なことを表す。


ＣＳＲ（企業の社会的責任）
Corporate Social Responsibility（企業の社
会的責任）の略。「経済（財務）」はもとより、「環
境」、「社会」の3つの側面（トリプルボトムライ
ン）から、総合的に取り組み、社会の持続的な発
展に貢献すること。


F
ＦＳＣ（森林管理協議会）
Forest Stewardship Councilの略。環境保全
の観点から見て適切で、社会的な利益にかない、
経済的にも持続可能な森林管理を推進すること
を目的として、環境団体、林業家、木材会社、先
住民団体などにより1993年に設立された民間
組織であり、本部をボン（ドイツ）に置いている。


H
ＨＣＦＣ（ハイドロクロロフルオロカーボン）
フロンの一種。オゾン層破壊物質であり、モント
リオール議定書の規制対象物質である。オゾン
層破壊係数はCFCよりも小さい。また、強力な
温室効果ガスでもある。


ＨＦＣ（ハイドロフルオロカーボン）
フロンの一種。京都議定書で削減対象となって
いる温室効果ガスの一つ。スプレー製品の噴射
剤、冷媒、クッション心材などとして使用される。


I
ＩＰＰ（独立系発電事業者）
Independent Power Producerの略。発電か
ら小売までを行う電力会社と異なり、発電だけ
を行って電力会社に卸売り販売をする独立系
の事業者。日本の電力会社も海外企業などと共
同で発展途上国などでIPP事業を積極的に進め
ている。


ＩＳＯ簡易システム
ISO14001より要求事項が簡易な当社独自の
システムで、独自に作成したチェックリストをも
とに適合評価を行っている。


ＩＳＯ14001
環境マネジメントに関する規格。生産、販売、リ
サイクルなど企業活動がもたらす環境影響を
把握、評価、改善していくことを体系的に管理す
る仕組み（システム）が第三者機関（審査登録機
関）によって評価され、規格に適合したと認定さ
れた事業所に登録証を発行するもの。


ＩＳＯ（14001）準拠（システム）
ISO14001の認証取得は行わないが、その要
求事項に準拠して構築された当社独自の環境
管理システムのこと。


L
ＬＮＧ（液化天然ガス）
Liquefied Natural Gasの略。ＣＨ４（メタン）、
Ｃ２Ｈ６（エタン）を主成分とする天然ガスを、極
低温（約ー160度）まで冷却して液体にしたも
の。天然ガスは液化することで体積が気体の約
600分の1になる。ＬＮＧ船と呼ばれる特殊な船
舶で輸送され、荷揚げ後に再度気化して発電用
燃料などとして使用する。


ＬＰＧ（液化石油ガス）
LPGはLiquefied Petroleum Gasの略。原油
採掘や石油精製時に発するガスの主成分であ
るC3H8（プロパン）やC4H10（ブタン）を液化した
もの。


N
Ｎ２Ｏ（一酸化二窒素）
京都議定書での削減対象の温室効果ガスの一
つ。温室効果の強さはCO2の310倍である。物
の燃焼や窒素肥料の施肥などが発生源。


NOx（窒素酸化物）
NO（一酸化窒素）、NO2（二酸化窒素）などの窒
素の酸化物の総称。窒素を含む燃料の燃焼の
ほか、燃焼時に空気中の窒素が酸化されること
により発生する。有害物質として、大気汚染防
止法の規制対象物質となっている。


P
ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）
有機塩素化合物の一つであり、ビフェニルとい
う炭化水素化合物の2個以上の水素を塩素で
置換した化合物の総称で、油状の物質。化学的
安定性、耐熱性、絶縁性に優れることから、電
気絶縁材や熱媒体、感圧複写紙などの様々な
用途に用いられたが、日本では1968年のカ
ネミ油症事件などでその有害性が問題となり、
1972年に旧通商産業省の通達でPCBの製造
は中止され、1974年に法律で製造・輸入・新規
使用が禁止された。


ＰＤＣＡサイクル
①方針・計画の策定（Plan） ②実施・運用（Do） 
③評価・分析（Check） ④対策（Action） という
手順を繰り返し、サイクルを重ねるごとに、より
高い目的や目標を達成していくシステムのこと。


ＰＦＣ（パーフルオロカーボン）
京都議定書での削減対象の温室効果ガスの一
つ。電子部品や電子装置の気密性テスト、半導
体エッチング等に使用される。
ＰＲＴＲ（制度）
国が指定する化学物質について、環境中への排
出量及び廃棄物に含まれた状態での事業所外
への移動量を事業者が自ら把握して、都道府県
経由で国に届出を行い、更に国は事業者からの
届出データや推計に基づき排出量・移動量を集
計し、公表する制度。


ＰＷＲ（加圧水型）
原子炉で作った熱水（一次系）を蒸気発生器伝
熱管の中に送り込み、伝熱管の外側を流れる水


（二次系）にその熱を伝えて蒸気を作り、ター
ビンを回して発電する方式。
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R
RPS法
RPSは、Renewable Portfolio Standardの略。
新エネルギーの普及促進を目的として、一般電
気事業者、特定電気事業者及び特定規模電気事
業者に対し、その販売電力量に応じた新エネル
ギー等電気の利用を義務づける法律で、2003
年4月に施行された。2012年7月から再生可能
エネルギーの固定価格買取制度が開始される
のに伴い廃止されたが、経過措置として既存設
備を対象に当分の間仕組みを残置している。


S
ＳＦ６（六フッ化硫黄）
京都議定書での削減対象ガスであり、CO2の
23,900倍の温室効果を持つ。フッ素と硫黄の
化合物で、天然には存在せず工業的に生産され
る。化学的に安定で、絶縁性に優れているため、
電気事業では、遮断器の絶縁ガスなどに使用し
ている。


SOx（硫黄酸化物）
硫黄酸化物の総称で、SO2（二酸化硫黄）、SO3


（無水硫酸）などがある。石油や石炭などの化石
燃料の燃焼時に、燃料中の硫黄分が酸化され
て発生する。人の健康に悪影響を与えたり生活
環境に被害を及ぼすため、大気汚染防止法の規
制対象物質となっている。


数字
2,2-ジクロロ-1,1,1-トリフルオロエタン
（HCFC-123）
オゾン層破壊係数0.02、地球温暖化係数77の
常温で液体の物質で、オゾン層保護法によって
規制されており、空調機器の冷媒として用いら
れる。


３Ｒ
発生抑制（Reduce）、再使用（Reuse）、再生利
用（Recycle）のことを意味し、廃棄物処理とリ
サイクルにおける優先順位で表す言葉の略を
取った造語で3R（スリーアール）と読む。また、
不要なものをもらわない、買わない（Refuse）、
修理して使う（Repair）を加えて、4Rや5Rと呼
ぶこともある。







